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第７回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成22年12月14日) 

 

第 ７ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成22年12月14日(火曜日) 

            午前10時１分開議 

            午後０時３分休憩 

            午後１時１分開議 

            午後１時42分休憩 

            午後１時49分開議 

            午後２時59分休憩 

            午後３時７分開議 

            午後４時７分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成22年度熊本県一般会計補

正予算(第９号) 

 議案第２号 平成22年度熊本県母子寡婦福

祉資金特別会計補正予算（第１号） 

 議案第８号 平成22年度熊本県病院事業会

計補正予算（第１号） 

請第49号 「子ども・子育て新システムの

基本制度案要綱」に基づく保育制度に対

し、現行保育制度の拡充を求める国への

意見書提出を求める請願 

請第51号 自衛隊熊本病院診療の一般開放

について国への意見書提出を求める請願 

請第55号 養護老人ホームの運営の支援拡

充を求める請願 

請第39号 認可外保育所に通う子どもたち

のための助成金に関する請願 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ①第２期熊本県地域福祉支援計画の策定

状況について 

②第３期熊本県やさしいまちづくり推

進計画の策定状況について 

③公の施設から暴力団を排除するため

の関係条例の整備に関する条例の概要

について 

④障害のある人もない人も共に生きる

熊本づくり条例（仮称）の取組みにつ

いて 

⑤第４期熊本県障がい者計画の策定状

況について 

⑥熊本県自殺対策行動計画（仮称）の

策定状況について 

⑦熊本県周産期医療体制整備計画の策

定状況について 

⑧第２次熊本県食育推進計画の策定状

況について 

⑨熊本県高齢者居住安定確保計画の策

定状況について 

⑩「第三次熊本県環境基本指針・第四

次熊本県環境基本計画」の策定状況に

ついて 

⑪熊本県立自然公園条例及び熊本県自

然環境保全条例の一部を改正する条例

（案）の概要について 

⑫公共関与による管理型最終処分場の

整備について 

⑬水俣病対策の状況等について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

                委 員 長  溝 口 幸 治 

        副委員長  内 野 幸 喜 

                委  員  鬼 海 洋 一 

        委  員 岩 中 伸 司 

委  員  堤   泰 宏 

委  員 藤 川 隆 夫 

委  員 松 田 三 郎 

委  員 山 口 ゆたか 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 
――――――――――――――― 
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説明のため出席した者 

 健康福祉部 

         部 長 森 枝 敏 郎 

                  医 監 東   明 正 

         次 長  本 田 惠 則 

         次 長  松 葉 成 正 

         次 長  古 森 誠 也 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

      社会福祉課長 中 園 三千代 

      少子化対策課長  福 島 誠 治 

      障害者支援総室長  東   泰 治 

 障害者支援総室副総室長  西 岡 由 典 

   障害者支援総室参事  服 部 信一郎 

     医療政策総室長 倉 永 保 男 

  福祉総合相談所次長兼 

  医療政策総室副総室長 佐 藤 克 之 

  医療政策総室副総室長 藤 中 高 子 

  医療政策総室副総室長 松 永   寿 

 健康づくり推進課長 岩 谷 典 学 

       健康危機管理課長  末  正 男 

        薬務衛生課長  内 田 英 男 

 ねんりんピック推進室長 小 原 雅 晶 

      長寿社会局長  江 口   満 

        高齢者支援課長  永 井 正 幸 

  認知症対策・ 

地域ケア推進課長 古 谷 秀 晴 

 環境生活部                          

         部 長 駒 崎 照 雄 

         次 長 谷 﨑 淳 一 

         次 長  内 田 安 弘 

         次 長  山 本   理 

  首席環境生活審議員兼 

      環境政策課長 野 田 正 広 

      環境政策監兼 

    環境立県推進室長  家 入   淳 

      環境保全課長 松 島   章 

       水環境課長 田 代 裕 信 

      自然保護課長  岡 部 清 志 

     廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

 廃棄物公共関与政策監兼 

    公共関与推進室長  中 島 克 彦 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

     水俣病審査課長 寺 島 俊 夫 

  首席環境生活審議員兼 

 食の安全・消費生活課長 小 原 忠 隆 

  交通・くらし安全課長 松 山 昌 紹 

    人権同和政策課長 吉 田 國 靖 

病院局 

     病院事業管理者 横 田   堅 

      総務経営課長 大 谷 祐 次 
――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 鹿 田 俊 夫 

     政務調査課課長補佐  森 田   学 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、ただいまから

第７回厚生常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 次に、今回付託された請第51号について、

提出者から趣旨説明の申し出があっておりま

すので、これを許可したいと思います。入室

をお願いいたします。 

  （請第51号の説明者入室) 

○溝口幸治委員長 おはようございます。 

 説明者の方に申し上げます。 

 各委員には、請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡単にお願いをいたしま

す。それでは、よろしくお願いいたします。 

  （請第51号の説明者趣旨説明) 

○溝口幸治委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査をしますので、本日はこれ

でお引き取りください。ありがとうございま

した。 

  （請第51号の説明者退室) 
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○溝口幸治委員長 次に、請第55号について

の説明者を入室させてください。 

  （請第55号の説明者入室) 

○溝口幸治委員長 おはようございます。 

 説明者の方に申し上げます。 

 各委員には、請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡単にお願いをいたしま

す。 

  （請第55号の説明者趣旨説明) 

○溝口幸治委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査をしますので、本日はお引

き取りをいただきたいと思います。ありがと

うございました。 

  （請第55号の説明者退室) 

○溝口幸治委員長 まず、本日の委員会の進

め方ですが、お手元にあります議事次第の５

その他の報告事項の中で、健康福祉部の②や

さしいまちづくり推進計画、④障害のある人

もない人も共に生きる熊本づくり条例及び⑤

の障がい者計画については関連がありますの

で、それぞれの報告及び質疑については午後

から一括して実施したいと思いますが、その

ような進め方でよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 それでは、そのように進

めさせていただきます。 

 それではまず、本委員会に付託された議案

等を議題とし、これについて審査を行いま

す。 

 議案等については、執行部の説明を求めた

後に一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、本日の説明を行われる際、執行部の

皆さんは着席のまま行ってください。 

 それでは、森枝健康福祉部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から順次説明をお

願いいたします。 

 

○森枝健康福祉部長 おはようございます。 

 健康福祉部の議案の概要につきまして御説

明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係の

２議案です。 

 まず、第１号議案の平成22年度熊本県一般

会計補正予算でございますが、総額20億4,00

0万円余を増額する補正予算をお願いしてお

ります。 

 その主な内容についてですが、生活保護に

ついては、生活保護受給者の増加に伴う扶助

に要する予算を計上しております。 

 子育て支援については、安心こども基金を

活用して、子育て支援施設が子育て環境の向

上のために実施する設備整備に対する助成や

清水が丘学園の児童の医療費、児童養護施設

等への一時保護委託料等についての予算を計

上しております。 

 障害者への支援については、障害児施設に

おける障害児支援等に要する予算を計上して

おります。 

 健康づくりの推進については、小児慢性特

定疾患児や身体の発育が未熟な状態で生まれ

た乳児等に対する医療費の給付や助成等につ

いての予算を計上しております。 

 新型インフルエンザ対策については、低所

得者等の経済的負担を軽減するため、市町村

が負担する新型インフルエンザワクチン接種

費用に対して、その一部を助成する予算を計

上しております。 

 このほか、国庫補助事業に係る精算金の返

納や財源更正、来年度の年間委託契約等に係

る債務負担行為の設定、各種施設整備の繰越

明許費についてもお願いをしております。 

 次に、第２号議案の平成22年度熊本県母子

寡婦福祉資金特別会計補正予算についてです

が、生活費の貸し付け増加による資金不足に

対応するため、2,400万円余の増額補正をお

願いしております。 

 これらによりまして、特別会計を含めた健

康福祉部の平成22年度の予算総額は1,309億
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2,000万円余となります。 

 このほか、第２期熊本県地域福祉支援計画

の策定状況についてなど、９件について御報

告させていただくこととしております。 

 以上が今回提案しております議案等の概要

でございますが、詳細につきましては、関係

各総室長及び課長が説明いたしますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。着座にて説明させていただきま

す。 

 委員会資料の２ページをお願いいたしま

す。 

 社会福祉総務費で8,000円の増額補正をお

願いしております。これは、国庫支出金返納

金で、介護福祉士や社会福祉士の資格取得を

目指す学生に対して貸し付けた修学資金に関

する精算返納金でございます。 

 貸付金の返還につきましては、介護福祉士

等修学資金貸与条例において、県内における

老人福祉施設や児童福祉施設等の業務に７年

間従事した場合、免除されることとなってお

ります。今回お願いしておりますのは、本人

の都合によりまして、その業務の従事期間が

短かったため、返還された貸付金の２分の１

を国に返納するものでございます。 

 なお、当事業につきましては、平成15年度

で新規貸し付けを休止しておりまして、県に

おいては債権管理のみを行っております。 

 また、同様の趣旨の貸付事業につきまし

て、現在、全額国庫で県の社会福祉協議会で

実施をいたしております。 

 次に、説明資料の３ページをお願いいたし

ます。 

 繰越明許費についてでございます。 

 繰越明許費につきましては、施設整備事業

等におきまして、工期が年度末であるもの、

あるいは設計変更等が生じたため年度内に事

業を終えることができないおそれのあるもの

につきまして設定しております。 

 民生費のうち社会福祉費として、老人福祉

施設整備や介護基盤の緊急整備等で22億7,30

0万円、児童福祉費として、放課後児童クラ

ブの施設整備や児童福祉施設の耐震化整備等

で３億1,300万円をお願いしております。 

 また、衛生費のうち公衆衛生費として、ヘ

リ救急医療搬送体制整備として１億1,600万

円をお願いしております。 

 平成20年度から全庁的な取り扱いとして、

年度をまたがる工事の早期発注、早期完了が

可能となるよう、11月議会で提案をしており

ます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定についてでございま

す。 

 今回、保健・医療・福祉関係業務としまし

て、こども総合療育センターの園児服洗濯業

務委託等の業務分977万3,000円をお願いして

おります。委託業務の予定価格が100万円を

超えるため、一般競争入札を行う必要があり

ますが、例年お願いしております２月議会で

の設定では４月からの業務開始に間に合わな

いことから、本議会におきまして債務負担行

為の設定を行うものでございます。 

 健康福祉政策課関係は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○中園社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 資料の５ページをお願いいたします。 

 生活保護の扶助費につきまして、５億6,60

0万円余の増額補正をお願いしております。

これは、県の福祉事務所分になりますが、生

活保護受給者の増加に伴いまして、来年１月

には既に不足が見込まれますので、このたび

お願いするものでございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課でござ
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います。 

 ６ページをお願いします。 

 説明欄に沿って御説明いたします。 

 説明欄、最上段の熊本県地域子育て応援事

業は、安心こども基金を活用しまして、保育

所、幼稚園、認可外保育施設等の就学前児童

を対象とした子育て支援施設に対しまして、

子育て環境の向上のために実施します安全・

安心対策としてのＡＥＤや感染症防止対策と

しての空気清浄機などの設備整備に対し助成

等を行うために補正をお願いするものでござ

います。 

 ２段目の清水が丘学園管理運営費(扶助費

等)は、措置児童の長期入院によりまして、

医療費が当初見込みより増加したことから、

補正をお願いするものです。 

 ３段目の中央一時保護所管理運営費(扶助

費)は、児童養護施設等への一時保護委託料

及び医療機関への一時保護委託児童の医療費

が当初見込みより増加したことから、補正を

お願いするものでございます。 

 最下段の母子寡婦福祉資金特別会計繰出金

は、貸付見込み額の増加に伴い、一般会計か

ら特別会計への繰出金について、補正をお願

いするものです。 

 ７ページをお願いします。 

 母子寡婦福祉資金特別会計につきまして、

ただいま御説明いたしました一般会計からの

繰入金に県債を加えまして、計2,470万円の

増額補正を行い、厳しい経済情勢を背景に貸

付金の申請が当初見込みより増加しているこ

とに伴う貸付原資の不足に対応するためでご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○東障がい者支援総室長 障がい者支援総室

でございます。 

 説明資料８ページをお願いいたします。 

 障害者福祉費でございます。811万3,000円

の補正を計上いたしております。いずれも平

成21年度の国庫支出金の額の確定に伴いまし

て、超過交付分を返納するものでございま

す。 

 説明欄をごらん願います。 

 (1)の障害者医療費等国庫支出金精算返納

金166万2,000円、(2)の地域生活支援事業費

等補助金精算返納金520万5,000円、(3)の身

体障害者保護費負担金精算返納金1,000円、

(4)の特別障害者手当等給付費国庫負担金精

算返納金124万5,000円でございます。 

 続きまして、児童措置費でございます。５

億3,605万5,000円の補正を計上いたしており

ます。本年４月から熊本市に児童相談所が設

置されたことに伴い、熊本市分は熊本市で予

算措置することとなり、県予算計上分を県、

市の人口比による案分により算定をしており

ましたところ、熊本市では、医療施設等社会

資源が豊富であるため在宅比率が高く、結果

として、障害児施設の入所費に占める県負担

の割合が高くなったため、県負担分の実績が

大きく上回ることとなり、予算に不足を生じ

ることになりました。このため、今回補正を

お願いするものでございます。 

 続きまして、精神保健費でございます。2,

687万2,000円の補正を計上いたしておりま

す。平成21年度の国庫支出金の額の確定に伴

い、超過交付分を返納するものでございま

す。 

 以上が障がい者支援総室補正の分で、補正

前194億8,607万7,000円に対しまして、今回

補正額５億7,104万円を加えまして、合計200

億5,711万7,000円となります。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○倉永医療政策総室長 医療政策総室でござ

います。 

 ９ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費でございます。 

 国庫支出金の返納金663万円余を計上して
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おります。これは、僻地医療を担います拠点

病院や診療所の平成21年度へき地医療施設運

営費補助及びへき地医療施設設備整備費補助

における平成21年度の国庫補助事業費の確定

に伴う国への返納金でございます。いずれも

事業実施後の執行残でございます。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

○岩谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 説明資料10ページをお願いいたします。 

 (Ｂ)欄の補正額6,190万2,000円の増額をお

願いしております。 

 内訳は、説明欄にありますように、１の健

康づくり推進費、これは、熊本県指定がん診

療連携拠点病院機能強化事業について、今年

度国庫補助金を活用することとなりまして、

事業費の２分の１を国費とする財源更正でご

ざいます。 

 ２の母子医療対策費は、(1)未熟児療育医

療費、(2)小児慢性特定疾患治療研究事業

費、(3)小児慢性特定疾患児日常生活用具給

付事業、いずれも所要見込み額の増による補

正をお願いするものでございます。 

 ３の国庫支出金返納金、これは平成21年度

の国の補助事業の精算によって返納が生じた

もの、４の妊婦健康診査費は平成21年度実績

の取りまとめにより返納が生じたための財源

更正を行うものでございます。 

 健康づくり推進課は、以上でございます。

よろしくお願いいたします。 

 

○末健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 説明資料11ページをお願いいたします。 

 まず、公衆衛生総務費でございますが、２

億8,000万円余の増額をお願いいたしており

ます。これは、肝炎対策事業、新型インフル

エンザワクチン接種負担軽減事業などに係る

平成21年度の国庫補助事業費の確定に伴う精

算に要する経費でございます。 

 次に、予防費でございますが、３億7,400

万円余の増額をお願いいたしております。こ

れは、市町村が実施いたしております低所得

者への新型インフルエンザワクチン接種費用

の助成事業に対する国２分１、県４分１の補

助に要する経費でございます。 

 以上、健康危機管理課分の合計６億5,400

万円余の増額について、御審議方よろしくお

願いを申し上げます。 

 

○溝口幸治委員長 次に、駒崎環境生活部長

から総括説明を行い、続いて、担当課長から

順次説明をお願いします。 

 

○駒崎環境生活部長 それでは、環境生活部

関係の議案の概要につきまして御説明申し上

げます。 

 今回御提案申し上げております議案は、予

算関係１議案でございます。 

 第１号議案の平成22年度熊本県一般会計補

正予算におきまして、歳入歳出予算の補正は

ございませんが、債務負担行為の設定につい

て２件、3,000万円余をお願いいたしており

ます。 

 これは、平成23年４月１日から業務を開始

する委託業務につきまして、早急に入札等の

事務手続に入り、３月中に手続を終える必要

がありますので、今回債務負担行為の設定を

お願いするものでございます。 

 このほか、第三次熊本県環境基本指針・第

四次熊本県環境基本計画の策定状況について

など、４件について御報告させていただくこ

ととしております。 

 以上が今回御提案申し上げております議案

等の概要でございます。詳細につきまして

は、関係課長が御説明いたしますので、よろ

しく御審議のほどお願いいたします。 
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○田代水環境課長 水環境課でございます。 

 12ページ、債務負担行為といたしまして、

海域水質環境調査業務、これは、海域の環境

基準点50地点につきまして、原則として毎月

１回、船を出して採水しまして、水質分析を

する業務等を民間委託するものでございま

す。 

 来年度実施につきまして、限度額1,704万

円を設定するものでございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○岡部自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 説明資料の13ページをお願いします。 

 債務負担行為に関するもので、御船町にあ

ります鳥獣保護センターの管理運営業務に関

するものであります。 

 昨年度より傷病鳥獣保護業務に特化してお

りますが、先ほど部長から説明がありまし

た、４月１日より本年度と同様の業務内容で

の委託を計画しておりまして、22年度と同額

の債務負担をお願いしております。 

 自然保護課は以上です。よろしく御審議を

お願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 次に、横田病院事業管理

者から総括説明を行い、続いて、担当課長か

ら説明をお願いします。 

 

○横田病院事業管理者 今回の定例県議会に

提案しております議案の概要説明に先立ちま

して、最近の県立こころの医療センターの運

営状況について御報告を申し上げます。 

 当センターでは、平成20年３月に平成21年

度から24年度までの４年間を計画期間とする

中期経営計画を策定し、その実施計画である

アクションプランに沿って、計画の実現に当

たっております。 

 具体的には、医師不足問題に関連し、抑制

しておりました新規外来患者の受け入れを一

部解除し、患者のニーズに対応しておりま

す。さらに、患者の早期社会復帰に向けた支

援活動の一環である計画的な訪問看護やデイ

ケア・作業療法の充実、夜間外来の実施及び

土曜日午前の開院など、質の高い医療の推進

により収益の確保に努めております。 

 また、外部委員による運営評価委員会をこ

とし８月に立ち上げ、経営や医療のあり方に

ついて、専門家等からの意見をちょうだいす

ることとしており、その意見を踏まえなが

ら、県内精神科医療のセーフティーネットや

政策医療といった県立病院としての使命や役

割を果たしますとともに、効率的な経営基盤

の強化に努めていくこととしております。 

 それでは、本議会に提案しております病院

局の議案について御説明いたします。 

 今回提案させていただいておりますのは予

算関係１議案でございます。 

 第８号議案の平成22年度熊本県病院事業会

計補正予算でございますが、平成23年４月１

日から業務を開始します委託事業等につきま

して、総額１億4,400万円余の債務負担行為

の設定をお願いしております。 

 以上が今回の議案の概要でございますが、

詳細につきましては、総務経営課長が説明し

ますので、よろしく御審議のほどをお願い申

し上げます。 

 

○大谷総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 お手元の委員会資料の14ページをお願いい

たします。 

 こころの医療センターの業務のうち、平成

23年４月１日から業務を開始する施設管理等

の業務委託について、次年度から適切な運営

を行う必要がございますので、債務負担行為

の設定をするものでございます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 以上で執行部の説明が終
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了しましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○岩中伸司委員 今それぞれ提案いただいた

んですが、この提案の中に皆さん方ちょっと

きょう拝見すると異様な感じがして、このブ

ルーのバッジをつけていらっしゃいますが、

これは県庁管理職のバッジになったのでしょ

うか。今の議案とどう関係――その辺は、ち

ょっと私は入ってきて異様な感じを受けてい

ます、今率直に言って。議案とはちょっと違

うかもしれませんけれども。 

 

○溝口幸治委員長 じゃあ、その他で、先

生、そこは。 

 

○岩中伸司委員 この議案に関係するやつが

あるのかどうなのか。ありませんか。議案に

関係ないとしたら、ないでいいですよ。 

 

○駒崎環境生活部長 健康福祉部の予算につ

きましては、全くないと私の方から断言はで

きませんが、今の説明を聞いておりました限

りでは、ないと思います。少なくとも環境生

活部の債務負担行為には一切関係ございませ

ん。 

 

○溝口幸治委員長 じゃあ、議案について、

質疑お願いします。 

 

○藤川隆夫委員 一般質問の中でもあったん

ですけれども、生活保護の方が非常にふえて

いるという話があったかと思いますけれど

も、現実にどの程度の増加を示しているのか

を教えていただければと思います。 

 

○中園社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 どのくらいふえているかということでござ

いますが、まず、保護人員につきまして、県

が担当しています郡部の方ですけれども、21

年度の平均が1,506人でございましたが、最

新のことしの10月現在で1,730人になってお

ります。それから、世帯数でございますが、

21年の平均が、郡部で1,174世帯でございま

したが、10月現在で1,310世帯になっており

ます。 

 

○藤川隆夫委員 これ、熊本市の分は全然把

握されてないんでしょう。 

 

○中園社会福祉課長 熊本市も把握しており

ます。熊本市を申し上げます。熊本市の場合

は、21年度の平均が、保護人員でいいますと

１万2,800人でございました。これが最新の1

0月でいきますと１万3,660人になっておりま

す。それから、保護世帯数でいきますと、21

年度の平均が8,773世帯でございましたが、

最新で9,903世帯になっております。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 増加しているのは恐らく経

済的な理由というのが、この景気の低迷とい

うのが一番の原因かというふうに思うんです

けれども、ただ、今回の一般質問の中にもあ

りましたように、悪質なものもこの中に含ま

れているというふうに思うわけなんですよ

ね。 

 実は、私が知っている限りで言うと、子供

が成人して就職をきちっとしているのに、親

と戸籍を分けて親が生活保護もらったりと

か、逆に言うと、夫婦が離婚して、おのおの

生活保護費をもらっているとか、そういう実

態が実はあります。 

 こういう質問の中にもあったように、やっ

ぱりきちっと生活保護世帯、本当に生活保護

が必要な人は当然出さなきゃいけないと思う

んですけれども、そうじゃない、悪質と言う

とおかしいですけれども、ちょっと問題があ

 - 8 -



第７回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成22年12月14日) 

る方に関しては、やっぱりきちっと精査をし

て是正していくようなことを求めていく必要

がもうあるんじゃないかと思うんですよね。

 今の生活保護の世帯が幾らもらっているか

というと、私が聞いている範囲だと、親１人

子供２人で月に約24万から５万ぐらいもらっ

ているというふうに聞いております。それ

に、医療費は無料ですし、学費もかかんな

い。となると、その家族で実際にもらってい

る金額というと、30万程度の金額を無税でも

らっているという話になってくると、本当に

この方たちが社会で実際に仕事をしていくよ

うな環境にあるのかという話、これだけもら

っていれば別に仕事しなくてもいいじゃない

かという感覚に陥るんじゃないかというふう

に思うわけなんですよね。 

 その部分の見直しを、本当は地方から国に

対して、この制度の見直し等も含めて、私は

言っていく必要があるんじゃないかというふ

うに思うんですけれども、この部分に関して

どう思われますか。 

 

○中園社会福祉課長 生活保護の適正実施と

いうことにつきましては、今回の部長の本会

議での答弁でも申し上げておりましたけれど

も、私どもは、23福祉事務所の指導監査、こ

れは６月から12月まで半年間にかけて行いま

す。それと研修会、あらゆる会議、あらゆる

場で徹底しているところでございます。 

 委員がおっしゃったような、例えば世帯を

分けて受給しているとか、夫婦が離婚して受

給しているとか、そういったのは直接は聞い

ておりませんけれども、仮にそういうことが

あれば、徹底して是正していきたいと思って

おります。 

 

○藤川隆夫委員 もう１点ですけれども、実

際に生活保護費として渡している金額に関し

てはどういうふうに思われますか。実際に一

生懸命働いててこの程度の収入を得るのは非

常に厳しいというのが今の経済情勢だという

ふうに思うんですけれども。 

 

○中園社会福祉課長 厚生労働省の中にナシ

ョナルミニマム研究会というのがございまし

て、低所得世帯に占める生活保護受給者の割

合というのをことし初めて出しました。それ

で、32％という非常にショッキングな数字が

出たんですけれども、この低所得世帯という

のをどうやって把握しているかといいます

と、国民生活実態調査ですとか、あるいは消

費生活調査とか、そういうので低所得世帯を

把握しまして、生活保護基準以下の世帯を一

応把握したわけです。 

 ただ、御存じのように、生活保護につきま

しては、資産の状況ですとか、あるいは扶養

義務者の状況ですとか、そういったものが加

味されて、さらに保護の申請という手続が必

要になります。ですから、先ほど申し上げた

32％が、本当に保護世帯、必要な人が受けて

いるかというと、そうではないと思っており

ますけれども、先ほど御質問にありますよう

に、本当に必要な人が受けて、そうでない人

は受けることがないように、それは徹底して

いきたいと思っております。 

 

○藤川隆夫委員 されてますけれども、きち

っと見ていっていただきたいというのが第１

点です。本当に保護しなきゃいけない人をや

っぱり保護していただきたいと、そうじゃな

い人はきちっとしてもらうということが一番

大事なことだろうというふうに思いますの

で、この部分、さらにきちっと精査をしなが

ら進めていっていただきたいというふうに思

います。 

 

○山口ゆたか委員 今の生活保護に関連して

お聞きしますけれども、一度テレビの報道

で、ケースワーカーについて、熊本市の状況

だったと思いますけれども、かなり１人のケ
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ースワーカーが、審査というか、対処する生

活保護世帯がふえとるということが問題提起

されておりました。熊本市以外の状況はどう

なのか、そのあたりをちょっとお聞かせくだ

さい。 

 

○中園社会福祉課長 委員おっしゃるとお

り、熊本市は１人当たりケースワーカーが抱

えている件数は大変多くなっております。ほ

かの市につきましては、大体平均で68ケース

ということで、熊本市は100ケース以上超え

ておりますけれども、熊本市よりは厳しくな

い状態になっております。 

 

○山口ゆたか委員 先ほど藤川委員が言われ

たことにも関連しますけれども、ケースワー

カーも、80ケースというのが適正じゃないか

ということが何か報道では言われておりまし

たけれども、68というのもかなり大きな事務

量になっているんじゃないかなということも

感じられますし、また、今委員が言われたよ

うに、いろんな課題があるんじゃないかとい

うことも問題視されておりますので、そのあ

たりも含めて県としても支援していただきま

すことを要望します。 

 

○堤泰宏委員 堤でございます。藤川先生の

勇気ある御質問であって、私も勢いづいてち

ょっとお話をさせていただきます。 

 中園課長、偽装離婚とかいろんなケースが

ありますよね、はっきりありますよ、それ

は。固有名詞を出さぬけんよかな。それは、

あた、見つけ出したってもう法的に別れとん

ならどんこんしよんなかもんな。だけん、あ

たの答えでたい、そぎゃんとば検討して精査

してと言うたばってん、そがんとは精査でき

ぬですよ。それは、あた、別れたふりしたも

んが知恵が多かったい、知恵比べだもん。 

 生活保護は３万幾らだもんな、家賃の直接

支払いが。そうすっと、家族がおれば４万幾

らですよ。ということは、月々３万数千円の

家賃、共益費とかあぎゃんとは別ですよ。だ

けん、子供がおれば、共益費なんかあぎゃん

と含めて５万ぐらいの住居に住まるるもん

な。そうすっと、５万円の家賃を払うサラリ

ーマンというと、熊本市内じゃまあまあです

よ。だから、生活保護の人たちは、中流サラ

リーマンと一緒ぐらいの住居費を払うことが

できるんですよね。 

 私がはっきり確認しとることですよ。幾つ

もあります。生活保護を受けると――皆さん

聞いときなっせよ。女性が生活保護を受ける

と男の彼氏ができるんですよ。わかります

か。生活が安定している女性には彼氏ができ

る。それと、男が生活保護受給者になると、

生活が安定してくるから彼女ができるんです

よ。わかりますか。それは、中流クラスのサ

ラリーマンと同じような生活保障があれば、

そういういろんな楽しいことが起こるという

ことですよね。そこまでして保護せにゃいか

ぬかということだな。 

 じゃあ、お金をもらうですね、我々の血税

ですよ。何かの形で自由を束縛せぬと、これ

はもらいっ放しで、あとはパチンコしようが

遊っさろこうが自由というのが今の生活保護

のやり方でしょう。何かそこの自由を束縛せ

にゃいかぬですよ。その方法を考えぬと、こ

れは蔓延していきますよ。日本国じゅう全部

生活保護になるばいた。 

 後で、生活保護に該当する審査の要項があ

ればわし個人的に下さい。どういうとこばク

リアすっと生活保護が受けられるか。それは

病院の診断書なんかすぐとれますもんね、あ

そこが痛い、ここが痛いちゅうとな。大体そ

ぎゃんだもんな。病気で仕事ができないから

ちょうだいだもんな。だけん、そこ辺ばいっ

ちょ私に下さい。 

 そして、やはりこれはもらい過ぎで、そし

て自由の、何か生活の束縛が全然ないという

のは、これはよ過ぎっですよ。それは普通の
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一般サラリーマンで８時半から５時までじゃ

終わらぬですよ。９時までぐらい残業して仕

事をして、もう汗じゅっくりになって、くた

くたになって帰って、今熊本県の平均年間年

収は幾らぐらいですか。200万割っちゃおら

ぬかな、若年18歳からすれば。何かおかしい

ですね。 

 それから、これは地方には県が全部お金や

りよるんですかね、役場。熊本市だけが自己

財源ですか。わしはそこ辺も知らぬであれだ

ったけどですね。 

 

○溝口幸治委員長 まず、生活保護の基準

は、堤先生だけじゃなくてみんなに提出して

ください。まだ時間ありますから、今もしも

配れるような資料があれば早目に準備をして

ください。あと、課長から答えをお願いしま

す。 

 

○中園社会福祉課長 まず、１点目の偽装離

婚とかの話でございますが、生活保護は、法

的状態じゃなくて実態でいきますので、ケー

スワーカーが訪問して、仮に同居している実

態があれば、それは正していきます。 

 

○堤泰宏委員 いや、そぎゃんこつ言うとじ

ゃなかですよ。そぎゃん要領が悪か者はおら

ぬもん。それは、あた、遊びに来とったと言

うなら別たい。男も家ば借りとる、男は１万

円ぐらいの家ば借りとる、女性が３万、４万

のを借りとる、逆の場合もあるでしょう。住

民票は別だけん。そぎゃんとが遊びに来とる

けんと、ケースワーカーに何が言われます

か。それこそ権利の侵害で大ごとしなかすば

いた。 

 

○中園社会福祉課長 民生委員とかの情報も

いただきながら、ケースワーカーが実態を把

握する努力は続けると思います。 

 それから、家賃の点でございますが、これ

は上限がありまして、また地域によっても異

なります。 

 それから、最後の何か規制はできないか、

縛れないかという話でございますが、一応定

期的にケースワーカーが訪問しまして、就労

指導、ちゃんとハローワークに行って就職活

動をしているかとか、そういう指導はしてお

ります。それと、収入申告書というのをとっ

ております。それから課税調査もやっており

ます。そういったことで実態把握に努めてい

るというところでございます。 

 

○堤泰宏委員 それはもうケースワーカーの

仕事だもん。ケースワーカーもサラリーマン

でしょう。給料をもらうからその仕事をしよ

るだけですよ。法的にはできぬじゃないです

か、あた。何ができますか。民生委員がうわ

さで流しよったけん、あんたは何ばしよった

とか何とか言うても、私はしてませんと言う

と、それで終わりです。だけん、もうちょっ

と厳然たる縛りばせぬとだめですよ。 

 

○溝口幸治委員長 中園課長、恐らくこっち

側も皆さん方がそこまでしか答弁できないと

いうのはわかって今手が挙がっているんです

けれども、正直者がばかを見るというか、悪

質な行き過ぎたものが、最近こういう経済情

勢もあってふえてきているので、そこに何ら

か歯どめができないかという趣旨での御質問

だと思いますので、それにきょうここで答え

ることはできないと思いますので、ぜひ健康

福祉部全体の問題としてとらえて、少しそこ

は研究を重ねてみてください。それでいいで

すか。 

 

○堤泰宏委員 そっでよかっですよ。ただ、

あたが、あがんしよる、こがんしよると言う

けん私がまた言うんですよ。厳然と対処せに

ゃいかぬと思うとりますと、条例の整備で

も、法の整備でもせにゃいかぬと思うとると
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言えばいいばってん、ケースワーカーがい

て、民生委員の意見ば聞いて、民生委員なん

か人の嫌うことば、そがん言いやせぬです

よ。 

 

○溝口幸治委員長 堤委員、ほかの質問は何

かなかですか。 

 

○堤泰宏委員 もうちょっと、今はこっでよ

かです。 

 

○溝口幸治委員長 考えとってください。 

 

○岩中伸司委員 今私もびっくりした報告を

聞いたんですが、生活保護以下の世帯が32％

とおっしゃった、いや、低所得者の世帯です

ね。低所得者世帯というのは生活保護以下の

世帯という規定づけのように。私は今ちょっ

と聞いたんですが、それは32％というのはそ

う理解していいんですか。 

 

○中園社会福祉課長 低所得世帯の中で生活

保護を受給している割合が32％というのが、

ことしの４月に厚労省の方から報告されまし

た。 

 

○岩中伸司委員 低所得者世帯の中の32％が

生活保護をもらっているということですね。 

 

○中園社会福祉課長 はい。 

 

○岩中伸司委員 その低所得者というのは全

体でどれくらいのパーセントになっている

か、その資料はありますか。いわゆる低所

得、ワーキングプワとよく言われるんですけ

れども……。 

 

○溝口幸治委員長 国が調査した資料です

ね、中園課長。 

 

○中園社会福祉課長 先ほど申し上げました

が、国民生活実態調査、国民生活基礎調査で

すか、あと、消費生活実態調査、それで把握

しているというので、算式はございましたけ

れども、済みません、今手元にはございませ

ん。 

 

○岩中伸司委員 よろしかったら後で見せて

いただければ。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 もう１点、インフルエンザ

関係も、この低所得者のやつも同じことです

かね、このインフルエンザの費用というの

は。ここに出ている感染症予防費。 

 

○末健康危機管理課長 インフルエンザの

低所得者対策で実施しています生活保護は同

様でございます。 

 

○藤川隆夫委員 ふえている理由は、先ほど

から話している流れの中に入っているわけな

んですね、これが……。 

 

○末健康危機管理課長 細かい分析はして

おりませんが、傾向としてはそういう傾向だ

ろうというふうに考えております。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 

○鬼海洋一委員 後ほどの請願とも関連する

質問ですけれども、この６ページの児童健全

育成費、これはどういう内容の事業になるん

でしょうか。ちょっとまずお尋ねしたいと思

います。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課です。 

 地域子育て応援事業につきましては、安心

こども基金を活用しまして、基本的には市町
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村の自主的な取り組みを支援するために予算

を組んでおりましたが、結果的に基金が少し

余っている状況でございます。これについて

は、市町村の負担等もなく、10分の10で実施

ができますので、活用方法についていろいろ

検討しました結果、今回、就学前児童を対象

としました保育所を初めとする施設が、環境

向上のために実施いたします、先ほどもちょ

っと触れましたが、安全・安心対策としまし

てＡＥＤを整備するとか、あと、感染症防止

対策として空気清浄機を設置するとかそうい

ったものについて広く助成しようということ

で、今回提案をさせていただいているところ

でございます。 

 

○鬼海洋一委員 実は今回、政権の中で、今

後の特に幼保の一体化といいますか、これは

長年教育の面でも子育ての面でも強く求めら

れてきた課題だったわけですが、こども園と

いうことで今動きが出てきているわけですよ

ね。しかし、今物すごく反発がある。かつて

認定こども園ができたときには余り反発がな

くて、それにどう移行するかというような議

論が、我々も委員会で北海道の視察をいたし

ましたけれども、しかし、認定こども園その

ものは、制度としてスタートいたしましたけ

れども、余り人気がないといいますか、その

移行する方々というのは、全国的にもまれな

る存在じゃないかというふうに思うんです

が、まず熊本県として、これは認定こども園

の移行がどういう状況になっているのかとい

うのがまず質問の１つですね。 

 それからもう一つは、さっき言いましたよ

うに、認定こども園のときには制度そのもの

に対する不満とか批判とかというのは余り聞

かなかった、それが選択であるかどうかとい

うものを求めるものがあったにしても、余り

批判というのは聞かなかった。しかし、今回

のこども園については、かなりそれぞれから

問題だというような認識の発言が出てきてい

る、しかもそれが今回の請願の一つの理由に

なっているんじゃないかというふうにも見え

るわけですけれども、その辺のこども園と認

定こども園の違いというのが具体的にはどう

なのかということについて、もう少し教えて

いただきたいと思います。 

 

○溝口幸治委員長 請願の中で説明をすっと

でしょう。 

 

○福島少子化対策課長 あそこで詳しくは説

明いたします。 

 

○鬼海洋一委員 じゃあ、後ほどでいいで

す。 

 

○溝口幸治委員長 じゃあ、請願の中で、今

の要点も含めて詳しく説明をお願いいたしま

す。 

 

○内野幸喜副委員長 子育て支援事業、この

前の決算でも話したんですけれども、余った

から今回再度と、私はいい事業だと思うの

で、今回市町村の方からもいろんな反応とい

うか、上がってきていると思うんですけれど

も、ぜひ今回残らないようにやっていただけ

ればと思います。それだけです。 

 

○山口ゆたか委員 今副委員長から残らない

ようにということなんですけれども、私は、

記憶違いだったら申しわけないんですが、Ａ

ＥＤの設置について、私の市町村でもいろん

な公共施設等に設置したいということが市町

村議会でも言われて、要望も強かったんです

けれども、なかなか助成とか補助とかなかっ

たもんですから設置にかなり苦慮したという

経緯があって、今回基金を使って有効な施設

整備をしようということでありますけれど

も、今までそのように助成とか補助の対象で

なかったものを、こうやって基金の中で使う
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というのは今までのつくり上げとはちょっと

違和感があるんですけれども、そのあたりを

どう認識されておるのかなと。 

 

○溝口幸治委員長 それは子育ての支援施設

で、限定ですね。 

 

○山口ゆたか委員 限定ですね。 

 

○溝口幸治委員長 そこも含めて少子化対策

課、福島課長。 

 

○福島少子化対策課長 地域子育て応援事業

につきましては、いろんな子育て支援に対す

る取り組みに対して、実施主体は、市町村と

か、もちろんほかのＮＰＯ法人とか、いろん

な形態があり得るんですけれども、一応経緯

といたしましては、先ほど申し上げましたと

おりでございますが、今回有効活用するに当

たりまして、いろんな関係団体とか、いろん

な意見も聞きまして、今回こういう形で整備

することが基金の使い方の趣旨にも合致して

いるということから、今回これを選択させて

いただいて、基金につきましては、基本的に

これできれいに使い切ろうという形で考えて

おるところでございます。済みません、ちょ

っと質問趣旨と若干ずれているかもしれませ

んけれども。 

 

○山口ゆたか委員 わかりました。地域の要

望とかそういうことを１つ解消していこう

と、施設整備に充てていこうということです

ので、今後理解して、また勉強させていただ

きます。 

 

○溝口幸治委員長 ほかに。 

 

○松田三郎委員 今のとほぼ一緒で私も質問

しようと思いました。ＡＥＤは、私は反対じ

ゃないですよ。この加湿器とか空気清浄機、

感染症対策としてのはわかります。ＡＥＤと

は、私の偏見かもしれません、もうちょっと

大人とか、もちろん就学前の施設には保護者

等の行事等の出入りもあるんでしょうけれど

も、子供の施設からの要望というのは結構あ

るもんなんですか、事前に。さっきの山口先

生がおっしゃるように、ほかの施設に我々も

いろいろ頑張ろうと思ったが、なかなかそう

いうのがなかった。幼稚園、保育園に限り設

置していただくというのは確かにありがたい

ことですけれども、主に子供さんがいる施設

にたくさん要望があるのかなと、純粋に素朴

な疑問で、ある程度の意向調査等々もなさっ

たかと思いますが、加湿器、空気清浄機に比

べると、そうでもないのかなという疑問があ

りましたので、県内の施設からの要望が多い

のか少ないのか、ちょっとお聞かせいただけ

ればと思います。 

 

○福島少子化対策課長 今回基金を有効に活

用するという観点で考えまして、ちょっとＡ

ＥＤが前面に出過ぎたかもしれませんが、大

体ＡＥＤが１基30万ぐらいということで聞い

ておりますので、大体それぐらいをめどに補

助しようと思っていますが、安全・安心対策

ということで、もちろんＡＥＤだけじゃなく

て、防犯カメラとかそういったものも含め

て、そこは幅広くとらえて御要望におこたえ

していくことにしております。基本的には、

安全・安心対策、そういう感染症防止対策、

こういったものがやっぱり広く保育所等で求

められているということで考えております。 

 

○溝口幸治委員長 その中で、ＡＥＤは何カ

所ですか、この予算では。 

 

○福島少子化対策課長 一応今のところ上限

は30万ぐらいを目安にしておるんですけれど

も、大体本体だと、ＡＥＤの場合は30万ちょ

っとぐらいと聞いておりますので、あと、空
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気清浄機だと……。 

 

○溝口幸治委員長 箇所はどれぐらいの…

…。 

 

○福島少子化対策課長 要望の箇所ですか。

どれぐらい要望があったかという意味です

か。 

 

○溝口幸治委員長 ＡＥＤに限っているわけ

じゃなかですね。 

 

○福島少子化対策課長 じゃあ、もう一回ち

ょっと。安全・安心対策としてＡＥＤとか防

犯カメラとか、あるいは感染症防止対策とし

て空気清浄機とかそういったものから選んで

いただいて、ただ、上限は決めさせていただ

こうということで考えております。 

 

○松田三郎委員 もちろん選んででしょうけ

れども、例えば保育団体を経由してある程度

の意向は調査なさるわけでしょうから、うち

はどれを選ぶかわかりませんが、手を挙げと

きますというようなのは余りないわけでしょ

う。例えばＡＥＤなら、選ぶ中で何カ所ぐら

い選ばれるのかなというのが、おおよそもな

いわけですか、選べるというのは。上限はわ

かりますけれども、お金をやって、あと、何

を買うかはどうぞ御自由に、10分の10ですか

らというようなスキームになっているんです

かね、これは。 

 

○福島少子化対策課長 御議決いただきまし

て、要項をつくりまして、こういったものを

補助の対象としますということでまず御周知

をいたしまして、どういうものを購入すると

いうことで申請を上げてもらう予定にしてお

ります。 

 

○松田三郎委員 そこからですね。 

 

○福島少子化対策課長 はい。 

 

○鬼海洋一委員 ＡＥＤにこだわってまこと

に済みませんが、大体年間で過去の事例の中

で、保育園とかそういうところで、特にＡＥ

Ｄを必要とする心臓関連の急死とかそういう

事例はどれくらいあっているんでしょうか。 

 というのが、つまり予算の使い方の問題で

すよね。それは、例えば10万回に１回とか、

そういうものに予算を、事業をつくるという

ことの必然性・必要性の問題で今言っとるわ

けですけれども、だから、過去、その保育園

や幼稚園の中で、子供の安心・安全という意

味で、やっぱり急激な心臓マッサージをやら

なきゃいかぬというような事例が頻繁にあっ

ているならば、そういう予算をつけてもいい

というふうに思うんで、もっと違うところに

必要なものがあるんじゃないかという選択の

問題で、どれくらい必要性があるんでしょう

かというふうにお尋ねしているわけですが、

過去の事例がどれくらいあったのかという意

味でお尋ねして、したがってＡＥＤという具

体的なものが生まれたということであれば、

それはそれでいいというふうに思うんです

が、今、松田委員の方からもお話があったよ

うに、ほかのところでＡＥＤを必要とするも

のがやっぱりあると、そちらの方に予算がな

いかと調べたけれども、なかったと。しかし

今回は、これでＡＥＤというそれが出たもん

だから、こだわって話をしているんですが、

そういう予算のつけ方の問題として一考する

必要があるんじゃないかというふうな思いが

あったもんですから、あえてお尋ねしたとい

うことです。 

 

○溝口幸治委員長 福島課長、ＡＥＤ以外に

も、さっき加湿器とかいろいろあっていたん

ですが、大体何種類ぐらいあって、その中の

１つがＡＥＤということでしょう。 
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○福島少子化対策課長 まず、子供の安全・

安心対策としましては、ＡＥＤ、防犯センサ

ーライトとか防犯カメラとかそういったもの

を予定しております。あと、感染症防止対策

としまして、空気清浄機、それから加湿器、

そういったものを予定しております。あと、

環境整備ということで、当然子育て支援施設

はいろんな方が集まる可能性がございますの

で、保護者も含めて地域の方々ということで

そういった物も整備して、あと、さらに今

回、地域の高齢者の方とかの交流とかもある

だろうということで、例えば県産畳のスペー

スをちょっと用意するとかも、大きくは３つ

を予定して、その中で選んでいただいて、申

請していただくという予定にしております。 

 

○鬼海洋一委員 ここに蓮舫さんがいたらど

うでしょうか。それは必要あるの、どうする

のという、予算の必然性の問題についてかな

り議論があるんじゃないかというふうに思う

んですが、予算が１億6,000万ついていると

いうことは、それなりに未来の子育てという

意味で大事な予算だというふうに思いますか

ら、この予算が、本来の安心・安全のという

意味で、必要性があるところの事業を選択い

ただくようにお願いしておきたいと思いま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 済みません、私から１

点、東総室長、この８ページの15番、児童措

置費、ここの説明で熊本市とのかかわりのお

話があったと思うんですけれども、今回補正

をすることになったと。当初予算を組んだと

きには、熊本市とのかかわりがどういうかか

わりで、これぐらいの予算しか組まなくて、

その見込みが違ったというか、環境が変わっ

たというか、それによって今回この補正額に

なったという説明、もうちょっとわかりやす

くいいですか。 

 

○東障がい者支援総室長 先ほど説明いたし

ましたけれども、まず、当初予算時に、21年

度までは県が全部この児童扶助費は予算措置

をしていました。21年度の予算は、総計で38

億6,000万ほどございました。22年度におい

ては、22年４月１日に熊本市が児童相談所を

設置したと。児童相談所を設置した市がある

場合は、熊本市に住所がある方、住所といい

ますか、もともと措置とか入所の契約をする

ときにその住まいが熊本市にあった方につい

ては、熊本市で予算措置をするということで

取り扱われる。そういうことで、じゃあ、22

年度予算を熊本市と県とどういった配分をす

るかというところで、熊本市の人口73万と熊

本市を除く県の残りの人口、181万から73万

を引いた数値、これで４対６ではないかとい

うところでやっていたんですけれども、実際

にそれぞれの施設に入所等をされている方の

住所地等でいきますと、熊本市が27％弱ぐら

い、残りが県というところで、そういうこと

で、県で予算措置する分が足りなくなったと

いうところで、今回この５億3,600万の補正

をお願いしているところでございます。 

 

○溝口幸治委員長 簡単に言うと、熊本市が

思った以上に環境が整っとったということで

すか。 

 

○東障がい者支援総室長 熊本市と県の人口

の比率、４対６というところでですね、とこ

ろが、実際にその施設に入っている方たち

は、そうじゃない比率ということの大きな原

因の１つには、熊本市内は、医療機関や通所

施設等の整備がされているために、在宅生活

が送りやすいというところで、そういう知的

障害あるいは肢体不自由の障害をお持ちの方

でも在宅生活する比率が高い、結果的に熊本
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市の比率は、人口の比較でいけば少ない率で

済んだというところです。 

 

○溝口幸治委員長 環境が整っているという

ことですね。わかりました。 

 ほかに質疑ありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第２号及び第８号について、一

括して採決したいと思いますが、御異議あり

ませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外２件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外２件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、本委員会に付託された請願を議題と

し、これについて審査を行います。 

 それではまず、請第49号について、執行部

からの状況説明をお願いします。 

 先ほどの鬼海委員の質問も含めて、福島少

子化対策課長。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。 

 請第49号は、社団法人熊本県保育協会から

提出された請願で、その内容は、子ども・子

育て新システムの基本制度案要綱に基づく保

育制度に反対し、現行の保育制度の拡充を求

めるため、３項目につきまして国に意見書を

提出するよう求めるものでございます。 

 請願趣旨にも書いてございますが、本年６

月29日に、少子化社会対策会議、内閣総理大

臣を会長とし、全閣僚が委員となっておりま

すこの会議におきまして、子ども・子育て新

システムの基本制度案要綱が決定されており

ます。 

 この中で、先ほど鬼海委員からもお話があ

りましたが、幼保一体化等を内容としたもの

が入っております。 

 現在、平成25年度の施行を目指しまして、

来年の通常国会で法案を提出するため、現在

３つのワーキンググループで活発な議論が繰

り広げられております。 

 項目のまず１点目でございます。国と市町

村の公的保育責任を大きく後退させる新シス

テムに基づく保育制度ではなくて、現行児童

福祉法により、国と市町村の保育の実施が明

確に位置づけられている公的保育制度を堅

持、拡充することでございます。 

 まず、現行制度につきましては、市町村が

保育の実施者として義務づけられておりまし

て、市町村が責任を持って利用者ごとに受け

入れ保育所を決定しておりますが、新システ

ムの内容では、市町村の保育実施義務自体が

なくなりまして、保育所入所に市町村は直接

的に関与せず、市町村から認定を受けた利用

者と市町村から指定を受けた施設との間で直

接契約を締結する形態となります。 

 また、現行制度では、保護者の所得によっ

て保育料を決める応能負担を原則としており

ますが、新システムでは、保育時間、利用時

間に応じた負担、すなわち応益負担が原則と

なります。そのため、施設が利用者を選ぶ事

態が発生したり、経済的理由から保育所への

入所をためらう家庭が出てこないかなどの懸

念からの要望と考えられます。 

 先ほど鬼海委員から御質問があった点でご

ざいますが、現行の認定こども園は、現在の

保育所と幼稚園、それの枠組みを残したとこ

ろで、それをどう合体させるかという形にな

りますが、この新システムで考えられている

のは、完全に保育所、幼稚園、認定こども園

の垣根を取り払って、市町村の保育の実施義
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務をなくしたところで一体化するということ

になっておりますので、その点がかなり違っ

ておると思います。 

 なお、本県の認定こども園につきまして

は、現在、２園でございます。 

 それから、２点目ですが、国の責任におい

て緊急に認可保育所を整備し、待機児童の解

消を図ることでございますが、これは、新シ

ステムの議論が待機児童の増加を背景に行わ

れているわけでございますが、そもそも待機

児童の解消は、従来どおり認可保育所の整備

によってその解決を図るべきとの要望であろ

うかと考えられます。 

 それから、３点目でございます。規制緩和

や待機児童解消の名のもとに、児童福祉施設

最低基準を後退させないことでございます。 

 これも請願の趣旨にも書いてございます

が、新システムが、株式会社やＮＰＯ法人な

どの多様な事業所が参入することをうたって

おりますことから、現在省令等で定められて

おります最低基準を引き下げたりすること

で、ひいては保育の質の低下につながるので

はないかとの懸念からの要望ではないかと考

えられます。 

 以上、３つの項目について御説明いたしま

したが、子ども・子育て新システムにつきま

しては、子育てを社会全体で支援するという

考え方自体は評価できると思われますが、い

ろんな懸念等も指摘されておるところでござ

います。 

 日本の将来を支える子供たちが、いかに健

全に育成されるべきかを中心に置いた視点を

忘れることなく、しっかりとした、じっくり

時間をかけた議論等が必要ではないかと、こ

ういうふうに考えているところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 この子ども・子育て新シス

テムの基本制度案そのものはよく私もわから

ぬもんだから、どういうものかということ、

また勉強しなきゃいかぬというふうに思って

いるんですが、そこで、幼保の一体化という

ことは、就学前教育の問題含めて、これはそ

の必要性というのは強く今まで求められてき

た課題ですよね。 

 そこで、さっきちょっと紹介いたしました

ように、認定こども園ができて、しかし認定

こども園そのものが、ぱっとしないという

か、そういう期待に十分こたえられるような

状況になっていない。全国ではわずか532

園、熊本県も２園しかない。この辺の状況、

これは認定こども園が何が問題で、かつて私

たちは幼保の一体化、就学前教育についても

縦型の省庁の枠を超えて連携できるような軸

をつくっていこうと、そんな思いでこの認定

こども園ができたというふうに思っているん

ですが、何が具体的に問題で、そういう基本

的な要望・要求というのが満たされるという

状況へなっていかないのかということについ

てどういうふうに判断されていますか。 

 

○福島少子化対策課長 認定こども園が進ま

ない理由について、ちょっといろいろ考えて

みたんですけれども、１つには、やはり幼稚

園側の教育機関としての自負といいますか、

そういった、３歳未満児を保育の方は預かる

ということで、幼稚園の方は３歳以上という

形ですけれども、その辺の自負みたいなのが

おありになるのかなというのが１つと、あ

と、施設整備等を考えますと、幼稚園が保育

所を整備するとなりますと、当然調理室の設

置だとか、あるいは匍匐室、子供がはいはい

するようなとか、乳児室の確保、そういった

ものも必要となるとか、あるいはもちろん保

育士の配置、そういったいろいろな基準を満

たす必要が当然出てくるということの困難さ
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等もあるのかなと。あと、当然認可保育所を

設置するとなると、また社会福祉法人の新た

な設置とかそういったことも伴ってまいりま

すので、そういったもろもろの要素でなかな

か進まないのではないか、ちょっと推測も入

っておりますけれども、そんなふうにちょっ

と考えているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 そういうことができる、い

いぞということで始まったんですね。ですか

ら、この委員会としても、記憶にあられる方

もおられますかね、北海道の何か園を見に行

きましたよね、認定こども園。だから、その

ときには、むしろこの制度を推奨するとい

う、つまり県行政としてもという思いで、あ

らゆるところを選定もして、我々も研修させ

ていただいたというふうに思うんですが、そ

こで、熊本県としてのそういう子供の行政の

一つの基本方向といいますか、この認定こど

も園に、これまでのものについては、やろう

というふうに思われてきたのか、やっぱりこ

れは問題にならぬばいというような思いでこ

られたのかということをちょっとお尋ねした

い。 

 

○福島少子化対策課長 認定こども園につき

ましては、条例で基準等を整備しまして、そ

れの基準にもちろん合致すれば基本的に認定

していこうということでございますので、特

にその認定に対して拒否しているとか、いろ

んな要望に対してそういった姿勢は全く持っ

ておらないところでございますが、現実に

は、なかなか進んでいないというのが実際の

ところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 今回出されている１、２、

３、これはもう言われていることは全くその

とおりのことですから、私もこの案について

は賛成したいというふうに思っているんです

が、いずれにしても、今幼保の垣根の問題を

含めてさまざまな課題があるんですよね。そ

れをどういうぐあいに解消するかということ

は、こういうものがあろうとなかろうとやっ

ていかなきゃならぬ課題ですから、ぜひ積極

的に、その垣根を越えて、今課題とされてい

る事柄が解消できるような対策をおたくの課

の中でも進めていただきたいということを強

く要望しておきたいと思います。 

 

○堤泰宏委員 請願趣旨の上から５行目、４

行目から読みますと「保育所入所を保護者と

保育所の間の公的保育契約制度」これは公的

じゃなくて私的じゃなかですか。要するに、

これは民間化するわけでしょう、保育所を。

保育所を、その次の次の行には「保育を産業

化させようとする」と。これは私的じゃな

か。 

 

○福島少子化対策課長 先ほどもちょっと申

し上げましたが、市町村の役割といたしまし

て、まず、利用者に対しましては、市町村

が、あなたは何時間保育を受けてもいいです

よというのを認定するというのが１つござい

ます。あと、事業所の方も指定をするという

ことから、一応新システムの中の表現でござ

いますが、市町村の関与のもとで利用者と事

業者の間に公的保育契約制度を導入するとい

う表現になっておるところから引っ張ってこ

られたんだと思っております。 

 

○堤泰宏委員 それは公的と書いていいかど

うかを私は聞きよっとたい。 

 

○福島少子化対策課長 今申しました新シス

テムの制度案要綱の中に公的保育契約制度

と。 

 

○堤泰宏委員 これは書いていいかどうかば

聞きよっとだけん、ほかんことは関係なかた

い。この請願趣旨のこれば公的と書いていい
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かどうかたい。この文章の流れから行くな

ら、これは私的ばいた。保育所と――なら、

いいですか。８行目「市町村の保育実施義務

がなくなることから、保育所を探し、保育所

と契約を結ぶのは保護者の自己責任」と書い

ちゃあるじゃないか。保育所自体が指定制度

だけん、私的施設でしょう。こういう表現は

おかしかと思うたいな。これ、大事なとこで

すよ、これは。 

 それから――もうそれはよかです。保育を

産業化させようとすることが何か悪かごつ書

いてあるばってん、これは悪かとな。 

 

○福島少子化対策課長 新システムの要綱の

中では、株式会社、ＮＰＯ等の多様な主体の

参入の促進を図るということが出ておりま

す。産業化を図ることがいいことか悪いこと

かということにつきましては、それは直ちに

いいとか悪いと言いにくうございますが、と

にかく保育の質の低下につながらぬような形

で運営されるのが一番重要だと思っておりま

す。 

 

○堤泰宏委員 だけん、これは、あた、産業

化させようとすることは、これは悪かごつ聞

こえますよ、こぎゃん書き方すんなら。  

 今ＮＰＯもできとる、指定管理者制度もで

きとる、いろんな民間委託をやりよるでしょ

う。公的機関も民間に委託して経費がかから

ないようにと。産業化は悪いと書くなら、根

本的に問題になるばいた。答えてはいよ。 

 

○福島少子化対策課長 申しわけございませ

ん。これは私が書いた文書じゃございません

ので。 

 

○堤泰宏委員 それはわかって聞きよっとで

すよ。わかって聞きよる。だけん、あたが説

明するけんたい、これば。説明するなら説明

者責任が出てきますよ。 

 

○福島少子化対策課長 新システムの説明を

ちょっとさせてもらったところでございま

す。 

 

○堤泰宏委員 だけん、あたが説明したけ

ん、説明者に私は質問しよるわけ。説明者

が、あた、これはわけわからぬ、これは悪い

こって思いながらそれを説明したらだめです

よ。私はこれを全部納得しとると思ってあな

た説明せにゃだめだもん。今んとは言葉遣い

だけばってん、実際は。今度は、今の行の12

行目「家庭の経済的理由から保育所を利用で

きなくなる子どもたちが多数出ること」この

意味がわからぬですよ。これは指定制度にす

れば、保育所をかえって利用できるようにな

るんじゃないですか、個人と保育所の個人契

約だから。保育料も、収入に応じて、うちは

金がないけん安く預かりますよと、新しい制

度のもとの保育所がオーケーと言えば、安く

預けることができるわけでしょう。それが１

つ。 

 もういっちょ。それと、今非常に経済が厳

しい。離婚率も多い。子供を抱えた女性、特

に若い女性が、夕方６時から明け方の２時、

３時、４時、５時まで無認可の保育所に預け

て仕事をしよるというのが非常にふえちょる

ですよね。ぎゃんとも家庭の経済的理由から

保育所が何とか、それは無認可の保育所もそ

ういうことではちゃんと利用されとるわけだ

な。だけん、無認可の保育所が悪であると

か、金もうけに走る、産業化するとかいう表

現、これは私は問題と思うがな。大いに社会

貢献してますよ。夕方６時から明け方の２

時、３時まで、４時、５時までちゃんと預か

っとる。そぎゃんと、あたの考えばちょっと

言うちはいよ。 

 

○福島少子化対策課長 今先生がおっしゃっ

たように、そういう形で入所できる家庭もも
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ちろん出てくることも考えられますし、ここ

で懸念というところは、結局、先ほど言いま

したように、新システムでは、応能負担から

応益負担ということで、保育時間、利用時

間、これは恐らく保護者の方の労働時間等に

応じてという形になっていくかと思います

が、それを超える部分につきましては、当然

自己負担が相当ふえるということから、それ

を払えないとなると、なかなか入所が困難に

なる子供たちも出てくるのではないかという

懸念から書かれているのではないかなと思っ

ております。 

 

○堤泰宏委員 あた、米も古古米の古い米、

これは安い。新米の何とかかんとかの銘柄米

は高い。所得に応じて、米を買うて食いよる

でしょうが。保育所も、そうして選べばええ

じゃないですか。 

 もういっちょ。認可の保育所で24時間態勢

でやっとるところが県下にどれぐらいあるん

ですか。 

 

○福島少子化対策課長 済みません、まだ新

システムの具体的な中身がどういう形になっ

ていくかわかりませんけれども、最終的に利

用者が安心して入所できるような……。 

 

○堤泰宏委員 よかよか、それはよか。な

ら、今、24時間営業の店舗とか企業が、たく

さんありますよね。そこに働いておる人たち

は夜預けに行かにゃいかぬですよ。認可の保

育所がどしこあるですか。ゼロでしょうが。

だけん、おかしかったい。もうよかです。こ

れで終わります。 

 

○溝口幸治委員長 質疑はありませんか。 

 

○岩中伸司委員 今のは全体的に、結局低所

得者、応能負担から応益負担になれば、やっ

ぱり金がない人は、ずっと預けたいけれども

預けられぬというふうな金銭的理由でそうい

うことが出てくるということが、この大きな

１つにあるんですね。そういう理解の仕方で

いけば、新システムというのは――私ももう

少しようわからぬけれども、そんなことはや

っぱりいかぬなとも思うし、考え方として

は、それでいいんですかね。本当、低所得者

が保育所を利用できないようになっていくよ

うなシステムになるということですかね。 

 

○福島少子化対策課長 ６月に出されたその

システムは、骨の部分しか出ませんでしたの

で、そのまま読むと、そういう理解になって

しまうんですけれども、今、そういうことか

ら、ワーキングの中で、そういう低所得者の

方に対してどういう配慮をすべきかとか、利

用者と施設の間の契約とはいえ、じゃあ、簡

単に拒んでいいのかどうかとか、拒まないよ

うにするためにどうすればいいかとか、そう

いった議論は今展開されているところです。 

 

○鬼海洋一委員 先ほど堤委員の方から問題

提起なされたことは非常に重大な重要な問題

だと思います。というのは、24時間保育とい

うことで、これが今回のこの請願内容の認可

保育所を整備し待機児童の解消を図ることと

いうぐあいに今請願の中身なっているわけで

すけれども、じゃあ、これまでの行政の政策

といいますか、あるいは姿勢、その中で無認

可保育所を認可にというふうに移行を求めて

きているところもかなりあったと思うんです

ね。特に、24時間保育しているところは認可

にしてほしいというような要望があったと、

私も何度かその意思を取り次いだこともあり

ました。ところが残念ながらできなかった。

だから、そういう無認可の果たしている役割

等についても、ある意味で一定の評価をしな

がら、そしてここに本来果たすべき自治体と

いいますか、それについての責任というもの

も付していけるような状況にしていかなきゃ
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ならぬというふうに思うんですが、もう一

回、無認可の果たしている現状とそして将来

に対する県としての取り組みについてどうい

うぐあいに考えておられるのかということ

も、ちょっとお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 

○福島少子化対策課長 無認可保育所、県内

にもかなりございます。まさに待機児童の解

消に一役買っているところももちろんありま

すし、あるいは幼稚園的なところで、要は教

育の理念とかを打ち出してやられる。いろい

ろさまざまありますけれども、まず我々一番

取り組まなきゃいけないのは、やはりまずは

待機児童の解消、仕事と子育てがきちっと両

立できるような形で保育所を整備していくと

いうことが一番でございますので、そういう

市町村につきましては、直接市町村ともお話

ししながら、どういう形で解消していくか、

その中では当然無認可保育所の認可という形

で支援することもあり得るでしょうし、あと

は、やはり今子供さんを預けられている親御

さんの状況あたりもきちっとお聞きしなが

ら、実際時々お会いしてお話を聞いたりして

いるんですけれども、そういうお話を聞きな

がら、県としてどういう支援があり得るの

か、すべきかどうか、その点についてもきち

っと検討していきたいと思っております。 

 あと、先ほど――後でまたちょっと出てま

いりますけれども、国の方では、特に待機児

童解消に向けまして、先取り的に一定の基準

を満たす無認可保育所について支援するよう

な方向性もちょっと打ち出してきております

ので、これもしっかり注視して、県としても

対応すべきところは対応していきたいという

ふうに考えております。 

 

○鬼海洋一委員 時間がもうちょっとありま

すから、今の件についてまた質問したいとい

うふうに思うんですが、24時間になります

と、今、堤委員もお話があったように、これ

は今、最近の労働の事情の中で、特にもうお

母さんたちが深夜に預けるというケースがか

なりふえてますよね。そうすると、24時間保

育、ほとんど無認可の保育園。しかし、経営

的にはやっぱり認可にしたいという思いもあ

って、認可にしようという手続をやる。そう

すると、じゃあ、24時間になりますと、一つ

の町、一つの市だけではなくて、かなり広域

にそこに集まらざるを得ない、存在そのもの

がどこにもあるわけじゃないですから。そう

すると、広域的な子供さんたちがそこに集ま

ってくる、無認可にですね。そこで、その無

認可が認可に移ろうとするときに、じゃあ、

自治体の意見書というのが出てくるんです

ね。そうすると、自治体の意見書というの

は、その中で存在する、例えば私で言うと宇

土市というふうに、これは仮定の名前です

が、そうすると、宇土市の行政としては、周

辺のやっぱり認可保育園の関係もあって、そ

こに来る子供たちは広域的になっているにも

かかわらず、認可にする同意が得られない、

こういうケースが出てくるんですね。うちに

はよそからも、松橋からも来よる、富合から

も来よるのに、その意見は、宇土市から、設

置されている場所から同意の意見をいただか

にゃいかぬけれども、それができないという

ことで、認可の手続ができないというケース

がやっぱり出てきているんですが、そういう

問題についても少し調査をされて改善をして

いただけるといいんじゃないかというふうに

思うんですが、いかがでしょうか。 

 

○福島少子化対策課長 御質問は、要するに

利用者が市町村をまたがっているようなケー

スですよね。当然市町村が実施主体というこ

とになって、最終的には保育料を払うのがそ

れぞれ利用者が住んでいる市町村ということ

になりますので、もしそういうケースが出て

きましたら、例えば夜間保育所の設置あたり
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でそういうのが出てきたら、当然そこを利用

されている方がお住まいの市町村にも働きか

けて、それについてどう考えていくかは一緒

に考えていかないといけないと思っていま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 それでは、採決に入ります。 

 請……。 

 

○岩中伸司委員 請第51号も、さっきは委員

長、議事進行で請第49号ということを言われ

とるんで、51号について、ちょっと質問をい

いですか。 

 

○溝口幸治委員長 49号が終わってから51号

に行きますので。 

 

○岩中伸司委員 一緒にすっとじゃなかった

かな。49号だけ。 

 

○溝口幸治委員長 49号だけ採決します。 

 

○岩中伸司委員 わかりました。 

 

○溝口幸治委員長 それでは、採決に入りま

す。 

 請第49号についてはいかがいたしましょう

か。 

  （｢採択」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 堤委員。 

 

○堤泰宏委員 よかばいた。 

 

○溝口幸治委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。 

 請第49号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第49号は、採択することに決定い

たしました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第49号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願であります。そこで、意見書(案)

について事務局から配付させます。 

  （資料配付) 

○溝口幸治委員長 配付は終わりましたです

ね。今配付いたしました意見書(案)は、請願

に添付されているものとほとんど内容は変わ

らないようであります。この案のとおりでよ

ろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

この意見書(案)を委員会として委員長名をも

って議長あてに提出したいと思います。 

 次に、請第51号を議題とし、これについて

審査を行います。 

 それでは、執行部からの状況説明をお願い

します。 

 

○倉永医療政策総室長 請第51号ですが、熊

本県隊友会からの隊員やその家族が退職後も

治療を継続して受けられるよう、自衛隊熊本

病院の診療の一般開放について国への意見書

の提出を求める請願でございます。 

 自衛隊病院の内容等について少し御説明さ

せていただきたいと思いますが……。 

 

○溝口幸治委員長 さっき詳しく説明があっ

ていますので、簡潔にお願いします。 

 

○倉永医療政策総室長 自衛隊病院は、全国

に16カ所設置されておりまして、九州・沖縄

地区には、熊本市のほか、福岡市、佐世保

市、別府市、那覇市に設置されております。 

 ちなみに、熊本病院の場合は、ベッド数が
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100床で、職員数は常勤医師12名を含めて205

名で、１日平均入院患者数は24名となってお

ります。 

 自衛隊病院の一般開放につきましては逐次

拡大をしてきておりまして、現在５病院が開

放されております。防衛省の方では、自衛隊

病院のあり方につきまして、平成20年11月に

検討委員会を設置されまして、翌平成21年の

８月に報告書を取りまとめておられます。そ

の報告書によりますと、現在ある16病院を10

病院に集約化をし、質の高い病院の整備を図

り、原則として保険医療機関化、これはいわ

ゆる一般開放になりますが、これを目指すと

ともに、救急診療の推進を行い、他の医療機

関との連携強化を行うこととされておりま

す。 

 なお、九州・沖縄地区の集約化の方向性と

しましては、福岡病院または熊本病院に集約

するほか、別府病院は特殊な機能病院として

別途残すというイメージ図が提示されており

ます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

 

○岩中伸司委員 私も全く知らなかったんで

すが、これが今まで開放されとらぬだったと

いう、これが不思議でたまらぬで、それだけ

自衛隊というのは閉塞的な組織ですかね。こ

の辺は、医療関係で聞いてもらえばよかばっ

てん、改めてびっくりしたんですよ。そし

て、今報告を聞いてまたびっくりしたけれど

も、100床に今24名の入院なんて、これは採

算は全然合わぬだろうと思うばってん、こ

れ、税金がばさろ注ぎ込まれよっとじゃなか

ろうかと思いながら、これは自衛隊の予算は

ふんだんにあるけん、それはよかろうばって

ん、一般の病院なら、これは早う倒産しとる

ごたる現状ですね。今の報告だと、205名の

職員に大体24名が入院ということですので、

恐らく私の常識では、荒尾の市民病院ばすぐ

頭に浮かべたばってん、早う倒産しとっとじ

ゃなかろうかと思うですが、幾らぐらい１年

間に診療以外でいわゆる税金投入がされとる

か、それはわからぬでしょうな――わからぬ

ですか。いやいや、その辺の何か今まで開放

されとらぬだったことに対して何か感想はな

かですか。私は唖然とするですね。 

 

○倉永医療政策総室長 職域の病院というこ

とでスタートから動いてきていますので、そ

こは通常の一般の病院とはやはり違う目的の

ためにという、そういう仕組み立てで動いて

きている状況がスタートからあっていまし

て、ただ、やはり地域の人たちのいろんな意

見ですとか、そういういろんなそれぞれの病

院で過去に既に５病院が一般開放されていま

すけれども、そういった実態とかを踏まえ

て、職域の病院とは言いながらも、全部の病

床じゃありませんので、一部を一般開放する

というふうな形での動きが出てきているとい

うそういう状況の中で、防衛省の方でも、方

向性を一応示しながら、取り組んでいくとい

うふうな動きになっていると理解をしており

ます。 

 

○岩中伸司委員 蓮舫さんじゃなかばって

ん、事業仕分けでいくなら１番にこれは――

県民、市民もほとんどこのことなんか知らぬ

ですよね。いかにやっぱり防衛費というのが

むだに使われとるか、こういうところまでこ

んな状況というのは、改めてきょうは勉強に

なりました。これはしっかりやっぱりアピー

ルしていかないかぬなというふうに思いま

す。何か自衛隊法で規制されとるとか何とか

あるけれども、そんな法律、早う何とかし

て、やっぱり国土保護隊か何かに名前を変え

て改編していかないかぬですね。意見として

おきます。 
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○溝口幸治委員長 ほかになければ、これで

質疑を終了いたします。 

 それでは、採決に入ります。 

 請第51号についてはいかがいたしましょう

か。 

  （｢採択」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。 

 請第51号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第51号は、採択することに決定い

たしました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第51号

は、国に対し意見書を提出してもらいたいと

いう請願であります。そこで、意見書(案)に

ついて事務局から配付させます。 

  （資料配付) 

○溝口幸治委員長 今配付いたしました意見

書(案)は、請願の趣旨、理由とほとんど変わ

らない内容のようでありますが、この案のと

おりでよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

この意見書(案)を委員会として委員長名をも

って議長あてに提出したいと思います。 

 次に、請第55号を議題とし、これについて

審査を行います。 

 それでは、執行部から状況の説明をお願い

します。 

 

○永井高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 熊本県老人福祉施設協議会からの請願に関

しまして状況等を御説明いたします。 

 養護老人ホームとは、65歳以上の高齢者で

あって、環境上の理由及び経済的理由によ

り、居宅において養護を受けることが困難な

者を市町村長が措置することにより入所させ

る施設でございます。 

 事業主体は、社会福祉法人と地方自治体に

限定されております。 

 県内には現在38の施設がございまして、定

員総数は2,010人となっております。本年６

月１日現在、20施設で182人の欠員が生じて

おります。措置に要する費用、いわゆる施設

の運営費でございますが、平成17年の三位一

体改革以前は、国が２分の１、県が４分の１

を負担する補助制度でございましたが、18年

度から一般財源化され、市町村の全額負担と

なっております。 

 続きまして、請願事項の１の(1)から(3)に

関しましてでございますが、老人福祉法で

は、養護老人ホームの措置に係る県の役割と

いたしまして、１点目、市町村相互間の連絡

調整、市町村に対する情報提供その他必要な

援助、２点目として、各市町村の区域を越え

た広域的な見地からの実情把握、最後３点目

として、福祉の措置の適切な実施を確保する

ため、必要がある場合の市町村に対する助言

などを行うことと規定されております。 

 それから、養護老人ホームの設備及び運営

に関する基準等につきましては、県の条例に

委任される内容の法案が本年の通常国会に提

出され、現在継続審議中でございます。法案

成立後に県におきまして条例の制定の予定で

ございます。条例に定める事項は、職員の資

格、職員数、居室面積、利用者数等でござい

ます。 

 続きまして、請願事項２及び３に関してで

ございますが、老朽化した養護老人ホームの

改築につきましては、改築要望に基づきまし

て、個室ユニット化を行う場合に、施設整備

補助金として、県から１床当たり240万円を

交付いたしております。特別養護老人ホーム

の場合も同様でございます。この県の補助金

に対しまして、その３分の２は交付税措置が

されております。最近の改築実績としまして
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は、施設側の要望に基づき、平成20年度に１

カ所、21年度に２カ所ございます。 

 次に、請願事項４に関してでございます

が、運営費の弾力的運用につきましては、当

該法人及び施設が適正な運営が確保されてい

ること等が条件でございますが、借り入れの

償還金等につきましては、民間施設給与等改

善費として加算された額に相当する額を限度

とするなどの制度上の制約がある状況でござ

います。 

 最後に、請願事項５の(3)に関してでござ

いますが、福祉医療機構の融資制度の中で、

老朽民間社会福祉施設整備等の一部整備事業

の無利子貸付制度につきましては、障害者施

設、福祉施設、あるいは児童福祉施設等は対

象でございますが、老人福祉施設に対します

国の補助制度が廃止されたことから、現在老

人福祉施設は対象から除外されている状況で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 ただいまの説明に関し、

質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 それでは、採決に入ります。 

 請第55号についてはいかがいたしましょう

か。 

  （｢採択」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。 

 請第55号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第55号は採択することに決定いた

しました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第55号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願であります。そこで、意見書(案)

について事務局から配付させます。 

  （資料配付） 

○溝口幸治委員長 今配付いたしました意見

書(案)は、請願の趣旨、理由とほとんど内容

は変わらないようであります。この案でよろ

しいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

この意見書(案)を委員会として委員長名をも

って議長あてに提出したいと思います。 

 次に、継続中の付託された請願を議題と

し、これについて審査を行います。 

 それでは、請第39号について、執行部から

の状況説明をお願いいたします。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。 

 請第39号は、県内の認可外保育施設で構成

されます熊本県認可外保育施設連絡会からの

遊具費、設備、備品等に対する補助の新設等

を内容とするものでございます。 

 去る６月定例会に請願が出され、審議の結

果、継続審査とされ、次の９月議会において

も同様でございました。 

 その後の状況の変化といたしましては、ま

ず、国におきまして、先ほど御説明いたしま

したとおり、子ども・子育て新システムの議

論が現在行われており、その中で、認可外保

育施設に対しても新たな助成に道を開く可能

性がある中、さらに、この11月29日には、少

子化対策担当大臣をキャップとする待機児童

ゼロ特命チームによります待機児童解消先取

りプロジェクトが発表されまして、この中で

最低基準を満たす質の確保された認可外保育

施設を先取りで公費助成の対象とすることが

うたわれております。 

 なお、先ほどの補正予算の説明で申し上げ

ましたとおり、安心こども基金の活用により

ます熊本県地域子育て応援事業といたしまし
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て、今回、認可外保育施設も対象とした助成

事業を提案させていただいているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 それでは、採決に入ります。 

 請第39号についてはいかがいたしましょう

か。 

  （｢継続」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りいたします。 

 請第39号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第39号は継続審査とすることに決

定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が13件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を受け

た後、一括して質疑を受けたいと思います。

 なお、冒頭に申し上げましたとおり、２

番、４番、５番については、午後から一括し

て実施をいたしたいと思います。 

 それでは、健康福祉政策課、吉田課長、報

告をお願いいたします。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 報告事項の資料１ページをお願いいたしま

す。 

 第２期熊本県地域福祉支援計画の策定状況

について御説明いたします。 

 １番の計画策定の趣旨にありますように、

県では、平成16年３月に地域福祉支援計画

「地域ささえ愛プラン」を策定し、ことしで

７年目を迎えますが、一定の成果をおさめ、

特に地域の縁がわづくりにつきましては、地

域共生拠点の熊本モデルとして全国に発信し

ております。 

 第１期支援計画が終期を迎える本年度、引

き続き、ともに支え合う社会づくりを目指し

て、第２期支援計画を策定するものです。 

 ２の計画の概要に記載のとおり、計画の期

間は、平成23年度から27年度までの５年間と

しております。 

 また、社会福祉法第108条に規定します地

域福祉支援計画と位置づけておりまして、目

標としましては、だれもが暮らしたいと思う

地域で安心して暮らせるまちづくりを掲げて

おり、だれもがどこでも気軽に利用できる福

祉サービスの創造などを目指す地域福祉の方

向性としております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 計画の内容につきましては、まず第１に

は、くまもと発、まちづくり型福祉の展開と

しまして、地域の拠点となる地域の縁がわづ

くり、また、地域の支え合い活動を進めます

地域の結いづくり、さらに、地域での起業化

を応援するという意味を込めました言葉とし

て使っております地域の支事おこし、これら

を３本柱として掲げております。 

 また、第２には、安心の礎として、市町村

社会福祉協議会や民生委員、児童委員活動と

いった地域福祉の担い手の活性化等、多様な

福祉サービスの基盤整備を図りますととも
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に、第３としまして、地域福祉のビジョンづ

くりということで、市町村地域福祉計画及び

市町村社会福祉協議会の活動計画づくりへの

支援等について盛り込んでおります。 

 ３計画策定体制、４スケジュールにござい

ますように、これまで、学識経験者、活動実

践の代表者等で構成します県地域福祉推進委

員会におきまして、４回にわたり協議いたし

ました。 

 今後、12月下旬からパブリックコメントを

実施しまして、県民の皆様方から御意見をい

ただき、２月上旬の地域福祉推進委員会での

議論を経た上で、最終案を２月の厚生常任委

員会で御報告したいと考えております。 

 続きまして、報告事項説明資料、飛びます

が、９ページをお願いいたします。 

 公の施設から暴力団を排除するための関係

条例の整備に関する条例の概要についてでご

ざいます。 

 資料の下段の参考欄をごらんいただきたい

と思います。 

 この条例は、今議会に提案されております

熊本県暴力団排除条例、この第12条の規定、

具体的には、「県は、その事務及び事業によ

り暴力団を利することとならないよう必要な

措置を講ずるものとする。」こういった規定

を受けまして、県の公の施設から暴力団を排

除するために、関係条例を整備するものでご

ざいます。 

 参考欄の一番下に記載しております①、②

に該当する施設として、県全体で24施設が条

例改正の対象となっておりますが、このう

ち、健康福祉部、環境生活部が所管します３

つの施設、具体的には、上の表の条例名の欄

に記載がございます県身体障害者福祉センタ

ー、水俣にございます県環境センター、熊本

市にございます県総合福祉センター、これら

の各設置条例におきまして、使用の許可をし

ない場合及び使用の許可の取り消し等を行う

場合を定めた規定に、内容欄の２段目に記載

のとおり「その使用が暴力団を利するおそれ

があると認められるとき。」といった内容を

追加するものでございます。これによりまし

て、暴力団に利益となるような使用の禁止を

図るものでございます。 

 なお、この関係条例の整備に関する条例、

それから親条例になります暴力団排除条例案

両案につきましては、文教治安常任委員会に

議案として付託されており、平成23年４月１

日から施行が予定されております。 

 以上でございます。 

 

○東障がい者支援総室長 障がい者支援総室

でございます。 

 13ページをお願いいたします。 

 自殺対策行動計画の策定状況についてでご

ざいます。 

 １の目的についてですが、本県における自

殺者につきましては、全国と同様、平成10年

に急増し、それまで300人台前半だったのが4

67人となり、その後も高い水準で推移してお

ります。深刻な状況が続いている状況でござ

います。 

 これまで、本県では、自殺の背景にありま

すうつ病対策を中心に取り組んでまいりまし

たが、自殺の要因は多岐にわたりますことか

ら、計画的、体系的に対策を進める必要があ

るとして、今般、自殺対策行動計画を策定す

ることとしたところでございます。 

 ２の計画の概要でございますが、計画期間

は、来年度から国の自殺総合対策大綱の見直

しが行われます平成28年度までの６年間とし

ております。 

 (3)の構成についてですが、計画策定の趣

旨と本県における自殺の現状を明らかにした

後、自殺対策の基本的な考え方を５項目にま

とめて示すこととしております。そして、行

動計画として、事前予防、自殺発生の危機対

応及び自殺や自殺未遂が生じてしまった後の

事後対応の３段階に分け、それぞれの段階に
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おける主な施策、重点的に取り組む施策を盛

り込むこととしております。 

 14ページをお願いいたします。 

 各段階において重点的に取り組む施策を掲

載しております。 

 事前予防では、普及啓発、人材育成、危機

対応時では、うつ病スクリーニング、相談体

制の充実強化、事後対応では、遺族支援を掲

げております。 

 また、以上のような自殺対策行動計画を推

進していく体制として、オに記載しておりま

す県レベル、地域振興局レベルの自殺対策ネ

ットワークを構築するとともに、28年度まで

に本県自殺者数を現状より２割減少の369人

以下にするという具体的な数値目標を設定

し、進捗管理を行うこととしております。 

 ３の本計画の策定に当たりましては、医

療、福祉、保健等の関係者16名で構成いたし

ます熊本県自殺対策連絡協議会で検討を行っ

ております。 

 ４のスケジュールですが、これまで２回、

自殺対策連絡協議会で検討し、現在計画案の

作成を進めております。12月から１月にかけ

てパブリックコメントを行い、２月の自殺対

策連絡協議会で成案を得、２月定例県議会に

報告する予定としております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○倉永医療政策総室長 資料15ページをお願

いいたします。 

 熊本県周産期医療体制整備計画の策定状況

についてでございます。 

 この計画の策定につきましては、ちょっと

背景をまず先に申し上げたいと思います。 

 ３の方で、策定に当たってということで整

理をしておりますが、国の方では、東京都の

方で妊婦搬送受け入れ拒否の事案等を受けま

して、周産期医療体制整備指針、そこに、済

みません、方針となっておりますが、指針と

修正をお願いしたいと思います。申しわけご

ざいません。 

 この指針の改訂に当たりまして、国の方で

は、全都道府県に平成22年度末までに県の計

画の策定が義務づけられまして、その対応が

求められました。熊本の場合には、従前か

ら、熊本県周産期医療協議会におきまして随

時検討をしてきた内容を中心に施策の整理を

行いまして、体系化をして計画に盛り込むと

いうことで取り組んできております。 

 １番の目的に戻っていただきたいと思いま

すが、そのような背景も踏まえまして、県民

が安心して出産できる環境を整えるため、特

にハイリスク妊産婦・ハイリスク新生児に係

る周産期医療体制の確立を図るという目的で

計画を準備しております。 

 計画の内容ですが、計画期間につきまして

は、平成22年度に公表後平成24年度まで、こ

れは保健医療計画の終期に合わせております

が、それ以後は、５年ごとに見直しを予定し

ております。 

 計画内容ですが、基本戦略としまして、そ

こに大きく２つ挙げておりますけれども、ま

ず、医療機関の提供可能な機能に応じてとい

うことで、県内には、分娩を取り扱う医療機

関、病院、診療所が55施設ありますけれど

も、その機能に応じまして、高次医療機能を

提供するグループと、それから正常分娩等の

基本的な医療を提供するグループに分けまし

て、役割分担を行い、早期搬送のための連携

の強化策を講じるということにしておりま

す。 

 それから、もう一つの柱ですが、新生児集

中治療管理室、通常ＮＩＣＵと言っておりま

すが、この満床状態を解消するということが

一つの課題になっておりまして、県外への搬

送を減少させるためには、妊娠時からの早産

予防の視点を取り入れるとともに、患者の容

体の段階に応じた策を講じていくということ

で、周産期医療体制の整備を図っていくとい

うことで今計画の組み立てをしております。 
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 今後のスケジュールですが、一応今月中に

パブリックコメントの実施を行いたいと思っ

ておりますが、来年の１月末か２月には、計

画の策定、公表をしていきたいというふうに

思っております。 

 以上でございます。 

 

○岩谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 資料16ページをお願いいたします。 

 第２次熊本県食育推進計画の策定状況につ

いて御説明申し上げます。 

 平成18年３月に策定しました現計画は、今

年度が最終年度となります。現在、第２次計

画としましてお示ししていますように、策定

を進めているところですが、県民の食生活に

関する総合的な計画として見直すこととして

おります。 

 計画期間は、平成23年度から平成29年度ま

での７年間としております。 

 計画の概要ですが、16ページ、中ほど、２

の概要の(2)にありますように、３つの基本

施策、ライフステージに応じた食育の推進、

健康食生活・食育のための環境づくり、健康

食生活・食育を支える人づくり地域づくり、

この３点を柱としまして施策を展開すること

としております。 

 また、計画策定に当たりましては、17ペー

ジの３の(2)計画策定体制とありますが、現

場の声を計画に反映させ、県民が主役で地域

に根差した計画とするために、食生活や食育

活動に携わる団体、県民の代表に参画いただ

き、検討してまいりました。特に、熊本地産

地消推進県民条例の中では、食育との連携が

明確にうたわれておりますので、今後農林水

産部の地産地消の取り組みと一層連携を進め

ていく必要があります。 

 地産地消と食育のつながりがしっかりと深

まるよう、本計画に環境及び安心・安全に配

慮した地産地消の推進を位置づけるととも

に、計画に掲げました目標を達成するための

行動指針としまして、伝承料理の提供、県産

品の購入、地元の食材を使った食の提案とい

う項目を盛り込むなど、地産地消と食育のさ

らなる連携と推進を図ることとしておりま

す。 

 計画策定のスケジュールでございますが、

18ページにありますように、今後パブリック

コメントを実施しまして、３月までに策定し

たいと思っております。 

 以上で報告を終わります。 

 

○溝口幸治委員長 報告の今のところまでで

質疑ありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 周産期医療の件を１つ聞か

せていただきたいと思うんですけれども、こ

の中に、現在分娩のあり方がいろいろあっ

て、病院でお産する場合、いろいろあります

よね。診療所でお産する場合もあるかと思い

ますけれども、ただ、在宅でのお産だとか助

産師のところでのお産という問題が出てきて

いるかというふうに思うんですけれども、こ

の策定の中にそのような関係の話は入ってい

るのかどうか、お聞かせください。 

 

○倉永医療政策総室長 体制図の中で、今ち

ょっと資料、あれなんですが、地域の産科医

療施設と助産所ということで連携体制を図っ

ていくというふうな形で整理をしております

ので、その辺の部分のかかわりについてはつ

けてあります。 

 

○藤川隆夫委員 関連が書いてあればいいん

ですけれども、ただ、問題点が今いろいろ出

てきていますよね、助産師のところで出産し

てそのリスクの問題、お産は決して安全なも

んじゃないわけで、緊急に対応しなきゃいけ

ない状況があるんだけれども、それに間に合

わなかったとかいう例も出てきているという
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ふうに聞いておりますので、その部分を含め

た体制整備をやっぱりきちっと構築しておか

ないと、今は妊婦さんのニーズに応じた出産

という形のところが多いもんで、それも踏ま

えてやっていただければというふうに思いま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 山口先生、なか、今のところの報告事項

で。 

 

○山口ゆたか委員 大丈夫です。 

 

○溝口幸治委員長 なければ、一たんここで

休憩を挟んで、午後１時から再開をいたしま

す。 

  午後０時３分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、午前中に引き

続き委員会を再開いたします。 

 堤委員は、連絡がありまして、おくれる、

もしくは欠席ということでございます。 

 堤委員から依頼があっておりました生活保

護制度についての資料はお手元にお配りして

おりますので、皆さん方お目通しをいただき

たいというふうに思います。 

 それでは、報告事項の続きに入ります。 

 

○永井高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 報告事項の資料19ページをお願いいたしま

す。 

 高齢者居住安定確保計画の策定状況につい

て御説明申し上げます。 

 この計画は、１の目的に記載のとおり、昨

年５月に一部改正されました高齢者の居住の

安定確保に関する法律、略称は高齢者住まい

法でございますが、ここで、高齢者が自立し

安定した暮らしを続けることができる社会の

構築に向けて、都道府県は、高齢者の住まい

を安定的に確保するため、計画を定めること

ができることになりました。このため、今年

度中の計画策定に向けて、学識者によります

検討委員会を設け、検討を進めているところ

でございます。 

 ２の法改正の背景等でございますが、高齢

化の進展や住宅のバリアフリー化の立ちおく

れ、生活支援サービスつき住宅の不足等の状

況がございます。 

 住宅施策と福祉施策の連携が一層強く求め

られておりまして、法律の所管も、国土交通

省単独の所管から、厚生労働省と国土交通省

との共管と改正されたところでございます。

このため、本県におきましては、土木部と健

康福祉部が共同で計画策定を進めているとこ

ろでございます。 

 ４の計画の法定事項、計画に必ず盛り込む

べき事項でございますが、３点書いてござい

ます。高齢者に対します賃貸住宅及び老人ホ

ームの供給の目標、高齢者に対します賃貸住

宅及び老人ホームの供給の促進に関する事

項、高齢者居宅生活支援体制の確保に関する

事項などとなっております。 

 20ページをお願いいたします。 

 ５の計画の概要でございますが、基本目標

を高齢者が安全に安心して生き生きと暮らす

住まいの実現といたしまして、理念を高齢者

の意思及び尊厳の尊重、地域とのつながり、

ユニバーサルデザインの３つを掲げ、計画策

定作業を進めているところでございます。 

 また、計画期間につきましては、本計画と

整合性をとる必要がございます住生活基本計

画、県の住宅マスタープランでございます。

それから、高齢者福祉計画、介護保険事業支

援計画、いわゆる熊本すこやか長寿プラン、

この両計画の計画期間を考慮しまして、平成

23年度から26年度までの４カ年にしておりま

す。 

 目標及び施策を４項目に整理したいと考え
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ておりまして、１点目が多様なニーズに応じ

た住まいの確保、２点目は住まいとサービス

の質の確保、３点目が入居の支援体制の充

実、最後４点目が地域で支えるサポート体制

の構築となっておりまして、具体的な施策内

容等について議論を深めているところでござ

います。 

 21ページをお願いいたします。 

 最後に、６のスケジュールでございます

が、来年１月に３回目の検討委員会で計画案

を協議した後、パブリックコメントを実施す

る予定でございます。その後最終案を取りま

とめ、３月の常任委員会に御報告の後、計画

策定、公表という手順で進めたいと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○野田環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 資料の報告事項の22ページをお願いいたし

ます。 

 第三次熊本県環境基本指針・第四次熊本県

環境基本計画の策定状況について御説明をい

たします。 

 まず、１番の経緯でございますが、本県で

は、環境基本条例に基づきまして策定してお

ります環境基本指針と基本計画の対象期間が

本年度末までとなっておりますので、現在新

しい指針・計画の策定を行っているところで

ございます。 

 ２番目の策定体制でございますが、(1)の

環境審議会の中に設置しました検討委員会や

(3)でございますが、県内11カ所での地域懇

談会の開催等によりまして、専門的または地

域の意見等の反映に努めているところでござ

います。 

 ３番に、これまでの経緯を書いてございま

す。そこに記載したとおりの手順を踏んでい

るところでございます。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 基本指針の概要でございます。 

 (1)に記載のとおり、対象期間は10年とし

ております。 

 今回の見直しの特徴につきましては、ま

ず、目指すべき姿としまして４つ、低炭素社

会、循環型社会、自然共生社会、安全で快適

な社会の４つを挙げております。 

 また、環境施策の方向としましては、今申

しました４つの社会の実現に合わせまして、

県民総ぐるみで学び学習する環境保全行動と

環境配慮に向けた制度とネットワークの展

開、この２つを掲げたところでございます。 

 次に、５番目でございます。 

 基本計画の概要でございます。 

 基本計画は、指針における施策の方向に合

わせ、分野ごとに取り組みの内容を示すもの

で、対象期間は５年としております。 

 特徴としましては、現行計画でも、新たに

発生している課題など、幅広く連携して取り

組む必要があるものを特定課題と位置づけて

おりますが、今回新たに、地球温暖化対策の

推進、生物多様性の保全、それと環境産業の

振興、この３つを加えたところでございま

す。 

 また、くまもとの夢４カ年戦略やあるいは

社会情勢の変化など新たな課題を踏まえて、

効果的な目標の設定を行っているところでご

ざいます。 

 さらに、環境管理システムによりまして、

毎年度点検と評価を行い、結果を県のホーム

ページに公表するということにしているとこ

ろでございます。 

 続いて、24ページをお願いいたします。 

 ６番のスケジュールでございます。 

 今後のスケジュールにつきましては、きょ

うの本委員会の報告後、パブリックコメント

を実施させていただき、その後、環境審議会

等に諮りまして、２月の県議会に提案をした

いというふうに考えているところでございま

す。 
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 なお、25ページ、26ページに素案の概要を

記載しておりますので、後ほどごらんいただ

ければと思っております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○岡部自然保護課長 自然保護課です。 

 報告事項の27ページをお願いいたします。 

 熊本県立自然公園条例及び熊本県自然環境

保全条例の一部を改正する条例の取り組み状

況について御報告いたします。 

 改正の趣旨については、１行目に記述して

おりますが、先般名古屋で開催されましたＣ

ＯＰ10関係でもよく報道されましたが、生物

多様性の保全への取り組みなどを受け、自然

公園法及び自然環境保全法の一部を改正する

法律が本年４月より施行されたのを踏まえ、

県立自然公園及び県自然環境保全地域に法律

と同様の規定の整備を計画するものでござい

ます。 

 主な内容ですが、自然公園条例について

は、１点目が、目的に、「生物多様性の確保

に寄与すること」を追加、２点目が、知事の

許可を要する行為に、「本来その場所に生息

していない動植物を放出したり、植栽するこ

と」などを追加、３点目が、希少植生が減少

するなどの地域を知事が指定し、許可なしで

事業実施を可能にする制度を定めること、４

点目が、民間事業者による公園事業の適正な

執行を確保するというようなこと、以上が公

園条例の関係でございます。 

 次に、自然環境保全条例関係ですけれど

も、今述べました自然公園条例の①から③と

同様の改正に加え、罰金の額を変更するとい

うものでございます。 

 最初に述べましたけれども、法律の改正に

より、阿蘇くじゅう国立公園や国定公園、あ

るいは国指定の自然環境保全地域などにつき

ましては、同様の改正内容で施行済みであり

ます。 

 今後の予定ですけれども、パブコメの実施

などを行い、２月議会に改正案の提案を行

い、３月公布、７月施行を予定しておりま

す。 

 自然保護課の報告は以上です。よろしく御

審議をお願いいたします。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 報告事項28ページをお願いいたします。 

 公共関与による管理型最終処分場の整備に

係る最近の主な取り組み等についてでござい

ます。 

 １目的を省略させていただき、２の最近の

取り組み状況から御説明させていただきま

す。 

 クローズド・無放流型の施設形式の発表に

記載しておりますように、さきの定例県議会

で、地元住民の方々の御不安にこたえるた

め、安全性を極限まで追求したクローズド・

無放流型の施設形式とすることを表明いたし

ました。 

 このクローズド・無放流型の施設構造は、

埋立地を屋根や外壁で覆い、周辺環境と分離

するもので、水処理施設で浄化した処理水を

河川に放流しないものです。 

 その後、より丁寧な説明を求めるという地

元の御要望にこたえるため、知事みずからが

現地に入り、地元の方々に直接お会いし、御

不安や御心配の生の御意見をお聞きするとと

もに、クローズド・無放流型の施設構造等を

説明する現地説明会を11月８日、９日に南関

町、和水町で開催しました。改めて、処分場

建設への御理解を求めたところです。説明会

は、平日の夜、寒い中でございましたが、そ

れぞれ約200名の方々に御参加いただきまし

た。 

 住民説明会の模様を簡単に御説明します

と、冒頭、知事から、処分場問題に対し御心

配・御不安をおかけしていることを大変申し
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わけなく、また心苦しく思っていること、住

民の方々が県内に必要な施設であることは理

解しつつも、拭えない処分場への安全上の不

安を持っておられ、こうした声にどうすれば

おこたえできるのかなど、知事の住民の方々

に対する思いを、クローズド・無放流型を決

定した理由を、候補地決定の理由などを説明

し、知事自身が先頭に立ち、今後も地元の理

解を得ることを最優先に取り組む旨を発言し

ました。 

 その後の意見交換では、住民の方々から

は、なぜ南関町なのか、絶対安全な施設はな

い、不安は一向に払拭されないなど、かなり

厳しい御意見もちょうだいしております。こ

うした住民からの御意見を踏まえ、執行部か

ら、どこかに必要な施設であり、安全対策を

講じて御理解を得ていきたい、また、最後

に、知事が、絶対はないが、現在考えられる

安全対策を極限まで講じる、引き続き丁寧に

説明を重ね、理解を求めていくと発言しまし

た。地元合意に向けた大きな進展はなかった

ものの、知事みずから現地を訪れ、住民の率

直な御意見を聞くことができたことは大変大

きな意義があったところです。 

 その後、(2)住民説明会等の開催状況にも

記載しておりますとおり、環境アセスメント

現況調査中間報告の説明もあわせまして、住

民や町議会等に御説明をしてきております。

 最後に、３今後の取り組みです。 

 (1)地元の理解促進についてですが、さき

の県議会で表明しましたクローズド・無放流

型の施設形式は、処分場の安全性に対する住

民の方々の不安や心配の多くを取り去ること

ができるものと考えております。今後とも、

住民の方々の意見に真摯に耳を傾け、処分場

の必要性や安全性を丁寧に説明し、処分場建

設への御理解をいただけるよう全力を挙げて

取り組んでまいります。 

 また、(2)地域振興策につきましても、時

期を見誤らないように検討を進めまして、地

元合意の足がかりとなるよう地元にお示しし

てまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 資料の30ページをお願いいたします。 

 前回の委員会以降の水俣病対策の主なもの

を御説明いたします。 

 まず、11月４日でございますが、知事と特

別委員会委員長が、チッソの事業再編計画に

対しまして、意見書を提出されました。 

 11月12日、チッソが、事業再編計画の認可

を国に申請いたしております。 

 11月16日、ノーモア・ミナマタ近畿訴訟に

ついて、また、翌日の17日には、ノーモア・

ミナマタ東京訴訟について、原告・被告双方

が和解に向けて基本合意をいたしておりま

す。この２つの訴訟の基本合意の内容は、熊

本地裁とほぼ同じ内容でございまして、要件

に該当すれば、一時金210万円、医療費手当

を支給するものであります。 

 11月21日、認定審査会を開催いたしまし

た。 

 １つ飛びまして、11月30日、水俣病対策特

別委員会が開催されまして、チッソから事業

再編計画の説明を受けております。 

 次のページをお願いいたします。 

 ２の新たな救済策の取り組みについてでご

ざいます。 

 対象者数は、和解に向けた基本合意に基づ

く救済が2,998人、特措法に基づく救済が２

万7,160人で、このうち一時金を御希望の方

が、下の表の小計のところに記載しておりま

すとおり、１万2,363人でございます。 

 １つ飛びまして、(3)の今後の県の役割に

ついてでございます。 

 ノーモア・ミナマタ各訴訟における和解に

向けた基本合意におきましては、原告・被告

は判定等が年内を目途に終了するよう努力す
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ることとされておりましたが、先週の金曜

日、12月10日に行われた和解協議の結果、来

年３月までに和解が成立するよう原告・被告

双方が努力することとなりました。これは、

多数の原告の方々の判定に必要な資料収集に

時間を要したことによるものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 県といたしましては、基本合意や特措法に

基づく救済が早期に図られますよう、診断や

判定等が円滑にかつ迅速に進みますよう最大

限の努力を行ってまいります。 

 水俣病保健課は、以上でございます。 

 

○寺島水俣病審査課長 続きまして、水俣病

審査課から説明いたします。 

 32ページの３番の認定業務の状況でござい

ます。 

 (1)本県への認定申請者数につきまして

は、11月30日現在で2,968人でございます。 

 (2)は、説明を省略させていただきます。 

 (3)の認定審査会につきましてでございま

すが、平成21年２月の開催以来、11回開催し

てきております。直近では、先月、11月27日

に開催いたしました。今後も円滑な運営を図

ってまいります。 

 ４番、裁判の状況でございますが、国家賠

償等請求訴訟につきましては、先ほどの説明

でちょっとありましたが、４件のうちの３件

は、和解協議を行っております。また、棄却

処分取り消しや認定義務づけ等を求める行政

事件訴訟につきましては３件、そのうちの１

件は、ことし７月に大阪地裁が県敗訴の判決

を言い渡し、県はこれを不服として大阪高裁

に控訴しておりますが、先月の11月30日に控

訴審の第１回口頭弁論が開かれたところでご

ざいます。今後も、各訴訟につきまして、県

処分の正当性などを主張、立証してまいりま

す。 

 以上でございます。よろしく御審議のほど

お願いします。 

 

○溝口幸治委員長 報告が終了いたしました

ので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○山口ゆたか委員 見識不足で済みません

が、生物多様性はどう解釈すればいいのか、

ちょっと教えてください。条例もそうですけ

れども、計画にも出てきておりますけれど

も。 

 

○岡部自然保護課長 自然保護課です。 

 生物多様性という言葉につきましてですけ

れども、生物の種関係、遺伝子関係、それと

生態系関係というようなことで、動植物がそ

れぞれつながりを持った中で生活または生息

している状況がございます。それがお互いの

関係の中でうまく関係を保つことによって、

存在自体が規定されているというようなこと

もありますので、そういう多様性を持ったか

かわり合いを持つ中で保全していこうという

ことでございます。 

 それともう一つ、その多様性という今の現

状の中で危機があるというふうに言われてお

ります。その多様性の危機というのが、人間

が開発等によっていろんな行為を行うこと、

それともう一つは、以前は人間が自然に対し

て積極的に関係していたものが、手を引いた

中で、それが後退していく、例えば、裏山の

里地・里山とかいうことで、裏山の芝刈り、

まきとかをとらなくなった中で山が荒廃して

いったような状況、それが第２の危機と言わ

れておりますし、もう一つ、第３の危機と言

われておりますのが、外来生物の侵入等が言

われておりまして、そういう生物の多様性が

危機の状況にあるという状況が言われている

というようなことで、そういう危機を乗り越

えて生物の多様性というのを保全、あるいは

維持していかなければいけないということ

で、よく生物の多様性ということを言われて
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いるというふうに認識しております。 

 

○山口ゆたか委員 私もそんな感じかなと、

ぼわっとしかちょっとわかっていなかったの

で、よかったら何かそういう説明をされたペ

ーパーとかあったら、いただければと思いま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○岩中伸司委員 冒頭申したように、ちょっ

とどういう関係か、部長。 

 

○駒崎環境生活部長 まず、経過を次長が説

明いたします。 

 

○山本環境生活部次長 山本でございます。 

 御承知のことではございますが、12月10日

から16日にかけては、拉致被害者、拉致問題

を考える啓発をするための１週間ということ

になっておるところでございます。 

 これに関しまして、私どもの部では、昨年

度も実はつけさせていただいておりました。

うちの部だけでございますが。今年度は、こ

の拉致問題を所管しております観光交流国際

課の方から、実は、昨日、バッジとともに着

用の依頼がございまして、本日つけているも

のでございます。 

 あと、経済常任委員会の幹部の方たちも着

用されていると聞いております。文治もつけ

ておられるというふうに聞いておるところで

ございます。 

 私どもとしては、被害者の家族の方、斉藤

文代さんとか、平野フミ子さんとか本県に在

住されておりますので、私どものところで発

行しております「コッコロ通信」という啓発

雑誌もありますが、そういったもので啓発を

するなど、先ほど申し上げました観光交流国

際課とともに協力をして、この問題の啓発と

か世論喚起に努めているところでございま

す。 

 なお、余計なことかもしれませんけれど

も、今度の日曜日、19日には、ニュースカイ

ホテルで拉致問題を考える国民大集会という

のがございます。 

 済みません、ちょっと余計なことも言いま

したけれども、経過としてはこういうことで

ございました。 

 

○岩中伸司委員 そしたら、昨年も環境生活

部だけははめていたということですかね。私

もここに入って異様さを感じましたので、冒

頭、質問じゃないけれども、私の意見をちょ

っと申し述べたんですけれども、確かに拉致

問題の早期解決というのは、これは積極的に

進めなければいけない問題だし、私もやっぱ

り北朝鮮という国は非常に難しい国だなと思

っているところですね。いろんな問題で私も

２度ほど訪朝したんですが、実際行ってみれ

ば、こっちで思うような状況ではないんです

けれども、ただ、この拉致問題というのは、

今日もまだ国交が正常化されていないという

現状もあるんで、やっぱり対話を中心に積極

的に進めていかなければ解決しないなと。小

泉首相当時に日朝平壌宣言なんかも出されて

いますけれども、それに基づいて拉致被害者

の５名の一時帰国もあったんですが、これは

当初新聞も一時帰国と報道したんですが、こ

れ、日本政府が、もう日本に永住させるとい

うふうなことで今日まで至っているようです

ので、私はやっぱり本当の意味で、対話とい

うか、国交の正常化を図る中でしか解決しな

いんじゃないかというふうに思うんですね。

圧力というか、いろんな意見が出されていま

すけれども、そういうことじゃない解決を望

むところです。 
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 皆さん方もこの思想・信条の自由はあるわ

けですし、特に人権に絡む問題ですので、そ

ういう意思表示の仕方もあるかなというふう

なことは少しは理解したんですが、冒頭入っ

てきてちょっと異常さを感じましたので、感

想だけ述べておきます。 

 以上です。 

 

○駒崎環境生活部長 経過は山本次長から御

説明したところですけれども、当部の考え方

と今後のことを反省を含めて申し上げます。 

 委員会の開催前、冒頭、委員長からも、い

きなり一斉に全員がつけていると、ふだんつ

けてない人がということで、いかにも何か取

ってつけたようなというふうな御指摘であっ

たかと思っております。その点は、そういう

我々県職員の日ごろの行動ぶりが、十分この

拉致問題に向き合っていないという面がある

ことは否めないかと思いました。そうした意

味で委員長からの発言は重く受けとめて取り

組みたいと思います。 

 岩中委員からは、北朝鮮に対する対処とい

うことで御発言があったかと思いますが、我

々公務員は、法を遵守する義務がございます

ので、この背景を簡単に申し上げますと、平

成18年６月に拉致問題その他北朝鮮当局によ

る人権侵害問題への対処に関する法律という

のができまして、地方公共団体の責務として

は、国と連携を図りつつ、この問題に関し、

国民世論の啓発を図るというふうに書かれて

おります。そして、12月10日から16日が、国

連での決議された日を記念して、北朝鮮人権

侵害問題啓発週間とされているのは先ほど御

報告したとおりでございまして、本県では、

昨年から、この週間に当たっては、バッジを

つけるなどの努力をしているところでござい

ます。 

 国と連携をしつつということで、国民世論

の啓発を図るということで、決してこの週間

に限ってバッジをつければいいということで

はないというのは十分承知しているつもりで

ございまして、先ほど山本次長から話があり

ましたように、人権情報誌の「コッコロ通

信」でも、最新号、11月号で北朝鮮の拉致問

題の話も特集しております。それから、この

週間の間に、県内のＡＭラジオの中に人権啓

発番組がございますけれども、これは昨年度

も拉致被害者の方をゲストに招いてラジオ放

送の中でこの問題に触れておりますが、こと

しも同様に対処する予定でございます。 

 ちなみに、国の方は、北朝鮮に向けて啓発

の宣伝ラジオ放送をなさるということで取り

組んでおられます。 

 国にできること、県にできること、あるい

は公務員として法令に掲げられた責務を粛々

と取り組んでいくということも大事なことか

と思っております。日ごろの努力が足りずに

一部違和感をお与えしたことは、率直に反省

しておわびするとともに、今後もしっかりと

取り組んでまいりたいと、そのように考えて

おります。 

 

○岩中伸司委員 少し気になる部分は、確か

におっしゃる取り組みを進めていくというの

は大事なことだと思うんですけれども、啓発

活動という意味での活動でしょうけれども、

私からこれを見れば、ある意味では、さらに

北朝鮮敵視の宣伝・扇動という舞台に役所の

前列の人たちがなっていくのかなというふう

な思いもするんですよ。そういう受けとめ方

も私はされていくと思うんですね。ですか

ら、そこら辺は、やっぱりそれぞれの気持ち

の中にはきちんとあるわけですので、これは

私も同じですよ。何かちょっと変わり者のよ

うに思われていますが、思いは全く一緒だと

思うんで、そのことはやっぱり、一斉にこの

バッジをつけてこうされると、私もバッジを

つけていますが、これは新社会党のバッジで

して、これは私の信念としてつけているんで

すが、ですから、やっぱり、委員長じゃない
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けれども、取ってつけたようなという言い方

は表現はよくないと思うんですが、私は、気

持ちの中に持っておけば、あえて――部課長

章というのが、記章というのができたのかぐ

らいですね、管理職バッジができたのかとい

うぐらいに思ったもんですから、その辺は余

りそれにこだわらないでやっていってもらわ

ないと、私は北朝鮮に対する敵視政策の扇動

につながっていくような気がして、そういう

部分も出てくると思いますので、そこはちょ

っとやっぱり配慮願えればというふうに思い

ます。 

 

○溝口幸治委員長 いいですか、じゃあ。済

みません、私の名前も出てきていますので。

岩中先生とは北朝鮮に対する考え方、拉致問

題に取り組む姿勢も含めて思想も考え方も全

く違いますが、違和感を感じたという部分じ

ゃ、まさに共通をしています。そして、おっ

しゃったように、ただバッジをつければ済む

という話じゃないというこの部分も全く一緒

です、考え方が違うだけで。 

 私たちも、拉致議連をつくって、バッジを

つけていますよね。つけていくと、いろんな

人に、そのバッジ、何ですかと聞かれて、い

や、これは実は拉致された人たちを救うため

につけているんですと、このブルーという意

味はという説明までするんですね。そしたら

皆さん関心を持たれて、あ、それ、どうすれ

ば手に入るんですか、500円ですよ、ああ、

なら500円今度払うけん持ってきてください

とかいうことで、こう啓発をやっていくわけ

ですね。 

 取ってつけたようにという言葉が乱暴かも

しれませんが、私が感じたのは、あ、課長以

上だけにきょうだけだれかが配ってつけとけ

ば、一応きょうはここはおさまるんだという

ような姿勢があるんじゃないか。去年、実は

私、商工部の担当だったので、商工部もそう

だったんですね。きょう、まさにそういう感

じが、直感的にというか、しましたので、本

当にそのバッジをつけたから、これ、解決す

るわけじゃなくて、岩中委員がおっしゃって

いるように心の問題で、バッジをつけようが

つけまいが、そういう北朝鮮による人権侵害

を許さない、人権問題をきちっと解決してい

くという思いがあれば、そのバッジにこだわ

る必要はないと思います。 

 きょう、違和感を感じたのは、課長以上だ

けがつけている、この中で500円払われた人

がいるのかどうかわかりませんが、そういう

のを聞くつもりもありませんが、やっぱり何

かやり方が違うんじゃないかなというような

違和感を私も持っていますので、ましてや、

健康福祉部は、人権擁護だとか人権にかかわ

る条例を今から上げようというときに、何か

形骸化しているというか、むなしいという

か、ただ形さえ整えばそれで済むというよう

な考えがもしもあるんだったら、やっぱりそ

れは大きな間違いだろうというふうに私も思

いますので、今部長からお話もありました、

岩中先生の意見の開陳もありましたので、こ

れ以上言いませんが、その辺はきちっと踏ま

えていただいて、今後の取り組みに生かして

いただきたいというふうに思います。 

 ほかにございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 １点だけ。実は、介護職員

の介護現場における医療行為の問題、きょう

の朝の新聞にも載っていたかと思います。経

管栄養の問題とたんの吸引の問題。詳細がも

う一つちょっとわからないんですよね、一体

どの程度までできるのかというのが１つと、

これの責任の所在は一体どこに帰するのか

と。新聞等によると、医師・看護師の指導の

もとか、いることが条件みたいなふうにも書

いてあったような気もしますけれども、その

部分がどういうふうに整理されているのかと

いう問題。医師・看護師、確かに特養・老

健、いろんな施設にいることはいるんですけ
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れども、常時いないような可能性もあるわけ

で、その場合は一体どういうふうな取り扱い

をするのか、また、さっき言ったように責任

の所在はどうなるのか、その付近、ちょっと

わかっていれば教えていただければと思いま

す。 

 

○古谷認知症対策・地域ケア推進課長 ま

ず、けさの新聞にも出ておりましたけれど

も、たんの吸引等に関しましては、必要な者

に対して必要なケアを安全に提供するという

ことで、有識者で構成されております介護職

員等によるたんの吸引等の実施のための制度

の在り方に関する検討会というのが今設置さ

れているところでございます。 

 その検討会において、現在中間報告という

形で本日新聞では報道されていたかと思いま

すけれども、その中では、来年度の法改正に

おいて、介護職員による医行為、こういった

ものを認めていこうということでおおむね合

意があったということでございます。 

 現在、それに先立ちまして、昨年の２月に

特別養護老人ホームにおける看護職員と介護

職員の連携によるケアの在り方に関する検討

会というのが設置されておりまして、そこで

の報告書がまとめられまして、それを受けま

して、ことしの４月の１日に、特養において

は介護職員による口腔内のたんの吸引等を許

容すると、これは一定の条件のもとでという

ことで、厚労省の医政局の医政局長通知が発

出されているところでございます。 

 現在、一定の条件というのがやはりかなり

厳しく、当然医師の指示があって、それを受

けて、介護職員と連携をしながら、現在は特

養内で行われるという状況が現在あっており

ます。 

 今回の報告書では、まだ中間報告というこ

とで、まだ詳細を私どもではちょっと把握し

ておりませんけれども、法案の方向として

は、法制化に向かってこれから検討していく

というふうに認識しているところです。 

 

○藤川隆夫委員 現状では、まだ余り深く詰

められていないというふうな状況かというふ

うに思いますけれども、たんの吸引にして

も、口腔内だけで済むのかという話も当然出

てくると思います。気管までやらなきゃいけ

ないのか、あるいは鼻腔からやるのかという

話もあるでしょうし、経管栄養に関しまして

も、やはり確認をとりながら経管栄養を流し

ていくんですけれども、間違って気管に入る

ことだってありますし、その付近の問題は当

然出てくると思います。傷つける場合だって

あります、経管栄養の場合は。 

 そういう場合に、例えば指示を出したから

指示を出した人間の責任になるのか、あるい

は実際に実務をやった人間の責任になるの

か、その付近の問題もあるでしょうし、家族

が果たしてどこまで求めるかというのもある

でしょうし、家族との了承も要るのかもしれ

ませんし、それをやるに当たって。その部分

を含めて、これから詰めていく問題が多々あ

るかというふうに思うんです。ただ、介護現

場が非常に厳しい状況で、手伝ってもらえる

ことは非常に助かる部分があるのも事実だと

いうふうに思います。ただ、安全にやっぱり

やっていかなきゃいけない部分だろうという

ふうに思いますんで、先ほど言ったように、

どういう形で手技の熟練を上げていくか、あ

るいはその責任の所在はどういうふうに担保

していくか、その部分をある程度詰めてもら

わないと、実際にやりにくいんじゃないのか

なというふうに思っておりますので、国の情

報をとりながら、現場の声を聞いて、国にき

ちっとやっぱり上げていってもらえればとい

うふうに思っておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 
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○鬼海洋一委員 本来は、教育委員会の方に

質問しなきゃならぬことだと思うんですが、

障害者の雇用の問題、今特に新卒の皆さん方

は普通高校含めて非常に厳しい状況になって

います。障害者の学校を卒業した新規の就業

というのは極めて困難な状況だというふうに

お聞きしているわけですが、キャリアアドバ

イザーという制度がありますよね、これが十

分に機能していないという、数の問題につい

ても不十分じゃないかというような指摘もあ

るわけですが、雇用の問題ですから、商工部

局あるいは教育委員会、ここと連携をする必

要があるというふうに思いますけれども、障

がい者支援総室の方で、これらの課題につい

て、今言ったそれぞれの部局との連携も含め

て何か取り上げて考えておられることがあれ

ばお尋ねしたい。ぜひ積極的にやっていただ

きたいという思いを込めて質問いたしたいと

思います。 

 

○東障がい者支援総室長 教育委員会が所管

していますけれども、障害を持つ学校卒業

者、非常に就職は厳しい状況にございます。

キャリアアドバイザーは、普通高校だけじゃ

なくて、そういう障害を持つ子供が在籍して

いる特別支援学校にも配置はされているんで

すけれども、数は限られております。ひのく

に高等養護学校は、それなりの就職率を示し

ていますけれども、それ以外の特別支援学校

の方は非常に厳しい状況だと。 

 そういった方たちが職につくことなく卒業

された後は、障がい者支援総室としても、こ

れは商工観光労働部が所管していますけれど

も、障害者就業・生活支援センター、そうい

ったところと連携をとって、そういった方の

就労への取り組み、これはやはり自立した生

活をする上においてもそういう就労の場は非

常に大事なところですし、そしてまた、こち

らの方の制度としても、障害者自立支援法に

基づく就労継続支援事業所、Ａ型、Ｂ型、そ

ういったところで、そういった福祉的就労に

なる場合もあるかもしれませんし、雇用契約

を結んだ就労形態も出てくるだろうと、そう

いったところを拡充する中で、少しでも自立

に向けた生活基盤が安定するような形の取り

組みを、商工観光労働部、教育委員会とも連

携をとってやっているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 まず、キャリアアドバイザ

ーというのが全県で３人ですかね、ですか

ら、これが、今おっしゃったように、すべて

の特別支援学校の卒業生を対象とする担当と

いう形になるんですが、ちょっと不足してい

るんじゃないかというのが１つあります。 

 それからもう一つは、今お話があったＢ

型、あるいはＡ型も含めて、そういう対象の

就業をする施設というのが総体的にちょっと

不足しているんじゃないかというような話も

あるわけですけれども、その辺いかがでしょ

うか。 

 

○東障がい者支援総室長 就労継続支援Ｂ型

については、障害福祉計画、その数値の中で

動いているというところがございまして、今

の障害福祉計画が、計画期間は21年度から23

年度までということになっております。今

後、後で報告いたしますけれども、障がい者

計画、そういった中でその就労対策について

も取り組もうとしていますし、23年度にその

障害福祉計画の次期計画をつくるとき、第３

期計画をつくるときも、そういったそれぞれ

の地域の実態等を踏まえて策定をしていきた

いというふうに考えているところです。 

 

○鬼海洋一委員 キャリアアドバイザーは、

新たにふやすということはございませんか。 

 

○東障がい者支援総室長 キャリアアドバイ

ザーは学校に配置されていまして、教育委員

会所管だもんですから、きょうお話があった
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件は教育委員会の方にお伝えしていきたいと

いうふうに思っております。 

 

○鬼海洋一委員 やっぱりかなり不足してい

るんで、先ほど予算の使い方の問題で指摘も

しましたけれども、こここそ今非常に深刻に

求められている場所ですから、ぜひそういう

ところに対する予算をつけるということにつ

いても緊急課題として考えていただくように

お願いしておきたいというふうに思います。

要望です。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 それでは、午前中お話ししました３件につ

いての説明に入りますが、席がえというか、

もう用がない方もいらっしゃいますので、席

がえをいたしますので、５分ほど休憩をいた

します。 

  午後１時42分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時49分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、再開いたしま

す。 

 まず、吉田課長から報告をお願いいたしま

す。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

す。 

 第３期やさしいまちづくり推進計画の策定

状況につきまして御説明いたします。 

 御説明に用いますのは、報告事項の資料の

３ページから８ページまでの部分と、それか

らもう一つ、別途配付しておりますＡ３の資

料、Ａ３横の熊本県やさしいまちづくり推進

計画の概要、この２つを用いまして説明させ

ていただきます。 

 なお、説明の中で、計画の根拠となってお

りますやさしいまちづくり条例につきまして

も若干触れて申し上げたいというふうに思っ

ております。 

 まず、報告事項の資料の３ページをお願い

いたします。 

 やさしいまちづくり推進計画につきまして

は、平成７年に制定されました熊本県高齢

者、障害者等の自立と社会的活動への参加の

促進に関する条例、略称でやさしいまちづく

り条例と申しておりますが、これを根拠とし

て策定、推進してまいりました。 

 第２期計画の期間が、本年度末で９年間の

計画期間を終了しますことから、第３期計画

の策定作業を進めております。 

 １番にございますように、この計画は、や

さしいまちづくり条例に基づいて、総合的に

県の施策を進めていくものでございます。ま

た、高齢者や障害者等が自立と社会参加を果

たせる社会を築くために、ユニバーサルデザ

インを理念としたやさしいまちづくりという

考え方を引き続き推進していくこととしてお

ります。 

 ２にありますように、くまもと・高齢者や

障害者にやさしいまちづくり推進協議会、こ

れは20人の委員の先生方で構成しております

が、この協議会とその中に９人の委員から成

る計画策定専門委員会を設置しまして、計画

内容の検討を行ってまいりました。また、庁

内組織として、庁内31の所属から成ります推

進会議で協議、調整を行ってまいりました。

 ４ページをお願いいたします。 

 ３番、これまでの取り組みにありますよう

に、本年度に入りまして、３回の策定専門委

員会、２回の推進協議会を開催し審議を行

い、計画素案の検討を行ってまいりました。 

 ４番の第３期計画案の概要につきまして

は、Ａ３の横の資料、こちらを使いまして御

説明したいと思います。 

 この図は、今回の計画とやさしいまちづく

り条例との関係や、計画の基本的な事項、分

野別の施策、指標などの関係を体系的にごら

んいただくために作成したものでございま

す。 
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 まず、上の一番左側の部分をごらんいただ

きますと、平成６年に、いわゆるハートビル

法、これは建築物についての施設利用上の円

滑化を図るための基準を定めたものでござい

ますが、これが制定されております。また、

平成12年には、いわゆる交通バリアフリー

法、これは、駅などの旅客施設、公共交通機

関など、移動の円滑化を図るための基準を定

めたものでございますが、これが制定されて

おります。これらが統合・拡充された形で、

その下にございますが、バリアフリー(新)法

が平成18年12月に施行されております。この

バリアフリー(新)法では、特定の建築物、あ

るいは公共交通機関、道路等を新しく整備す

る場合に、それぞれの事業者・建築主などの

施設設置管理者に対して、施設ごとに定めま

したバリアフリー基準への適合を義務づける

内容になっております。 

 次に、その右になりますが、本県では、や

さしいまちづくり条例、平成７年４月に制定

しております。これは30条から成るものです

が、３つの基本指針として、記載のとおり、

１番の県民意識の高揚、２社会環境の整備、

３生活環境の整備といったものを掲げて進め

てきております。特に中心になりますのが生

活環境の部分でございまして、これは、先ほ

どのハートビル法、あるいはその後継となり

ますバリアフリー(新)法で定められました建

物の基準に上乗せ、横出しをした基準を定め

ております。16年10月には、ユニバーサルデ

ザインの考え方を踏まえて、条例の対象を、

制定当初の高齢者、障害者、これに加えまし

て、妊産婦、乳幼児連れ等に拡大するなど、

数次にわたる改正を行ってきております。 

 ここで記載ございませんが、ハートビル

法、６年の６月制定と、やさしいまちづくり

条例、７年４月制定ですが、その前後関係に

ついて若干触れさせていただきます。 

 やさしいまちづくり条例につきましては、

全国的には大阪府、兵庫県など、大阪が一番

施行が早うございまして、平成４年10月に福

祉のまちづくり条例というものを制定、施行

しております。本県におきましても、翌年の

平成５年からやさしいまちづくり推進協議会

を設置し、条例に向けて、建築物のガイドラ

インの策定等、準備を行っておりました。そ

うした検討の段階におきまして、平成６年の

６月には、国の方でハートビル法が制定され

ておりまして、本県のやさしいまちづくり条

例でも、その法律の基準に上乗せ、横出しを

する規定を加えて条例が制定されたところで

ございます。したがいまして、制定の年月順

序は、ハートビル法が先で、やさしいまちづ

くり条例が後になっておりますが、動きとし

ましては、法律に先んじて、やさしいまちづ

くり条例を制定するというようなことで作業

はスタートしたという経緯がございます。 

 Ａ３の資料にお戻りいただきまして、資料

の上段のやさしいまちづくり条例から右に矢

印がございます。この条例を総合的かつ計画

的に推進するために制定したものが、やさし

いまちづくり推進計画でございます。第１期

計画が平成８年度から13年度までの６年間、

第２期計画がその後９年間ということで、合

計15年間推進してまいりました。 

 第２期計画の左下にございますが、点線囲

みの中に第２期計画の評価というのがござい

ます。ここにありますように、現計画では30

の指標を掲げておりますが、このうち21につ

きまして８割達成、一方、達成率が８割未満

のものが９つ指標としてございます。また、

県民の方々のやさしいまちづくりの認知率と

いうのが、ほぼ半分ということでございまし

て、引き続きやさしいまちづくりを推進して

いかなければならない状況にあると考えてお

ります。 

 上段の右の第３期計画の下に目指す姿とい

うのがございます。これは条例の前文にもう

たわれております「高齢者や障がい者等を取

り巻く様々な障壁を取り除き、県民だれもが
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いきいきと暮らせるような社会の創造」とい

ったことを掲げております。 

 その下に、黒字に白抜きの文字で基本的事

項という６つを挙げております。 

 ①がユニバーサルデザインの視点、こちら

は、計画の対象を第１期計画では高齢者、障

害者としておりましたが、その後、平成16年

にユニバーサルデザインの考え方を取り入

れ、条例が改正されましたので、計画につき

ましても、対象を拡大し、妊産婦等を加えて

おります。 

 ②の条例の体系に沿った展開では、条例に

規定されております３つの基本方針、７つの

分野を対象として施策展開を行うこととして

おります。これにつきましては、後ほど御説

明いたします。 

 ③の計画の効果的な推進と進捗管理です

が、今回新たに、県民にわかりやすい施策展

開を図るために、重点プロジェクトを設定い

たしました。これにつきましても、後ほど御

説明いたします。 

 また、その右にございます現計画と同様

に、計画の実効性を確保するために、各分野

ごとの施策の進捗を図る指標を設けまして、

それぞれ数値目標を設定しております。その

指標の数につきましては、ここに書いてござ

います数字が間違っておりまして、現在２期

計画では30でございます。31指標とございま

すが、誤りでございます。申しわけございま

せん。30指標、これが、今回の第３期計画で

は21ということで絞り込んでおります。 

 ④の推進主体と役割分担ですが、県民やＮ

ＰＯといった民間や事業者、行政などと協働

して行うこととしておりまして、みんなでこ

の計画を進めていこうという意味を込めて、

計画の愛称を「みんなでやさまち夢計画」と

いうことで考えております。 

 ⑤計画の期間は、23年度からの６年間、中

間25年度には、見直しを行うということで考

えております。 

 ⑥にございますように、関連計画、非常に

広い分野と関連をしておりまして、くまもと

の夢４カ年戦略はもちろんのこと、部内の高

齢者福祉計画、障がい者福祉計画、地域福祉

支援計画等々と連携し、進めていくこととし

ております。 

 なお、夢４カ年戦略では、やさしいまちづ

くりは、長寿安心くまもとの中の主な施策の

一つとして位置づけられております。 

 次に、図の下半分をごらんいただきたいと

思います。 

 横に、第１県民意識の高揚、第２社会環境

の整備、第３生活環境の整備ということで、

３つの基本方針が記載してございます。それ

にぶら下がる７つの分野としまして、黒字に

白抜きの文字で、１番意識づくり、２番教

育、雇用、情報、スポーツ・レクリエーショ

ン・文化、防犯・防災・交通安全、生活環境

ということになっております。 

 まず、左の１番、意識づくりにつきまして

は、県民への障害等への理解促進のための施

策、あるいはボランティア活動の意識の育成

等を通じて県民の意識高揚を図る内容となっ

ております。 

 (1)にございますように、共生社会への理

解、あるいはボランティア活動の取り組みで

ございまして、具体的には、例えば、ここで

挙げております指標が、下の指標の設定とい

うところに４と記載がございます。ハートフ

ルパス制度、これは、障害者駐車場の利用証

を発行する制度ですが、この協力施設を拡大

すること、あるいは地域の縁がわづくりの箇

所数の増加、こういったものをこの分野での

指標として設定をいたしております。 

 右の第２の社会環境の整備、ここが一番幅

広い分野でございます。 

 まず、２の教育につきましては、特別支援

教育の充実を通じてのニーズへの対応、ある

いは高齢社会において重要性を増す生涯教育

の充実を図るといった内容でございまして、
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「夢への架け橋」教育プランという専門プラ

ンがございますので、その施策内容を基礎と

しております。(1)学校教育、それから、(2)

生涯学習の取り組みを掲げております。 

 右の３番の雇用分野、これは、高齢者、障

害者の就業機会拡大に努める施策の内容でご

ざいます。しごといきいき県民プランという

プランがございます。この内容を基礎として

おります。 

 ４番の情報では、高齢者や障害者の社会参

加を進めるためのコミュニケーション手段の

充実などを通じて、情報入手のための環境整

備を図る内容を記載しております。 

 ５のスポーツ・レクリエーション等につき

ましては、高齢者や障害者等が、身体の状況

や障害の特性に応じて、参加しやすい機会や

情報提供などの環境整備を図る内容でござい

ます。 

 さらに、６番の防犯・防災・交通安全につ

きまして、防犯につきましては、高齢者、障

害者を守るための犯罪の起きにくいまちづく

り、防災では、災害時の要援護者の避難誘導

や避難所の整備、地域住民の防災意識の向

上、交通安全では、安全な歩行空間等の整備

と県民への交通安全の教育の推進を図る内容

でございます。ここでは、犯罪の起きにくい

安全・安心まちづくり基本方針、あるいは熊

本県交通安全計画、こうした施策の内容を基

礎としております。 

 なお、この社会環境の整備の施策につきま

しては、このまちづくり計画の策定委員会の

議論の中で、教育あるいは雇用、こうしたそ

の他に専門性の高い計画があるところについ

ては、やさしいまちづくりの委員会で議論し

てもなかなか議論が深まらないということ

で、こうした他の計画で設定された施策や指

標を共通のものとして導入していこうという

ふうな議論の結果、こうした整理になってお

ります。 

 続きまして、一番右が、第３の生活環境の

整備でございます。 

 ここでは、建築物、道路・都市公園等につ

いては、だれもが円滑に利用できる建築物や

住宅及び道路やトイレ等の整備の推進を図る

内容でございます。 

 また、右の(3)の旅客施設・公共車両等で

は、高齢者や障害者等が安全かつ円滑に移動

できるような施設・車両の整備を図ること、

あるいはワークショップ等を通じて、当事者

の意見の反映の仕組みづくりや公共交通事業

者への研修を通じた障害者への理解の醸成を

図るといった内容が記載されております。 

 こちらでは、下の指標をごらんいただきま

すと、法律あるいは条例で基準が定めており

ますが、条例の中で事前協議制度を設けてお

ります。その事前協議についてなされた建築

物の割合等、あるいは県管理道路の歩道のバ

リアフリーの割合、乗合バスのノンステップ

バス導入の割合、こういったことを指標とし

て設けております。 

 以上のように非常に幅広い分野、それから

指標として21の指標を設定しておりますが、

今回、よりわかりやすい施策の展開をすると

いうことで、重点プロジェクトを設けており

ます。 

 一番下の部分にそれを記載しております。

これにつきましては、当事者の方々へのアン

ケート調査というのを６月に実施しておりま

して、その中でも特に要望の高かった啓発の

促進、それから右にございますが、移動の確

保、そうした観点から６つの取り組みを記載

しております。 

 これ以降、取り組みの内容につきまして

は、先ほどの報告事項の資料に戻っていただ

きまして、７ページをお開きいただきたいと

思います。 

 ７ページの一番下の部分から８ページにか

けまして、重点プロジェクトの６つの取り組

みを記載しております。 

 まず、７ページの一番下でございます。 
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 啓発の促進の観点からの取り組みが、①の

おでかけトイレ普及作戦、次の８ページに内

容を記載しておりますが、高齢者や障害者等

に配慮されたトイレの設置を進めるための取

り組みでございます。 

 ②は、ハートフルパス制度の九州全域展

開、既に佐賀、長崎、熊本、鹿児島、山口の

５県で取り組んでおりますが、これを九州全

域に広めていこうという取り組みでございま

す。 

 ③につきましては、障害者・高齢者への理

解を深めていただくためのサポーターの育成

の取り組みになります。 

 ④これが、地域の子供グループ等による町

中の使いやすい建物や歩道のウォッチングで

ございますやさまち発見隊。 

 ⑤が、災害時の情報伝達、避難経路、避難

所のバリアフリー状況を検証する災害時のバ

リアフリーウォッチの取り組み。 

 ⑥が、計画の早い段階で当事者参加で意見

反映を図る対話によるＵＤ空間整備促進。 

 こういった取り組みを重点プロジェクトと

して掲げておりまして、さらにわかりやすい

計画の進捗を図っていきたいと考えておりま

す。 

 ５番のスケジュールでございますが、本日

御報告した後にパブリックコメントを実施い

たしまして、県民の方々の御意見を伺い、最

終的には、調整した上で、２月の議会の方で

提案させていただきたいというふうに考えて

おります。 

 以上でございます。 

 

○東障がい者支援総室長 障がい者支援総室

でございます。 

 報告事項につきましては、まず、５番の第

４期熊本県障がい者計画の策定状況から説明

させていただきます。 

 報告事項の資料の10ページをお開き願いた

いと思います。 

 まず、１の目的でございますが、障がい者

計画につきましては、障害者基本法に基づき

まして、県における障害者施策の総合的な推

進を図るために策定するものでございます。

 本県では、これまで３期にわたり計画を策

定してきておりますが、現在、第３期計画の

計画期間が今年度で終了いたしますことか

ら、次期、第４期計画の策定に向けて検討を

行っているところです。 

 現在、計画の素案の取りまとめに向けた作

業を行っている段階ですが、本日は、現時点

での計画の概要案について説明させていただ

きます。 

 ２の計画(案)の概要ですが、初めに、(2)

の計画期間についてですが、平成23年度から

26年度までの４年間を計画しています。 

 障害者施策につきましては、現在、国にお

いて、当面５カ年間を障害者制度の集中的な

改革期間として制度改革に向けた検討が行わ

れているところです。こうした新たな制度の

もとでの次期計画の開始時期などを考慮し

て、４年間の期間を設定したところでござい

ます。 

 続いて、(3)の構成についてですが、基本

目標といたしましては、くまもとの夢４カ年

戦略に掲げられていますくまもとの夢づくり

を踏まえ、すべての障害者が熊本に「生まれ

てよかった、住んでよかった、これからもず

っと住み続けたい」と思える社会の実現を掲

げております。 

 この基本目標の実現のために、すべての県

民で築く「ともに生きる社会」を最上位理念

に掲げた上で、障害者のみずからの選択・決

定・参画の実現、障害者が安心して生き生き

と生活できる環境づくり、これらを基本理念

として施策の体系化を図っております。 

 計画期間中に特に重点的に推進する必要が

ある施策につきましては、重点施策といたし

まして、地域生活への移行支援・地域生活支

援、それと新たな障害に対する支援、それと
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障害者の家族に対する支援、それと県民みん

なで障害者への差別をなくす取り組み、以上

４項目を設定することとしております。 

 11ページをお願いいたします。 

 個別の施策については、分野別施策として

整理しております。保健・医療及び地域生活

支援体制の充実、安心して暮らせる社会環境

の整備、住みやすい生活環境の整備、「とも

に生きる社会」に向けた意識づくりの４本の

柱のもとで、施策の内容を記載することとし

ております。 

 なお、先ほど説明いたしました３つの理念

のうち、障害者が安心して生き生きと生活で

きる環境づくりの実現のためには、やさしい

まちづくりへの取り組みや地域との交流を柱

とする地域福祉の推進が不可欠であることか

ら、現在並行して策定作業が行われておりま

すやさしいまちづくり推進計画や地域福祉支

援計画などの関連計画とも整合性を図りなが

ら、個別施策の整理を行うこととしておりま

す。 

 このほか、県内を11の圏域に分け、それぞ

れの圏域において広域的・重点的に取り組ん

でいく施策を取りまとめた障害保健福祉圏域

計画を盛り込むほか、計画期間中の進捗状況

が明らかになるように、37項目の数値目標を

設定し、進捗管理を行う予定にしておりま

す。 

 ３の策定に当たってですが、今回の計画策

定に当たっては、障害当事者を初め、さまざ

まな分野の関係者の御意見や御要望を伺いな

がら、３つの取り組みを通して、整理・集約

しながら作業を進めております。 

 まず第１に、専門的な検討を行うために障

がい者計画検討委員会を設置し、学識経験者

や障害者団体の代表など14名の委員の皆様

に、これまで４回にわたって検討いただいた

ところです。 

 第２に、障害当事者等の意見や要望を反映

させるために、今年６月から７月にかけて、

障害者を対象にしたアンケートや障害当事

者・家族団体等の意見交換、さらには県民を

対象にしたタウンミーティングを実施いたし

ております。 

 第３に、庁内の関係各課32所属で構成いた

します庁内連絡会議を設置し、適宜関係部局

との間で意見調整を行っているところです。 

 ４の計画策定のスケジュールですが、計画

策定のスケジュールのうち、今後の予定につ

いて説明をさせていただきます。 

 12ページをお開き願います。 

 今月17日に今年度の第１回の障害者施策推

進協議会を開催し、計画の素案を提示した上

で、協議会の委員の皆様の御意見を伺う予定

にしております。その後、来年１月にかけて

パブリックコメントの手続に入り、さらに検

討委員会等の開催を経た上で、２月県議会に

おいて計画の成案を報告させていただきたい

と考えております。 

 次に、条例に移ります前に、大変申しわけ

ございません。１つだけ報告をさせていただ

きたいと思います。 

 ９月定例県議会の常任委員会のときに、障

害者施設の商談会の結果報告を次回の委員会

でするようにという御指示がありましたの

で、10月７日に開きました熊本県授産施設関

係の展示・商談会の概要について報告させて

いただきます。 

 参加施設は43施設、展示品目は約300種

類、１万点を展示したところでございます。

来場者数は647人、当日の販売額は63万1,450

円でございました。この展示・商談会のう

ち、商談があった件数が10施設で、そのうち

商談が成立したのが６件でございます。商談

成立金額は28万1,928円で、現在商談中のが

１件ございまして、その金額は550万ぐらい

の金額になる予定でございます。 

 なお、県、市町村その他公的機関からの優

先発注の状況ですけれども、20年度は2,328

万の優先発注、21年度は2,637万と、年度ご
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とに優先発注が増加している状況にございま

す。 

 それでは、引き続きまして、条例について

説明させていただきたいと思います。 

 

○溝口幸治委員長 今のところで何か質問は

ありますか。 

 

○松田三郎委員 やさまちの方で、課長、こ

れ、ちょっとこの間、私見落としておりまし

て、単純な疑問なんですけれども、７の生活

環境のところの一番下、指標の中で県営住宅

のＵＤ対応割合、県管理道路の歩道バリアフ

リー割合というのが掲載されておりますが、

予算の制約があるとはいえ、県営住宅のＵＤ

の割合をふやそう、あるいはバリアフリーの

割合をふやそうと土木の方で予算をつければ

単純にふえるわけですよね、多分。ここにわ

ざわざ挙げてあるということは、多分、数字

はわかりませんが、計画の最終年度、現状は

何％だけれども、最終年度にはこれぐらいの

パーセンテージに上げるというような形で多

分なるわけでしょう。そうすると、ここに挙

げている意味というのは、例えば土木部にき

ちっきちっと毎年度毎年度予算づけをして、

拘束をして、ふやしなさいということなの

か、もしくは、県がつくる計画でも県のこと

は書いてありませんけれども、もしくは、い

やいや、これはあくまで努力目標だから、最

終年度を終わったら、ここの割合までいって

いませんでしたからもうちょっと頑張ってく

ださいというぐらいのほんわかした意味合い

なのか、ちょっとその辺をどう理解したらい

いのかを教えていただければと思います。 

 

○吉田健康福祉政策課長 今お尋ねがござい

ましたのは、７番の生活環境の中の指標、７

つございますが、特に県営住宅のＵＤ対応割

合、それから道路の話がございました。 

 この指標の設定につきましては、実は県営

住宅のＵＤ対応住宅の割合、これは、住宅課

の方で県の住宅マスタープランというものが

ございまして、そちらの指標としても掲げら

れているものです。担当部としても、目指し

ながら、当然そこに到達を図っていきたいと

いうようなことで、21年度の現状が数字的に

は15.1％になっております。それで、マスタ

ープランの方の目標が27年度に30％まで持っ

ていくということで、当然計画的に予算をつ

けながら、そこに進んでいかれるものという

ふうに考えております。 

 もう１点、県管理道路の歩道バリアフリー

割合、これにつきましては、策定委員会の方

でも、道路のバリアフリーにつきましてはい

ろいろな議論がございました。といいますの

が、実はこの指標に設定してある部分が県の

管理道路に限られているということ、なおか

つ、ここでは整備計画地区というのを設定し

ておりまして、特に人通りが多いところとい

うふうに理解していただければいいと思いま

すが、そこでの歩道のバリアフリー、段差の

解消ですとか誘導用ブロック設置ですとか、

その整備延長割合をふやしていこうというこ

とになっております。といったことで、いろ

いろ御議論がありましたが、県がまず率先し

てバリアフリーに取り組むことで、それ以外

の地区にも広げていく、あるいは市町村の道

路にも広げていくということで掲げておりま

す。 

 なお、数字としましては、21年度の現状値

が84％になっております。これを28年度には

100％ということで、これも、土木部の方で

予算をつけながら、そこを目指して頑張って

いくというような数字として設定されており

ます。 

 

○松田三郎委員 なら、土木でつくっている

プランをそのままというか、したということ

ですね。はい、いいです。 
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○藤川隆夫委員 関連するかもしれませんけ

れども、このやさしいまちづくり推進計画、

９年間終了して、恐らくこれで今までやった

ことを検証し、あるいは総括もされて新しい

ものに進まれているというふうに思うんです

けれども、そのような文言が、恐らくこの中

には入ってきていないんだろうと思うんです

けれども、どういう形で総括して、こっち側

に反映させたか、教えていただければと思い

ます。 

 

○吉田健康福祉政策課長 Ａ３の資料では、

少し記載しておりますのが、上段のところの

一番上の２期計画のところから左下に矢印を

引っ張っております。２期計画につきまして

も指標というのを設定しておりますが、全部

で30ございました。このうち21項目が８割以

上達成ということになっております。ただ一

方では、８割未満のものが９項目あるという

ことで、特に意識づくりの分野、それから生

活環境の分野、ここにつきましては、さらな

る取り組みが必要ではないかというふうに思

っております。 

 道路・建築物・都市公園の整備等、このあ

たりにつきまして、バリアフリーは進んでき

ていると思う人の割合が、目標として80％ま

でと設定しておりましたが、現実的には62.5

ということで、県民の実感としても、まだま

だ取り組みが進んでいないなというふうな数

字が出ております。 

 こうしたことを踏まえまして、今の計画で

は、特に生活環境では、道路、住宅、それか

ら公共交通、こうしたところでの取り組み、

それから、特に意識づくりということでは、

新しい仕組みとして、ハートフルパス制度と

いうのをつくりながら、実際に県民意識を高

めていただくような取り組みを進めていかな

ければならないというふうに考えておりま

す。 

 

○藤川隆夫委員 今おっしゃられたことでい

くと、それ相応にこのやさしいまちづくりの

推進が進んでいるというふうにも聞こえるん

ですけれども、実際の感覚としては、物すご

いずれがあるんですよね。この数値目標を掲

げられて達成率も書いてありますけれども、

この計画の評価自体は、内部評価なのか外部

評価なのかという問題もあるでしょうし、本

当にこれだけ達成しているというような感覚

はないんですよね。そして、認知度が52.9％

と書いてありますけれども、こんなに私は知

っていないと思いますけどね、この内容に関

して。名前だけは知っているのかもしんない

けど、その部分に関して何かありますか、資

料等含めて。 

 

○吉田健康福祉政策課長 おっしゃるよう

に、その認知度というのがまだ半分というこ

とで、どこまでやさしいまちづくりという概

念を理解していただいているかという部分に

ついては、御指摘の部分もあろうかと思いま

す。そうしたことで、この計画には、県民み

んなで取り組んでいただきたいという趣旨

で、計画の愛称として、みんなでやさまち夢

計画ということで掲げておりますし、具体的

な取り組みとしては、今回新たに重点プロジ

ェクトということで設定して、こうした取り

組みを進めることで、できるだけ計画の認

知、やさしいまちづくりの認知度を上げなが

ら、実際の取り組みも実感していただけるよ

うな形で進めていきたいというふうに考えて

おります。 

 

○藤川隆夫委員 さっきの評価に関しては、

内部評価、外部評価、どちらでされているの

か。 

 

○吉田健康福祉政策課長 指標の評価につき

ましては、やさしいまちづくり推進協議会と

いうのが、この第１期計画からございまし
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て、そちらの外部の有識者を含めた委員会の

方で議論していただいております。特に指標

の進捗関係につきまして、御議論をいただい

ているところでございます。 

 

○藤川隆夫委員 外部が、結構入っていると

いうことで考えていいですかね。内部よりも

外部の方がたくさん入って評価しているとい

うことでいいですかね。 

 

○吉田健康福祉政策課長 基本的には、すべ

て外部の有識者の方になっております。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 

○山口ゆたか委員 やさしいまちづくりも障

がい者計画にもちょっと関連するんですけれ

ども、今教育の方では、特別支援教育という

ことで、個々の個別のワークシートから、そ

ういったものから個人の特性をとらえなが

ら、そして教育の支援計画につなげていくと

いう視点があります。そういった中でも、や

さしいまちづくりの推進計画の中で、指標の

一つに個別の支援計画の作成の学校の割合等

々も挙がっております。 

 きょうの障がい者計画の説明の中では余り

触れていないんですけれども、現計画、第２

期の計画の中に、先ほど鬼海先生からも、そ

の他の中で、障害者の就労についてありまし

たように、熊本県においては、地域生活支援

事業の中で取り組んでおられると思いますけ

れども、やはりこの今始まっている特別支援

教育の考え方をこの生活支援の事業の中に取

り組んだ考え方でつくれないのかなというふ

うに思いますけれども、現時点ではどのよう

に思われますか。 

 

○東障がい者支援総室長 先ほど説明の中に

障害者支援、この今計画策定中というのは、

実は障がい者計画の中にも２つございまし

て、障害者基本法に基づく障がい者計画と、

これが今現在第３期のプラン、今つくってい

るのが第４期のプランというところで、それ

ともう一つは、自立支援法に基づく就労支援

事業所とかそういったところの数値をどう目

標設定するかという障害福祉計画というその

２つがございますけれども、今お話があった

教育における個別支援計画、これにつきまし

ては、この第４期の熊本県障がい者計画の中

にも数値目標として盛り込んでいるところで

ございます。 

 

○山口ゆたか委員 数値目標としてはわかっ

ておるんですけれども、先ほど、確かに就業

先も、鬼海先生の質問の中で厳しい状況があ

るだろうということも存じ上げております

が、せっかく特別支援教育を通じて、その障

害者の皆さんの特性をとらえた、今後の人生

の指標となる１ついい材料と思いますので、

そういうことを盛り込むことが、学校現場に

おいても、ワークシートの必要性とか支援計

画の必要性を訴える一つの材料になるんじゃ

ないかというふうに思いますが、いかがでし

ょうか。 

 

○東障がい者支援総室長 障がい者計画を策

定する場合のライフステージごとの支援をど

うしていくかと、そうしたときに、私どもと

しても、就学前の保育所等における自閉症と

かそういった発達障害を持つ子供さんたちへ

の個別支援計画をどう策定していくかという

取り組みと、そういった方たちは何も就学前

だけで終わるだけじゃなくて、その後、就学

期においては小学校、中学校、高校、そして

高校を卒業してから、さらに社会に出ててと

いう形になります。それぞれの時期に個別支

援計画が細切れにならないように、それぞれ

の段階に応じて、それぞれ次の段階につなが

るような、そういった取り組みを進めていく

必要があるとして、この障がい者計画の中に
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も、重点施策の項目の一つとして、安心して

暮らせる社会環境の整備として教育の充実、

これにつきましては、教育委員会が策定して

いますくまもと「夢への架け橋」教育プラン

の内容をもとに構成して、その辺のことにつ

いても取り組むような計画をつくっていると

ころでございます。 

 

○山口ゆたか委員 東総室長の説明の中で支

援計画ということが出ましたけれども、私

は、使うべきはワークシートとかじゃないか

なとやっぱり思うんですよね。やっぱりそち

らが必要で、そちらには障害者の特性がある

ものだと思っておりますし、まだまだこのあ

たりはもう一回深めていただいて、障害者の

就労に向けた一つのいい材料となるように、

この計画にも取り上げていただけないかなと

いうふうにも思います。要望でお願いしま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 県の障がい者計画の策定の

ところなんですけれども、重点施策、４つあ

ります。この中で、新たな障害に対する支援

というのが何を指しているのか、何を考えて

いるのか非常にわかりづらい文言になってい

るんですけれども、一体何を指しているのか

全然これ、わかんないです。新たな障害に対

する支援というのが何を指しているのか、教

えてください。 

 

○東障がい者支援総室長 新たな障害として

計画の中に盛り込むのは、平成17年に法律が

制定された発達障害関係、それと高次脳機能

障害、こういった障害に対する対策をどうい

う形で取り組んでいくか、そのことについて

内容をまとめることとしております。 

 

○藤川隆夫委員 であれば、もっと具体的に

書かれてた方が私はわかりやすいと思うんで

すけどね。どっちにかかるのか全然わかんな

かったです。支援が新たなのか、障害が何な

のか全然わかんない書き方してあったんで今

聞いたんですけど、であれば、きちっとそう

いうようなことを踏まえて書かれてた方が、

私はこれはわかりやすいんじゃないかなと思

います。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 それでは、条例の説明に

入ります。 

 引き続き東総室長からお願いいたします。 

 

○東障がい者支援総室長 申しわけございま

せん。資料の方は、別冊の障害のある人もな

い人も共に生きる熊本づくり条例(仮称)の取

り組みについての方で説明させていただきた

いと思います。 

 まず、１ページをごらん願います。 

 １の前回の厚生常任委員会以降の取り組み

についてですが、２つ掲げております。 

 １つは、11月18日の第５回条例検討委員会

において条例素案について了承をいただいた

ところでございます。了承を得ました条例素

案につきましては、その資料の８ページから

14ページに添付しているところでございま

す。 

 ２つ目は、条例素案による事業所説明会を

県内３カ所において実施をいたしておりま

す。これまで６月から７月にかけて障害者団

体34団体との意見交換、７月には、県内３カ

所において一般県民を対象にしたタウンミー

ティング、８月から10月にかけましては、経

済団体等20数団体に対しまして説明会等を実

施してきましたけれども、前回のこの常任委

員会で事業者への説明が十分なのかという意

見をいただきましたので、経済関係６団体の

ほか地場企業469社、障害者就労支援事業所
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関係131施設に対し案内を行った上で、県

北、県南、そしてこの県庁での３カ所で事業

所説明会を実施しております。３カ所で、参

加者は140名程度の参加をいただいていると

ころでございます。 

 次に、２の条例素案におけるたたき台から

の変更点についてですけれども、前回の常任

委員会では、たたき台をお示ししたところで

すけれども、そのたたき台から、11月18日の

第５回の検討委員会で了承をいただきました

素案につきましては、主に７点ほど大きなと

ころの変更点をそこに記載しております。 

 １点目が、条例の名称を、障害のある人も

ない人も共に生きる熊本づくり条例としたと

ころでございます。これは、今回の条例が、

すべての県民が、障害の有無にかかわらず、

それぞれの個性の差異と多様性が尊重され、

社会の構成員として生き生きと生活できる共

生社会を目指してのものであること、また、

条例名としては、多くの人が抵抗なく受け入

れられることが望ましいとの考えからこの条

例名となったところでございます。 

 ２点目が、前文の追加でございます。８ペ

ージ、その前文を掲載しておりますので、ご

らん願いたいと思います。 

 最初の段落で、障害のある方の自立した地

域生活、積極的な社会参加を進めるために、

これまで以上に社会的障壁をなくすための取

り組みを図り、差別のない安心して暮らしや

すい地域づくりを進める必要があるとの認識

を示しております。ここで言う差別は、障害

のある人に対する参加を拒絶ないしは制限等

をすることを言うものでございまして、目指

すのは、同等に扱われるように取り組むこ

と、言いかえれば、均等な対応を確保してい

くよう努めるということでございます。 

 第２段落で、国際的な動きについて触れて

おります。権利条約の特徴は、障害のある人

とない人との間に存在する権利の享有に関す

る実質的な格差をなくし、共生社会を実現し

ようとするところにございます。また、障害

の概念が、社会モデルを踏まえたとらえ方で

示され、さらに、障害に基づくあらゆる差別

が禁止され、合理的配慮を行わないことも差

別となり得るとされております。第２段落で

は、こうした国際的な動き、障害者権利条約

の特徴について触れております。 

 第３段落で、障害の有無にかかわらず、そ

れぞれの個性の差異と多様性が尊重され、社

会の構成員として生き生きと生活できる共生

社会を目指して、この条例を制定するとして

おります。 

 前回の委員会で、障害のある人が夢と希望

の持てるような内容にとの意見をいただいた

ところでございます。この条例は、障害のあ

る人を含め人間間の多様性を認め、障害のあ

る人に障害を考慮に入れて同じ処遇となるよ

う環境を変えていく、社会参加を進めていく

ことを目指していくという内容になっており

ます。 

 前文からも、夢と希望の持てる内容となっ

たものと考えております。 

 １ページにお戻り願いたいと思います。 

 変更点の３点目が、障害者の表記を障害の

ある人に変更しております。これは、条例名

と本文の表記を統一するためでございます。 

 ４点目が、差別の定義の個別分野ごとの規

定の一部修正ですけれども、規定の中身の変

更はございません。 

 ５点目が、基本理念に障害者が権利の主体

であること、自己決定、自立の権利を明記し

ております。 

 ６点目が、広域専門相談員、調整委員会委

員につきまして、守秘義務違反の罰則を規定

したところです。罰則の内容は、本県の個人

情報保護条例と同じ内容となっております。

 ７点目が、施行期日についてです。地域相

談員の委託や広域専門相談員の委嘱など、一

部の準備行為を除き、24年４月１日を条例施

行日としているところでございます。 
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 今後の予定ですが、これまで23年２月議会

での条例提案を目途として進めてきましたと

ころですけれども、さきの８日の溝口委員長

の一般質問に対して、知事が、市町村や経済

団体などから条例素案についての説明が不足

している、あるいは制定後の運用面での不安

があるなどの声が届いている、このことか

ら、事業所初め県民及び市町村に条例の趣旨

が十分理解されるよう丁寧な説明を行い、十

分意見を伺った上で条例案を提案することが

大切、もう少し時間が必要、今後県民に十分

周知を図った上で23年６月定例会には提出と

答弁されたところでございます。 

 先ほど申しましたように、これまで関係団

体等に対して説明会等を行ってきましたけれ

ども、条例素案をもとに合理的配慮とはどう

いったことかなどにつきまして、提案前に条

例の趣旨が十分理解されるよう県内各地で説

明会を実施し、意見を伺った上で提案してい

くこととして、12月下旬から２月にかけて、

各地域振興局単位に県民・事業所等を対象に

説明会を実施するとともに、住民に最も身近

な自治体であります、障害福祉サービスの大

部分について実施責任を負う市町村に対しま

しても、条例について説明を行っていくこと

としているところでございます。 

 なお、パブリックコメントは、その後行う

こととし、２月から３月にかけて予定をして

おります。そして、６月議会の議案提出、24

年４月条例施行に向け取り組んでいく予定で

ございます。 

 資料２ページをお願いいたします。 

 資料２ページから条例素案における主な新

たな概念等の項目４点について記載しており

ますので、資料に沿って説明をさせていただ

きます。 

 １点目は、障害の定義についてです。 

 資料には、まず、現行法の規定、障害者基

本法の定義について記載しております。この

定義につきましては、現在内閣府の障害者制

度改革推進会議において見直しの検討がなさ

れております。見直しの背景は、批准に向け

て検討が進められている障害者権利条約が社

会モデル的観点で規定されていることにより

ます。 

 この定義に関する論点として２点記載して

おります。１点目は、①で、現行の規定では

谷間が生じているとの指摘があるという点で

ございます。現行法の規定では、資料では、

アステリスクのところで記載しておりますよ

うに、この法律において、障害者とは、身体

障害、知的障害、精神障害があるためとされ

ております。運用上は、平成16年の障害者基

本法改正時において参議院内閣委員会で出さ

れました附帯決議にありますように、てんか

ん、自閉症その他の発達障害を有する者、難

病に起因する身体または精神上の障害を有す

る者で、継続的に生活上の支援がある者を含

むとされておりますけれども、制度の谷間を

生まないためには幅広くとらえる必要がある

との指摘がございます。 

 現行法の定義に関する論点の２点目は、②

ですけれども、障害が機能障害でとらえられ

ているという点でございます。いわゆる医学

モデルでの観点での規定がなされているとい

う点でございます。 

 医学モデル、社会モデルにつきましては後

ほど触れさせていただきますが、障害者基本

法の規定を見ていただきますと、第２条で

は、身体障害、知的障害または精神障害があ

るためとされております。つまり、これら身

体障害などの機能障害が、日常生活または社

会生活の制限に直接つながっているという構

成になっております。 

 一方で、今回の条例素案ですが、現行法の

１点目の論点、谷間が生じているという点に

つきましては、その下の①にありますよう

に、機能障害を有する者を谷間なく対象とす

るということで、発達障害や高次脳機能障

害、慢性疾患による症状も含むと規定してお
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ります。 

 ２点目の論点につきましては、障害イコー

ル機能障害というこれまでの医学モデルか

ら、障害を個人の機能障害と社会との相互作

用でとらえるという、いわゆる社会モデル的

観点を踏まえて規定をいたしております。 

 具体的な規定ぶりは、アステリスクの条例

素案の部分ですが、①の関連といたしまして

は、そのアンダーラインを引いておりますよ

うに、機能障害を谷間なくとらえるというこ

とで、下線の部分の発達障害等を明記してい

るところでございます。 

 それから、②の関連といたしましては、ア

ンダーラインの部分ですが、その機能障害と

さまざまな障壁との相互作用によって生活上

の制限が生じているという構成になっており

ます。 

 この社会モデル的観点を踏まえた障害のと

らえ方につきましては、３ページに説明して

おりますので、３ページの方をお開き願いた

いと思います。 

 まず、従来の考え方ですけれども、障害を

心身の機能・構造上の損傷、例えば手足が不

自由であるとか目が見えないなど、機能の損

傷そのものがその人にとってさまざまな不利

益、障害であるという考え方でございます。

医学モデルとされているものでございます。

この医学モデルでは、障害を個人の問題とし

てとらえているとされています。先ほど説明

いたしましたように、現行の障害者基本法の

規定は、この考え方に立っているとされてい

るところでございます。 

 これに対して、新しい考え方では、障害を

個人のみの問題としてとらえるのではなく、

個人の機能障害と社会環境との関係、社会と

のかかわりの中で生じる不利益な結果ととら

える考え方です。この考え方は、ＷＨＯで採

用された考え方で、また、障害者権利条約で

規定されている考え方です。 

 資料の具体例のところをごらんいただきた

いと思いますが、視覚障害の場合、目が不自

由な場合の方ですが、例えば、手元の資料の

内容を把握することができないという状況が

あったとします。 

 医学モデルでは、その人の目が見えない、

視力が弱いといった視覚の機能の損傷が不利

益の原因となります。対処法としては、医学

モデルでは、損傷の除去や軽減、つまり本人

に対する治療やリハビリが挙げられますが、

機能の損傷の状況・程度によっては、その限

界があるところでございます。 

 これに対して、社会モデルとは、目が見え

ない、視力が弱いということだけではなく、

資料の文字が小さいことや、点字がわかる方

であれば資料に点字がない、あるいは町中に

音声ガイドがないということなどが、その方

にとっての社会参加を制限されている状態、

つまり、その資料の内容を把握することがで

きないという状態にある原因ということにな

っていきます。したがって、この例では、社

会モデルの対処法といたしましては、本人に

対する治療やリハビリだけではなく、弱視の

方であれば拡大コピーした資料を用意した

り、点字資料を準備したりすることなどとな

ります。 

 このように、障害が社会との相互作用によ

り生じるものであることを示すことにより、

障害のある方が障害のない人と同じように日

常生活や社会生活をしていくには、合理的配

慮が必要であるということが導き出されるこ

とになります。その下で、矢印で線を引いて

いるところでございます。 

 医学モデルでは普遍的要素とされていた社

会のあり方を、社会モデルでは可変的要素と

した形になるところでございます。 

 次に、４ページの差別の定義についてです

が、差別を定義する趣旨ですけれども、これ

まで、法令上、何が障害のある人への差別で

あるかという点につきましては明らかであり

ませんでしたので、県民の皆様に具体的な物
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差しを示し、差別の予防を図ることなどを目

的として定義するというものです。 

 ここでの差別は、悪意や偏見などにより人

をおとしめるような行為ではなく、障害者権

利条約において定義されている障害に基づく

差別に準拠したもので、他の者との同等を基

礎として、権利を享有することを害し、また

は妨げる効果を有するものとしております。

 条例素案では、大きく２点定義があり、不

利益取り扱いと合理的配慮に基づく措置を行

わないことを差別と規定しております。ただ

し、除外規定を設けておりまして、その下に

書いてありますように、不利益取り扱いをし

ないこと、または合理的配慮に基づく措置を

行わないことが社会通念上相当と認められる

範囲を超えた加重な負担となる場合は、差別

に当たらないとしております。 

 その４ページの中ほどに四角枠で、準拠し

ている障害者権利条約第２条を掲載しており

ます。「「障害に基づく差別」とは、障害に基

づくあらゆる区別、排除又は制限であって、

政治的、経済的、社会的、文化的、市民的そ

の他のあらゆる分野において、他の者との平

等を基礎としてすべての人権及び基本的自由

を認識し、享有し、又は行使することを害

し、又は妨げる目的又は効果を有するものを

いう。障害に基づく差別には、あらゆる形態

の差別(合理的配慮の否定を含む。)を含

む。」という障害者権利条約の第２条を掲載

しております。 

 まず、差別の定義の１点目の不利益取り扱

いについてですが、その上の(1)のところで

すけれども、定義といたしましては、日常生

活、社会生活の場面に応じて９分野について

具体的に定義しております。具体的に示して

いる８分野は、差別の行使や配慮などが重要

とされる生活の分野で、内閣府が示した分野

のうち、政治、司法を除き、一部分化してい

るところはありますが、ほぼ同じ分野となっ

ております。 

 不利益取り扱いの例ですが、分野ごとに例

示しております。 

 福祉サービスの分野では、障害のある子供

の保育所の利用を制限すること、医療の分野

では、障害のある人に対する医療の提供を拒

否したり、入院に際して介助等の条件を課し

たりすること、商品・サービスの提供の分野

では、障害のある人の入店やサービスの提供

を拒否すること、労働者の雇用の分野では、

障害のある人に対する採用・面接を拒否する

こと、教育の分野では、本人やその保護者の

意見を聞かずに就学する学校を決定するこ

と、建物等・公共交通機関の利用の分野で

は、障害のある人に対して施設や公共交通機

関の利用を拒否すること、不動産の取引の分

野では、障害のある人に対してアパートの賃

貸を拒否すること、情報の提供等の分野で

は、筆談でのやりとりを拒むことなどが挙げ

られます。 

 差別の２点目の(2)の合理的配慮に基づく

措置についてですが、その４ページの下段の

方ですけれども、定義といたしましては、障

害のある人が障害のない人と実質的に同等の

日常生活や社会生活を営むため、必要な合理

的配慮に基づく措置を行わないことと規定し

ております。 

 なお、後ほど説明いたしますが、障害のあ

る方や配慮を行う側の状況によって、具体的

にどのような配慮が必要かについてはさまざ

まであるため、条例では、その具体的な基準

というものは規定していないところでござい

ます。 

 この合理的配慮の規定につきましては、障

害者権利条約に準拠しておりますので、条約

の訳文に沿って、合理的配慮とはどういった

ものかを説明したいと思います。 

 資料は、５ページの方をごらん願いたいと

思います。 

 上の囲みの分ですが、障害者権利条約の第

２条、４ページに同じ第２条の条文を掲げて
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いますが、その同じ条文の後段に規定があり

まして「「合理的配慮」とは、障害者が他の

者との平等を基礎としてすべての人権及び基

本的自由を享有し、又は行使することを確保

するための必要かつ適当な変更及び調整であ

って、特定の場合において必要とされるもの

であり、かつ、均衡を失した又は過度の負担

を課さないものをいう。」と規定されていま

す。 

 このアステリスクの１の他の者との平等の

部分ですが、これは、障害のある人は障害の

ない人と比べて、日常生活や社会参加、例え

ばバスや電車で移動したり住みたいところで

暮らしたりといった面で、権利を享有できな

い状況にある、そのため、この他の者との平

等を基礎としてとは、障害のある人とない人

との格差をなくすという趣旨であり、障害の

ない人以上の権利を確保するという趣旨では

ないことを明らかにしております。 

 次に、アステリスクの２、３の部分です

が、必要かつ適当な変更・調整であって、３

の特定の場合において必要とされるというふ

うに規定されています。 

 そのアステリスク１の障害のない人との格

差をなくすということを前提にして、その手

段として、必要かつ適当な変更・調整が特定

の場合において求められるということになり

ます。アステリスク２のところで、個別的な

状況を前提としてというふうになっておりま

す。アステリスク３のところでも、個別の判

断がなされることを意味するというふうにな

っているところでございます。 

 そういうことで、この変更・調整は、障害

のある人が置かれた具体的な状況、個別的な

状況に応じて求められることになりますが、

先ほど申しましたように、その内容は、障害

の種類や程度、障害のある人の置かれた状況

によりまして多様であるため、一律に定める

ことが困難であるとされているところでござ

います。 

 また、この合理的配慮は、このように特定

の場合において求められるので、制度として

一定の分野に一定の基準を適用するもの、例

えばバリアフリー新法における最低基準や雇

用促進法における法定雇用率などとは異なる

ものであるとされております。 

 合理的配慮は、今申し上げましたような場

合に、状況に応じて、あらゆる人を対象に求

められることになりますが、アステリスク４

の部分ですけれども、均衡を失したまたは過

度の負担を課さないものをいうと規定されて

いますように、配慮を行うとされる側の状況

も考慮されるとされております。ただ、ここ

でも、どのような場合は過度な負担となるか

は、求められる配慮の内容が配慮を行う側の

負担能力などによって異なりますので、一律

の基準を設けることは難しいとされておりま

す。条例素案では、ここのところを社会通念

上相当と認められる範囲を超えた過重な負担

と規定しているところでございます。 

 これらを図式化したものを６ページの③の

合理的配慮に基づく措置の判断要素として記

載しておりますので、ごらん願いたいと思い

ます。 

 左側が障害のある人の要素を記載しており

ます。具体的には、障害のある人のニーズは

どのようなものか、機能障害の程度はどう

か、具体的な障壁は何かなどが挙げられま

す。そして、右側が合理的配慮を行う側の要

素ですけれども、事業者の規模(負担能力)や

合理的な配慮を行うことが事業活動に及ぼす

影響、事業者等が利用できる財政的支援など

が挙げられるところです。 

 こうした状況とあわせて、とるべき措置の

容易さ、困難さ、費用がどのくらいかかる

か、技術的に実現可能なのか、効果はどれぐ

らいなのかなどを総合的に考慮して、個々の

ケースで最適な措置を検討することになりま

す。最終的には、障害のある人と合理的配慮

を求められる側とのやりとりによって、何が
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適当かを決めていくことになるかと思われま

す。 

 具体例を挙げますと、２階に利用したい施

設があるときに、車いすの方への配慮として

は、エレベーターを設置することもあります

し、施設が木造のためエレベーターの設置が

困難である場合、施設の利用者も限られると

いうのであれば、事前に連絡を受け、人的対

応により２階への移動を行うこともあること

になるということでございます。 

 次に、資料は５ページにお戻りいただき、

合理的配慮としてのどのような例があるか

を、障害のある人の雇用を例に、下の方の②

の合理的配慮に基づく措置の具体例というこ

とで記載しております。 

 身体障害のある方に対しては、例えば、移

動や作業を容易にするため、執務環境をバリ

アフリーにすることや音声パソコン、拡大読

書器、音声ガイドを設置することなどが挙げ

られます。 

 知的障害の場合は、例えば、わかりやすく

説明することが求められますので、業務内容

について時間をかけてゆっくり説明したり、

わかりやすい説明をしたりすることなどが挙

げられます。場合によってはジョブコーチの

配置なども考えられます。 

 次に、精神障害の場合につきましては、例

えば、長時間の勤務が困難な方に対しては、

状況に応じて出勤時間をおくらせるなどの勤

務時間の調整をすることや定期的に治療が必

要な場合にはカウンセリングのための休暇を

認めることなどが挙げられます。 

 発達障害のある方については、例えば、言

葉によるコミュニケーションが困難である場

合がありますので、その場合には、手順を視

覚的に理解できる絵を使って指示すること

や、あいまいな指示ではなく具体的で明確な

指示を行うことが合理的配慮となります。 

 参考までに、合理的配慮に関する他国での

規定、韓国とアメリカについての雇用分野の

規定ですが、資料６ページに記載しておりま

すので、ごらん願いたいと思います。 

 資料６ページ、中ほど以下の参考のところ

でございます。 

 まず１つ目の丸の韓国の例ですけれども、

韓国は、障害者権利条約をもう既に批准して

おりまして、障害者差別禁止法を2007年に制

定しております。その11条で、正当な便宜供

与義務ということで、韓国の場合は合理的配

慮という用語ではなく、正当な便宜供与義務

ということで規定がされているところでござ

います。 

 下の方の丸、障害のあるアメリカ人法に基

づく合理的配慮及び過度の負担に関する雇用

機会均等委員会施行ガイダンス、これはアメ

リカの例ですけれども、そこにおける合理的

配慮として、こういったものが例示されてい

るところでございます。 

 このアメリカの場合のポツの２つ目には、

職務の再編成とありますが、これは、本人の

機能障害のため行うことができないような、

本来求められる職務ではなく、附帯的な職務

を他の従業員に再配分する、そういったこと

をいうというふうになっております。 

 また、ポツの７つ目には、あいているポス

トへの配置転換とありますが、これは、現在

のポストでは合理的配慮ができない、あるい

は合理的配慮をしても職務遂行ができないと

いう場合には、職務遂行が可能な他のポスト

に配置転換することとされているところで

す。 

 ７ページをお開き願います。 

 話し合いを基本とした個別事案解決の仕組

みについてです。 

 条例では、不利益取り扱いとは何かという

物差しを示すとともに、不利益取り扱い事案

が生じ、当事者では解決することが困難な場

合に、第三者による個別解決を図る仕組みと

して、図にあるような仕組みを盛り込んでい

るところです。 
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 なお、事案によっては、広域相談員等では

解決が難しい、県全体で取り組まないと進ま

ないといったことも想定されます。このよう

な場合は、この仕組みの中ではなく、７ペー

ジの下の方のアステリスクのところに書いて

おりますけれども、県障害者施策推進協議会

で論議することを予定しております。 

 また、事案によっては、法的に不服申し立

て制度があるような場合もございます。例と

しては、障害者自立支援法で規定するサービ

スに関することや公務員の人事委員会の不服

申し立てに関するケースなどがございますけ

れども、これらのケースは、この仕組みでは

なく、それぞれの制度で動くことを予定して

おります。 

 15ページをお願いいたします。 

 ８ページからしばらくは、素案の内容でご

ざいますので、15ページをお願いいたしま

す。 

 障害のある人もない人も共に生きる熊本づ

くり条例(仮称)、素案に係る解釈指針(案)と

いうことで、現時点での素案をもとに策定し

たものでございます。 

 規定内容の説明及び運用についてまとめた

ものでございます。 

 時間の関係もございますので、幾つかの点

について説明させていただきます。 

 27ページをお願いいたします。 

 労働者の雇用における不利益取り扱いの定

義ですけれども、上の四角囲みですけれど

も、合理的な理由なく障害のある人に対して

行う、次に掲げる行為として３点挙げており

ますが、解説のところの冒頭に記載しており

ますが、雇用主がどのような者をどのような

条件で採用するかについては、原則として自

由にこれを決定することができるというのが

採用自由の原則でございます。この採用自由

の原則が基本的にあるということでございま

す。ただ、そういった中でも、その解釈及び

運用の前の３行に書いていますように、この

条例では、障害のある人を雇用することを義

務づけることではないけれども、障害のある

人の雇用に関して、募集または採用する場合

や労働条件の適用、解雇する場合などにおい

て、一定の配慮を求めるということでござい

ます。 

 33ページも、同様に不動産の取引における

不利益取り扱いの定義について解釈指針とし

て示しております。その解説にもありますよ

うに、個人が締結する契約につきましては、

締結の自由、相手方選択の自由、内容決定の

自由、方式の自由など、契約自由の原則がご

ざいます。ただ、一方で、住居は、障害のあ

る人がそれぞれの地域で生活を送るための生

活の基盤であり、障害のある人がない人と同

じように自由に不動産取引ができるというこ

とが、地域生活には必要不可欠なものでござ

います。そういうことで、不動産取引に関し

ても、契約自由の原則に関して一定の配慮を

求めるものでございます。 

 幾つかの例を申しましたけれども、今後、

説明会等では、現時点で策定いたしましたこ

の解釈指針について、これを使うなどして、

条例の趣旨が十分理解できるように説明に取

り組むこととしております。 

 いずれにしましても、県として、障害のあ

る人も障害のない人もそれぞれが地域で協力

し合い、主体的に参加できる共生社会づくり

を早急に進めていく必要がある、そのために

は、県民がひとしく社会の一員としてあらゆ

る分野に参加することができるよう、その中

の障害のある人が人権を尊重され、自己選択

と自己決定のもとに、あらゆる活動に参加で

きる社会の実現を目指すことが必要と考えて

おります。それを進めるためには、障害のあ

る人を保護の対象としてではなく、参加障壁

をなくし、社会に参加を進めていくために、

社会モデル的観点を踏まえた障害の定義や合

理的配慮について理解を広げていくという取

り組みがその前提として必要だというふうに
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考えています。このことによりまして、共生

社会実現に向けた取り組みを少しでも早く進

めていく、そういったものとして条例策定に

取り組んでいるところでございます。 

 以上、概要について報告いたしました。 

 

○溝口幸治委員長 ちょっと休憩します。10

分まで。 

  午後２時59分休憩 

――――――――――――――― 

  午後３時７分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、再開をいたし

ますが、東総室長のだけじゃなくて、後ろに

きょうは担当の部下の方たちも来ていただい

ておりますので、それぞれお答えいただいて

も構いませんので、総室長が手を挙げる前に

挙げても構いませんので、どんどん挙手をお

願いいたします。 

 それでは、質疑に入りたいと思いますが、

どなたか質疑ございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 幾つかあるんですけれど

も、今差別の定義等々書いてありますね、前

文も含めてなんですけれども、まず、前文の

方から行きますけれども、この中に、障害の

ある人がみずからの決定に基づきというふう

にあるんですけれども、身体障害の場合はあ

る程度わかるんですけれども、知的、精神の

ときにどういうふうに、決定を確認するのか

という問題が１つと、わざわざ前文の中にこ

の国際連合の話を書かなきゃいけないのかと

いう話、なくても私は構わないと思う。内容

が入っていればいいと思うんですけれども、

その部分はどういうふうに考えられますか。 

 

○東障がい者支援総室長 まず、これは、説

明資料の先ほどの個別の解釈指針のところで

も、医療のところなんかでも、本人の希望に

基づかずとか、本人の意に反してとかいうの

がございます。身体障害の場合は、ほとんど

の方が自分で判断できるというところがござ

います。ただ、精神障害とか知的障害の方に

ついては、その判断がなかなか難しい場合も

ある。ただ、そうした場合は、解釈指針等で

もしておりますのは、21ページ、福祉のとこ

ろですけれども、本人の意に反してというと

きに、本人の意に反してとは、その21ページ

の一番下に３行ほど記載がございますけれど

も、相談支援において障害のある人の自己決

定を尊重しないことをいうということで、な

お、重度の障害があり、本人の意思を確認す

ることが困難な場合であっても、可能な限り

本人の意思を確認するよう努め、障害のある

人のニーズ、家族の状況、地域の支援体制等

を踏まえ、障害があっても地域で暮らすとい

う考え方を基本的な方向性として、最善の選

択をすることが求められるということになっ

ています。障害者権利条約でも、基本的にそ

ういう自己判断ができない人についても社会

的支援等で、それを含めて、そういったもの

を受けた上で判断をしていくという考えで、

そういうことで、この前文で書いてある自立

というのは、そういったことも含めての形で

ございます。 

 それと、前文については、この条例制定者

において強調する必要がある場合に設けると

いう形になっております。そういうことで、

確かに国際連合の話を入れるのかというとこ

ろがございますけれども、今この条例を制定

する趣旨として、世界的な動き、現在、全世

界でこの障害者権利条約については、147カ

国が署名して、96カ国が批准まで至っている

ところでございます。そういうことを受け

て、この条例をつくるのも、知事のマニフェ

ストでも世界的な権利条約締結の流れ、それ

と、２月定例県議会で採択されました請願に

おいても、世界的な、そういう障害者権利条

約の締結の流れということが入っておりまし

た。そういったことを踏まえて、この前文に

盛り込んだところでございます。 
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○藤川隆夫委員 今の流れはわかりますし、

そういう形は構わないんですけれども、わざ

わざ国際連合で採択されたという文言まで入

れなきゃいけないのかと、県独自のものをつ

くろうとしているときに、こういうものを引

っ張ってくる必要はないんじゃないかと私は

思うんですよね。これを踏まえた上でつくれ

ばいい話であって。それが１つ。 

 それと、先ほど最善の選択とおっしゃいま

すけれども、できないのに、だれが最善の選

択をするんですか。周囲の人ですか。だれで

すか、これは。 

 

○東障がい者支援総室長 いろんなケースが

あるかと思います。障害者権利条約では、そ

ういった決定権をフォローするような社会的

な法的支援システムというのを締結国は進め

ていくという形がございますけれども、現時

点では、日本ではそういったものはございま

せん。したがいまして、それぞれの個別事

情、状況に応じて、先ほど21ページに記載が

ありますように、可能な限り本人の意思を確

認するよう努め、障害のある人にとって最も

最善の選択をしていくということになるとい

うふうに考えております。 

 

○藤川隆夫委員 極めてあいまいな書き方と

いうか、言い方なわけですよね。やっぱりこ

れをクリアにしとかないと、知的・精神障害

の方たちは困ると思いますよ。こういう言い

方だと、一体だれが決めたって話になります

よ。本人の権利を守れませんよ。その付近は

やっぱりもうちょっと詰めるべきだと私は思

います。 

 もう１点、違うのでいきますけれども、差

別の定義についてやっぱりありますけれど

も、この不利益取り扱いをしないこと、また

は合理的配慮に基づく措置を行うことが、社

会通念上相当と認められる範囲を超えた過重

な負担になる場合は差別に当たらないという

ふうに書いてありますけれども、これも極め

てあいまいな表現だというふうに思います。

社会通念上というのは幅があると思います、

１つは。合理的配慮も含めてなんですけれど

も、この部分はどういうふうに今後詰められ

ていくのか。 

 

○東障がい者支援総室長 確かにおっしゃる

とおりで、障害者権利条約でも過度な負担と

いう形でしか記載がございませんし、既に制

定されたところでも過度な負担というのはや

はり積み重ねという形になっています。実は

先週も、既に条例を制定した千葉、北海道に

次いで、岩手県が、12月８日に議員提出議案

として全会一致でこの障害者への差別をなく

す関係の条例を可決したところでございま

す。 

 いずれにしても、それぞれ千葉、北海道、

岩手とも障害者権利条約に準拠した取り扱い

になっているというところで、基本的には、

先ほどこの資料の６ページの上に書いてあり

ますように、障害のある人と配慮する側のそ

れぞれの事情、それぞれの要素を考慮して個

別の個々のケースで判断していかざるを得な

いんじゃないかと、そういったものにつきま

しては、それぞれ当事者間で話がつかない場

合は、第三者を入れたところでその辺の整理

を行っていく形にならざるを得ないというふ

うに考えているところでございます。 

 要は、少しでも障害者の方が社会参加の障

壁を少なくして社会参加ができる状態に持っ

ていく、そのためには、今現時点ではどうい

った配慮をすべきなのかと、ただ、その配慮

をする上において、経済的な負担とかあるい

はほかへの全体への影響等、そういったもの

がある場合は、その辺は過度な負担として差

別まではならないけれども、そういう条例の

趣旨を踏まえて取り組んでいただく、それに

尽きるんではないかというふうに思っており
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ます。 

 

○藤川隆夫委員 やっぱり説明聞いたけれど

も、よくわかんないというところですよね、

過度な負担というのは一体どれを指すのかと

いうのが。その下に不利益な取り扱いと、こ

れはわかりますよ、言っていることが。これ

を言っているんだけれども、実はこれをでき

ないような民間のものですね。私は、公的な

施設は全部すべきだと思っていますよ。過度

な負担であろうとも私はすべきだと思うけれ

ども、民間の場合どうするかという話ですよ

ね。逆に言うと、雇用にまでこれは広がって

くると思います。そのときに、この過度の負

担というのが一体どれに当たるのかをきちっ

とこっち側で、こっち側というか、つくった

方で言っておかないと戸惑うばかりだという

ふうに私は思うんですよね。逆に言うと、雇

用しようと思っても、じゃあ、これがあるか

ら、じゃあ雇用をやめようというようなふう

になってしまったら、これは意味がないよう

な条例だと私は思うんで、やっぱりその部分

をきちっと、過度の負担はどういうものなの

か、社会通念上は何なのと、この付近はきち

っと整理しておく必要があると思うんですよ

ね。 

 ただ、どちらにしろ説明は出てこないと思

いますんで、今の話からすると出てこないと

思いますので、この付近をもうちょっと緻密

に考えていただいて、精査なり何なりするの

も必要でしょうし、内部で検討するのも必要

でしょうし、あとは、実際に雇用されている

企業に、やはり再度細かく、どこまでであれ

ばというのも含めてやっぱり決めておく必要

があるんじゃないかというふうに思います。 

 それとあわせて、障害者のこの雇用の場面

においても、障害の特性というのは個々によ

って全部違います。それに対して対応してい

かなきゃいけない、雇用したところはです

ね。その中で、知的であっても種類が幾つも

あります。人によって全部違います。じゃあ

それに対応するための人間をどうやって張り

つけていくかという問題が出ます。 

 現実に私が今仕事しているところで、精神

と知的１人ずつ雇用しています。その方たち

と話もしますけれども、やはり対応をきちっ

としていかないと、その人たちのモチベーシ

ョンも下がって、きちっとした仕事もできな

くなるし、精神的にも不安定になるというの

は、現場で見ていますからよくわかります。

そのためには、雇用した人に対して１対１の

対応が必要になってくる可能性が物すごくあ

るんですよ、企業側が。その部分を含めて説

明をし、そして雇用の場を広げていくことを

やっぱりやっていかなきゃいけないと思うん

ですね。そういうような話は実際企業側と話

したときに出たのかどうか、説明されたとき

に。 

 

○東障がい者支援総室長 これまで、経済関

係団体６団体、そことこういう条例案を考え

ているということで説明をしたけれども、そ

こでは極めて具体的な内容までの意見等は出

てきませんでした。先ほど説明いたしました

11月に説明会をしたときに、11月26日が県庁

の方でやったんですけれども、そのときが一

番多く、参加が81名ございましたけれども、

その中で企業さんの方からは、合理的配慮と

は何か、もっと詳しく参考となるものがあれ

ばいいがとか、あるいはそういったことは質

問ございましたけれども、やはりひざをつき

合わせて話を聞かないと、なかなかそこは話

として出てこないところかなというふうに思

っているところでございます。 

 そういうことで、12月から１月にかけて、

その辺、できる限りそういう意見を聞く場を

設けてお話をお聞きしていくこととしており

ます。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 
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○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○山口ゆたか委員 今、藤川委員が言われた

ことにもちょっと関連するんですけれども、

やっぱり条文に書かれている内容の明確化と

いうのが重要だと思っております。それをあ

らわしてくれるのが、この後段にもついてお

りますけれども、解釈の指針ということだと

思っております。 

 先日行われた第５回障がい者への差別をな

くす条例検討委員会の議事録を読まさせてい

ただくと、やはり解釈の指針というのを今後

つくり上げながらという考え方で進んでいる

ようでございますけれども、東総室長に１つ

お尋ねします。 

 家族の規定について答弁されております。

その中で、条文上には障害者に限定してお

り、家族については書くことができないけれ

ども、実際に運用する中では、障害者に基づ

くととらえられるものであれば、あらゆる人

に禁止されるんだという認識、その辺は周知

を図っていきたいと。条文とこの解釈指針の

内容がちょっとずれるような感覚で説明をさ

れているんですよね。このあたりは我々はど

う認識すればいいのかなと。もし家族という

ことがその対象になるのであれば、家族とい

うことを書かなければいけないんじゃないか

と思います。それを解釈指針で東総室長は示

しますということを発言されております。こ

のあたりはどういうふうに我々は認識すれば

いいんですか。 

 

○東障がい者支援総室長 家族の、今御質問

があったところは、この条例で言う障害があ

る人、差別を受けるとされる障害がある人

に、障害のある人及びその家族というふうに

規定するべきではないかという意見がござい

ました。ただ、それに対して、その第５回の

検討委員会でお答えいたしましたのは、障害

者権利条約は家族までは入れてないと、障害

のある人すべての人を対象としていると。あ

くまでも障害者権利条約全文を通じて障害の

ある人を対象にしているというところがござ

います。 

 それと２点目として、現行障害者基本法の

取り扱いも、あくまでも障害者への差別防止

という規定がございますけれども、そこで規

定されているのもすべて障害者というところ

で特定されているというところでございま

す。 

 そういうことで、条例で、その障害のある

人及びその家族ということを、差別を受ける

人として規定するのはいかがかということ

で、条例上は、差別を障害のある人に限定し

た形の表記にいたしますと。ただ、この条例

が障害者へのいろんな不利益取り扱い、合理

的配慮の欠如をしないことを条例で制定する

こととしていますけれども、そういう障害に

基づく差別の対象者は障害者だけなんですけ

れども、障害に基づく差別は、障害のある人

に対して禁止されるんではなく、あらゆる人

に対して障害に基づく差別と認められるので

あれば、禁止されると認識されるべきじゃな

いかと。そういうことを解釈指針の中で言及

していきたいというか、そういったことを中

に盛り込んでいきたいというふうにお答えし

たところでございます。 

 

○山口ゆたか委員 じゃあ、条文と解釈指針

は違うということになりますよね。違うよう

にとられても仕方ないということになります

よね。恣意的な運用ということを避けるため

なんていう発言も３点目でされておりますけ

れども、どういう思いがあったのかというの

をもう一回。 

 

○東障がい者支援総室長 これはいろんなと

ころで、いろんなところといいますか、幾つ

かのところで、やはり障害に基づく差別と認
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められるのであれば禁止されると認識される

べきという、物の本等でも言及されていま

す。そういうことで、我々が人を差別するな

というときも、ある種の障害の特性を持った

人に差別をするなということは、障害に基づ

くような差別をすることは、基本的にはどの

人に対してもしてはいけないという基本的な

ものがあるんじゃないかというところで、そ

ういう言い方をしたというところなんです

ね。 

 

○山口ゆたか委員 その理解であれば、実際

に運用する中では、人権というのは、それぞ

れが個人の尊重とか平等とか権利を主張しな

がら、他者に対する配慮もしながら訴えてい

くものだと思いますけれども、そういう考え

からすると、ちょっと違和感が残る。 

 そしてまた、じゃあ、続けてよろしいです

か。 

 

○溝口幸治委員長 はい、どうぞ。 

 

○山口ゆたか委員 解釈指針について、これ

はいつまでにつくり上げるんですか。 

 もう１点聞きます。調整委員会は、解釈指

針の作成に関与するんですか。 

 

○東障がい者支援総室長 この解釈指針、今

お示ししているのは現在の素案をもとに案と

しておつくりしているところでございます。

最終的に解釈指針を公的にきちんと整理する

ためには、最終的には調整委員会の方に意見

を聞くという形になっております。そういう

ことで、調整委員会の審議を経て最終的には

でき上がっていくということでございます。

調整委員会でいつ審議できるかというのは、

条例がいつ議会で議決をいただくかというと

ころとも関係しますけれども、その議決を受

けた後、速やかにそういう調整委員会で整理

をしていければというふうに思っておりま

す。 

 それと、こういう事務的な、やはりいろん

な場で、先ほど藤川委員からもお話がありま

したように、そもそも過度な負担、要する

に、社会通念上過重な負担とは何なのか、合

理的配慮は何なのかというのを、やはり県民

の方に説明するときには、やはり条文だけで

はなかなか難しいなというところもあります

ので、できるだけこの解釈指針を、１月の説

明会では、もう基本的には全般にわたる形で

整理した上で示していって、その上で意見を

聞いていきたい。そして、その意見を聞いた

上でさらにパブリックコメントをして最終的

な条例案ができ上がっていく、その議決を受

けた後に、最終的にその条例に基づく解釈指

針を調整委員会に付議して整理されていくと

いう流れで今考えているところでございま

す。 

 

○山口ゆたか委員 じゃあ、７ページの図に

おいてちょっと整理させていただきたいと思

います。 

 13ページに、障害のある人の相談に関する

調整委員会ということで内容が記載されてお

ります。確かに、障害のある人へ理解を広

げ、差別をなくす、４番目にですね、取り組

みに関する重要事項(この条例の解釈指針の

策定を含む)なんていうことが書いてありま

すけれども、実際知事から助言、あっせんを

求められて、是正勧告を進言する人たちにこ

の解釈指針の策定までお願いしていいのかと

いう組織的な役割がありますよね。これをど

う解釈すればよろしいんでしょうか。知事か

ら、この事案はちょっとどうなんですかとい

うことを、答えを付託された人たちが、と同

時に解釈指針もつくっていくというのはすご

くおかしいことだと思いますが、いかがでし

ょうか。 

 

○東障がい者支援総室長 調整委員会では、
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このそれぞれの障害者への差別としてどうい

ったものを想定しているのか、あるいは合理

的配慮とはどういったものかというところ

で、基本的には条例の解釈指針ということ

で、その分をやはり我々事務的にだけでつく

るんではなく、第三者を入れたところのそこ

での審議を踏まえた形でつくるべきではない

かというところで、この調整委員会でその審

議をしていただく。 

 条文としては13ページです。13ページの３

の１の④で、この条例の解釈指針の策定を含

むということで、それについて調査審議し、

必要と認める事項については知事に意見を述

べることができるという形でしているところ

でございます。あくまでもその意見をもとに

知事が最終的には整理するという形になって

いるところでございます。 

 

○溝口幸治委員長 ちょっといいですか。ほ

かの県の条例でこういうパターンのやつはあ

るんですか、大体その条例が制定されて、そ

して事務方で中身、文言の整理というか、解

釈を整理して世の中に出ていく、運用されて

いくというのが通常だと思うとですけど、そ

ういう解釈を第三者にゆだねて決めてという

のがほかにありますか、例が。 

 

○東障がい者支援総室長 千葉がこの取り扱

いと……。 

 

○溝口幸治委員長 千葉じゃなく、千葉はわ

かっていますけれども、熊本県の条例でほか

にそういうのがありますか。 

 普通議論をして、パブリックコメントとか

かけたり、いろんな意見聴取をやったり、県

議会の議論なんかで大体そういう解釈とか指

針なんかが固まってきて、運用まで、制限と

いうか、方針というか、そういうのが決まっ

ていくのが通常の流れだと思うんですけれど

も、こういう形で、最終的には、言い方は悪

いんですけれども、みんなが意見言っても県

議会で議論しても、いやいや、最終的に決め

るのはこの調整委員会ですよというのがほか

の条例であるなら、こういう事例があります

という説明を受けると、ああ、そういうのも

ありなのかと思うんですけれども、なかなか

しっくりいかないなあという感じが今のとこ

ろしているんですが、これはそうせざるを得

ない理由は何ですかね。 

 

○東障がい者支援総室長 あくまでも条例の

規定そのものは全く変わらないというところ

で、その規定そのものをここで審議するとい

う話ではございません。あくまでもこの条例

の具体的に合理的配慮とは何なのか、その時

代状況に応じて変わっていくんじゃないか

と。合理的配慮も、社会の進展に応じて、そ

れがこういった基盤ができれば、それまでの

配慮の部分じゃなくて、もっと次のステップ

に行くんじゃないかというところで、それぞ

れ状況は変わってくるんじゃないかというと

ころで、そういったことをどういう形で整理

するかといったときに、本来であれば、知事

のもとの行政機関で整理するのが基本だとい

うふうに思っています。ただ、これは障害者

に関する規定で、障害者に関するいろんなも

のをつくるときには、障害の、我々のことを

我々抜きには決めないでという一つの障害者

権利条約が世界的な動きで流れていくとき

に、そういう論議があるというところで、障

害者の意見も踏まえてつくる必要があるんじ

ゃないかというところで、この調整委員会の

ステップを入れたというところでございま

す。 

 調整委員会の構成メンバーとしては、過半

数をとることは予定はしていませんけれど

も、一定の障害者ないしはその家族の方をそ

の調整委員会のメンバーに入れるということ

で考えているところでございます。 
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○溝口幸治委員長 障害者の方の意見を聞い

て決めるというのはわかりますけれども、何

か今までにない、ほかの条例にないようなや

り方なので、いま少しまだ議論の余地がある

のかなという気はします。おっしゃったよう

に、障害者の意見を聞くという観点はどっか

に入れるべきだと思いますけれども。 

 

○駒崎環境生活部長 今の件で、全く参考で

はございますけれども、例えば環境生活部に

あります環境基本条例の中に環境審議会を設

置する、これは自治法の規定に基づく附属機

関として置くために条例で設けている機関で

すが、いろいろな環境基本条例に基づく計画

づくりのときに意見を聞くということもあり

ます。 

 それから、温泉の掘削許可なんかをする場

合には、環境審議会の中に部会がありまし

て、そこに諮って議論をしていただいて知事

の最終的な掘削許可になるというようなこと

がございます。 

 そうした意味で、ある意味では、環境審議

会に諮るという中では、温泉掘削許可をする

に当たって、その条例の解釈、運用として妥

当かと、当該温泉に新たな許可を出すことが

量を含めて適切かどうかということの御意見

をいただいているという意味では、第三者機

関に諮りながらという例は皆無ではないと思

います。 

 調整委員会という名前になっていますの

と、単に審議するだけでなくて、いろんな要

素が入っていますので、少し委員の先生方に

違和感が強いのかなと思いますが、この条例

の運用としては、これでいいのかという議論

を含めて審議会の意見を聞くというシステム

は、文化振興条例の文化審議会とか、我が部

の環境審議会とか、ほかにも、例えば総務部

の私学審議会あたりでもそういうふうになっ

ているのかなという気はいたしますので、少

し調査をさせていただく時間をいただければ

と思います。システムとしてはあり得る話か

なというふうに感じております。 

 

○溝口幸治委員長 ありがとうございます。 

 温泉の掘削にまで――例えば、泉源から泉

源が300メートルという決まりがあって、そ

の中で環境の変化に応じてでしょう。枠が決

まっとっとでしょう。この条例の場合、その

枠も含めてそのときの時代というか、背景に

応じて変わっていくというような、さっき東

総室長の説明だったと思うんですけれども、

まさに藤川委員がおっしゃっている社会通念

上相当というとこら辺は、その時々で変わる

可能性が出てくるのかなと。例えば、私と鬼

海委員が同じ飲食店をやっていたと、障害者

の方たちからいろいろ要望があって、私は―

―まあ、鬼海委員にしましょう。鬼海委員は

改善をしたと、けど、何であなたのところ

は、あそこの飲食店ができて、あなたのとこ

ろはできないんだというような話を詰められ

てきたときに、社会通念上が、鬼海委員のと

ころはやったのでという基準になるのか、そ

れとも財政的な決算書まで見せて話をしてい

くのかというのが非常にやっぱり難しいのが

出てくるのかなと思います。そんなあくどい

人たちがいっぱいいるとは思いませんが、そ

の社会通念上の基準ですよね、そこがその時

々で変わっていって、バージョンアップを図

っていくといったときに、さっき藤川委員が

おっしゃったところで私もちょっと感じたん

ですけれども、何かどっかできちっとこの枠

ですよというのが示されないと、その枠がど

んどん大きくなっていくというのじゃ、なか

なか難しいのかなという気がしていますけれ

ども。 

 

○東障がい者支援総室長 まず、社会通念と

いったときは、その時代状況というか、とい

うことでも通念でというところです。ただ…

…。 
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○溝口幸治委員長 東総室長がかわって、次

の総室長が来たときの通念も一緒ですか。変

わらないですか。 

 

○東障がい者支援総室長 社会通念というの

は、その空間におられる方たちの基本的な認

識というところでですね。それと、先ほども

確かにいろんな形で言われますけれども、６

ページの上の図でありますように、それぞれ

のやはりこの過度な負担、合理的配慮につい

て、どこまでとれるかというのは、その状況

によって、そしてそれをする事業者の状況と

かそういったもので取り扱いを整理していく

しかないんではないかということで整理した

ところでございます。これはもう障害者権利

条約でも、制定しているいずれの３県におい

ても同じような事柄として整理されていると

ころでございます。 

 

○鬼海洋一委員 社会通念上ということが議

論になっておりますけれども、これは法律用

語上の解釈、一定の範囲というのがその中に

当然出てきているはずですよね。ですから、

無限にその時々によって範囲が大きく変わる

ということはあり得ない話ですから、まずそ

の辺の整理をすべきじゃないのか。 

 それから、個別に出てくる課題について

は、ケースによって多様な状況が出てくるわ

けですので、その辺を可能な限り解釈Ｑ＆Ａ

の中で触れることができれば、私はいいんじ

ゃないかなというふうに思っております。そ

の辺、いかがでしょうか。 

 

○東障がい者支援総室長 まず、解釈指針の

中でも合理的な配慮の例ということで、もう

既に今お示ししている案の中にも書いていま

すように、そういった例をいかに内容を充実

していくかというところで考えているところ

でございます。 

 

○鬼海洋一委員 だから、その合理的配慮と

いうことのそのものは、その時々によって、

若干の違いはありますけれども、大きくその

ものが見方の中で変化をするということはあ

り得ない話ですから、一定の限界の中でそれ

は進んでいくと。ただ、個々については、そ

れはケース、ケースで変わるわけですから、

そういう意味で可能な限りその部分の解釈に

ついて用意をするということをやっていけ

ば、それ以上のことはできないんじゃないか

なというふうに、私の意見として申し上げて

おきたいと思います。 

 

○溝口幸治委員長 ほかに。 

 

○山口ゆたか委員 じゃあ、もう一回視点を

変えて、７ページ、ちょっと教えてくださ

い。地域相談員にしても広域専門相談員にし

ても、その障害者と関係者、差別をしたとさ

れる人でありますけれども、その調整を図っ

ていくと。個別解決を図っていくということ

でありますけれども、私、皆さんからいただ

いた800件の事例を見て、ちょっと違和感が

あるのが、関係者、差別をしたとされる人と

いうアクションが、まず第１が相談というふ

うになっていますよね、相談員に対してです

ね。それはもう広域専門相談員のところに

も、第１のアクションが相談ということにな

っていますけれども、家庭に関する問題を除

いて、相談員の皆さんというのは、絶対まず

指摘をしに行かなければいけない状況だと思

うんですよ。ほとんどの事例が、障害者の皆

さんから差別の相談を受けて、その相談を受

けた相談員が関係者に対して指摘をしに行か

なければいけないんですよ、ほとんどの事例

が。これは何でこっちに矢印が引いてあるの

かなと。このあたりはどう解釈すればいいの

かなと思って、その点、ちょっと教えてくだ

さい。ほとんど指摘だと思います。 
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○東障がい者支援総室長 この条例で、先ほ

ど説明のところで一番最後で申しましたけれ

ども、要は、障害のある人が、なかなか能力

差によって社会に参加することが制約されて

いると。その能力差を埋めるような調整配慮

を合理的配慮ということで取り扱っていこ

う、差別だということでしていこうと。た

だ、そうした場合も、これは、その関係者間

の対立を生むということよりも話し合いで解

決していこうということが基本的にスタンス

として持っているところでございます。そう

いうことで、障害者の方から地域相談員に相

談があった場合は、その後、関係者のところ

に行くときは、助言・説明とか、指摘という

よりも話し合いの上で、条例の趣旨とか障害

者への合理的配慮の趣旨とか、そういったこ

とを説明する中で話し合いで解決していこう

と、対立を生まない形でしていこうというと

ころで、この表現、ここは助言・説明等とい

う形にしているところでございます。 

 

○山口ゆたか委員 その表現だったらば、一

番に助言・説明と、説明という形が来て、相

談という形でいいんじゃないかなと思って、

これはどういうことを扱うところ、どういう

感じでとらえればいいのかなと思って、ずっ

と以前から思っておりました。これ、表記を

変えた方がいいんじゃないですか。 

 

○東障がい者支援総室長 ここの①のところ

は、左側の①と相関関係ということよりも、

関係者からも、このときは合理的配慮の欠如

になるのかどうかという相談もあるんじゃな

いかということで、ここは表記しているとこ

ろです。 

 

○山口ゆたか委員 じゃあ、800件、本当に

申請を見たんですよ。じゃあ、関係者に対し

てどういうアクションをとれるかということ

になると、違うんですよね。まあ、そこは部

長あたり考えていただいとければよかかなと

思います。 

 あと１点、私も最後にさせていただきま

す、まだ言いたいことはあるんですけれど

も。皆さん何で不利益取り扱いという言葉を

使われるのかなと思います。不利益取り扱

い、まず、これは労働関係法の言葉としても

う確立されていますよね、認識は。それは、

以下言葉を要約して使うということで条文上

でも書いてありますけれども、これは自民党

のほかの県議さんから指摘されましたけれど

も、何で取り扱うという表現にしたんだと言

われたんですよね。実際、物じゃないかと

か、物っぽく見えないかと、聞こえないかと

いうことで指摘を受けました。確かに広辞苑

等を引いてみると物事を処理するということ

もありますけれども、やはり手で持ってと

か、ある一定の道具や機械を使って動かした

りする、もう一個の解釈が、国語辞典の解釈

ですけれども、ある一定の仕方で、ほかの

人、特に下位の人を遇する、待遇するときに

使うのが取り扱いというふうに解釈されるん

ですよね。こういった言葉の選択というと

は、それはもう千葉県の条例から来たこと

は、選択されたことは間違いなく、なぞらえ

てつくられたのはそうだと思いますけれど

も、人権を扱う条例を決めるときに、こうい

ったところはすごくやっぱり考えた上でつく

られるべきだなというふうにやっぱり理解し

ますけれども、そのあたりいかがでしょう

か。 

 

○服部障がい者支援総室参事 障がい者支援

総室でございます。 

 今御指摘のような内容については、条例の

検討委員会の中でも御指摘がございましたと

ころです。ただ、山口委員から御指摘のとお

り、労働関係法、地方公務員法でありますと

か男女雇用機会均等法でもこの用語は用いら
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れている言葉でございますので、不利益取り

扱いという文言を用いているというところで

ございます。 

 

○山口ゆたか委員 やっぱり取り扱うという

言葉に違和感を持たれる方もいらっしゃると

いうことで今回提起しておりますが、不利益

な取り扱い、不利益に取り扱うですか、そう

いうことを問題提起もいただきました。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○松田三郎委員 初めてのことで皆さんもも

ちろん、執行部の方も御苦労されている、一

つ一つの文言の選定に当たっても。委員の先

生方もやっぱり、もちろん方向性は大賛成だ

けれども、いろいろ我々の意図に反して運用

されはしないだろうか、いろいろな心配があ

るからこういう議論になるんだろうと思いま

す。 

 委員の先生からそれぞれ出ているように、

多分合理的配慮とか、社会通念上相当と、過

重な負担というのは、それはもちろん幅のあ

る概念ですね。ただ、これを東総室長に言う

てもしようがないことで、ほかの法律、条

約、あるいは先進的な条例つくったところで

も同じような表現がなされているわけでしょ

うから、これは、それぞれ委員の先生からも

出ているように、既にここに資料に書いてあ

るのにプラス、これからの説明会をなさる上

で、いろいろな事例なり、例えばこれは裁判

例でも出ていると思いますけれども、そうい

う蓄積、積み重ねによって初めて、まあ大体

この辺かなというのが少しずつ狭まっていく

もんだろうと思っております。 

 そこで、先ほど来この調整委員会の話も出

ておりましたし、これも我々もちょっとイメ

ージがそれぞれの人によって違うように、例

えば、単純に比較できないかもしれません

が、紛争があった場合に、その裁判所でやっ

ぱりこういう用語を使う、社会通念上相当

と。ただ、こういった場合は、裁判例の積み

重ねもあって、しかも裁判長とか、ある程度

資格を持って権威づけされた人が言うから、

みんなある程度従うわけでして、ただ、それ

をこの調整委員会なるところに、ちょっと細

部にわたっては読んでおりませんけれども、

すべてとは言いませんけれども、ここに持ち

込んで、じゃあ、そこでこの幅のある概念を

ある程度公平、中立にというか、狭めるよう

な権威づけをできるものなんだろうかと、す

べて権限をここに渡していいんだろうかとい

うような不安が恐らく皆さんにあるんじゃな

いかと。というのは、委員長の御発言にもあ

りましたように、何年かたって、この制定当

時の状況を、もう何年かたったら知らない人

ばっかりに変わってしまった場合に、果たし

て継続して同じような解釈はできるのかとい

うところがやっぱり心配なんじゃないかとい

うことを前提にして、これはちょっと細かい

話で、どっか載っていたかもしれませんけれ

ども、場合によっては、この７ページの図

で、関係者、差別をしたとされる人の当事者

に県がなる場合も可能性としてはあるわけで

しょう。 

 

○東障がい者支援総室長 あります。 

 

○松田三郎委員 その場合、この知事の立ち

位置というのはどうなるんですか。例えば、

学校であるとか、そのほかの県行政が携わる

中で、県民から、県が合理的な配慮を欠いて

こういう差別をしたと言われた場合、ここは

余り関係なかことになるわけですか。県行政

がそういうことをしないという前提でつくら

れているのかもしれませんけれども。 

 

○東障がい者支援総室長 まず、この調整委

員会の中には、弁護士さんとかそういう法律

の専門家を中に入れて、ただ単に、先ほど申
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し上げました障害者ないしはその家族の方た

ちだけじゃなくて、入れていく。もちろん、

その中には、ほかに福祉関係のいろんな学識

経験者も入れて、そのほかにも、法的な問題

もあるというところで、弁護士さんとか、法

律の専門家も入れていくというのが１つござ

います。 

 それともう一つ、県が直接というたときに

は、これは、先ほど申しましたように、個別

事案解決の仕組みによって対応困難な事案

は、やはりこの流れというよりも障害者施策

推進協議会……。県の例えば教育委員会がや

っている教育関係の取り組みがやはり合理的

配慮に欠けるんじゃないかというふうな、そ

ういったものは、ここにちょっと例として学

校における発達障害のある子への対応とかそ

ういったのは、この個別事案での解決は難し

いというふうに考えております。 

 

○松田三郎委員 この施策推進協議会。 

 

○東障がい者支援総室長 これは知事の附属

機関。 

 

○松田三郎委員 知事の附属機関。障害者施

策推進協議会で議論、この協議会なるものは

知事の附属機関。知事が片方の当事者になっ

た場合に、知事というか、県が、附属機関に

議論させるというのも……。 

 

○東障がい者支援総室長 基本的には、先ほ

ど申し上げたように、障害者の社会参加の障

壁、それをなくしていくというのが基本だも

んですから、県の施策の中で、こういう取り

組みを県全体で進めていくべきじゃないか

と。例えば、県広報誌における情報伝達形態

が、例えば視覚障害のある方、聴覚障害のあ

る方に対してどう対応していくかというとこ

ろを個別的に議論するとき、そういうところ

は県が当事者としては出てくるかと思いま

す。ただ、その場合にどうしていくかという

のは、県の執行部の方で十分練って、その練

ったものをこういう形で取り組んでいきたい

ということで、この障害者施策推進協議会で

最終的には意見を聞いて、その上で最終的に

知事が決定していくということで考えている

と。 

 

○岩中伸司委員 非常に大事な議論がたくさ

んあっていますが、私は、この条例は、表題

のとおり、今、東総室長が説明されたとおり

に、障害のある人もない人も共に生きる熊本

づくり条例ということで、前文でもそれに基

づいた規定がされて、項目ごとにずっとある

んですね。私は、ずっと見ていったら、やっ

ぱりすばらしいなというふうには思うんです

が、さっき、特に労働者の立場でいけば、27

ページに、雇用の関係で、ア、イ、ウとして

あります。こういうことはやっちゃならぬと

いうことですが、解説の中に、原則としては

やっぱり採用自由の原則ということで、今の

社会、企業は、特に産業界はそうだと思うん

ですが、自由競争の中でより利益をどう上げ

るかというふうな、そんな状況の中ですか

ら、ここで雇用主が最終的には、そういう原

則だけれども、その前段で条例の中でやっぱ

りきちんと労働者の募集または採用に当たっ

ては云々ということで、きちんとこの条例を

柱とした具体的な個別な問題が指摘をされて

いるということで、ある意味では、ここだけ

に限っていえば、解説の最後に、一定の配慮

を求めていくものであると書いてありますよ

ね。ですから、私は、県民全体が、障害を持

つ人も持たない人もやっぱりともに共生して

いく社会をつくっていくという、そういう何

か認識を一致させながらその障壁を除いてい

く、物的なことも進めていこうというのがこ

の条例の柱でしょうから、個々的に議論すれ

ば山のようにあると思うんですが、そこで、

やっぱり一致をするというか、この条例をも
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とに、本当に県民挙げて、障害がある人もな

い人も生きていけるような熊本県づくりをや

ろうということが柱でしょうから、そこをぜ

ひ、これをやっぱり早く制定して、そんな啓

発運動を進めていってもらいたいというふう

な要望を持っています。今個々に議論されて

いますけれども。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 全然関係ないかもしれませ

んけれども、この県庁、県の職員の中に知

的、精神の方の雇用というのは何人ぐらいい

るのか、ちょっと教えてください。 

 

○東障がい者支援総室長 県庁全体でです

か。 

 

○藤川隆夫委員 全体でいいです。パートじ

ゃなくて常用雇用。 

 

○東障がい者支援総室長 法定雇用率は、県

の場合は2.1％を……。 

 

○藤川隆夫委員 身体じゃないですよ。精

神、知的の話ですよ。いるのかいないのか。

いないんだったら、それ自体がまた問題じゃ

ない。逆に言うと、それ自体が問われます

よ、こういう条例をつくっても。障壁でしょ

う、そんなの。 

 

○溝口幸治委員長 どなたか答えられる人。 

 

○藤川隆夫委員 機会均等にするんでしょ

う。であれば、同じように雇用しなきゃおか

しいじゃないですか。 

 

○東障がい者支援総室長 なかなか難しい問

題で、ここで即そのことについて、その権限

もございませんし、明確な答えもちょっと用

意はしていませんけれども、あくまでもこの

条例は、現行法制の中での条例にならざるを

得ないというところでございます。 

 先ほど、韓国では、2007年に法律をつくっ

たということで申し上げましたけれども、韓

国は、障害者権利条約を批准して、その批准

を受けて法律をつくって、その法律の中で

は、悪質な差別事案の場合は３年以下の懲役

とか、3,000万ウォン以下の罰金に処する、

そういう罰則規定も設けているところでござ

います。 

 ただ、日本は、まだ条約を署名はしてても

批准はしていないという状況でございます。

今それぞれ関係法律をどうするかということ

で論議がされているところでございます。今

私どもがこの条例を制定する趣旨は、先ほど

岩中委員からもちょっとお話がありましたよ

うに、障害者の方は、今まで人権を言うとき

には能力差のない方たちの中での人権という

ところで、今回あれしているのは、障害者権

利条約でも能力に差があると。もともと、社

会参加するときに、障害のない人とある人と

の間にはそこにもう能力の差がある、だか

ら、その能力の差を今までは放置していたけ

れども、この能力差を、合理的配慮とかそう

いったことによって、調整によって縮めてい

こうと、そして社会参画を進めていこうとい

う趣旨で……。 

 

○溝口幸治委員長 東総室長、気持ちはわか

りますけれども、質問の答えには全然……。 

 

○東障がい者支援総室長 それで、今の法律

の中では、地方公務員法という法律があっ

て、採用するときには、一般職の場合は、特

別な専門的な知識・技術に関して、医者とか

そういった方たちについて、選考試験という

のは一部ありますけれども、基本的には一般

競争試験でいかざるを得ないと。その流れで

動いてきているんじゃないかというふうに思
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っております。 

 

○藤川隆夫委員 せっかくこういう条例つく

っていくわけですから、できれば、私は、県

が率先して、知的、精神も含めた障害者の雇

用を進めていくべきだと私は思うんですけれ

ども、適材適所で仕事ができるようにと書い

てあるじゃないですか、先ほどここにもある

ように。そういう形での雇用の形態はあって

もいいんだと思うんですけどね。せっかくつ

くるんであれば、まず県から始めたらいかが

ですかね。 

 

○鬼海洋一委員 法定雇用率の中で、今知

的、それから身体、精神、これをどれだけと

いうことじゃなく全体の中でということでし

ょう、今の法律で決められているのは。 

 

○東障がい者支援総室長 今の障害者雇用促

進法では、法定雇用率に入っているのは、知

的と身体だけですね。ただ、精神について

は、法定雇用率には算入されないけれども、

障害者雇用率には算定されているというとこ

ろです。 

 熊本県としては、障害者雇用促進法で言う

地方公共団体の法定雇用率2.1％は、たしか

それは満たしていたというふうに思います。 

 

○鬼海洋一委員 だから、さっき松田委員の

方から、知事がトップでどうかという話もあ

りましたけれども、この前の熊日新聞を見る

と、県教委は、法定雇用率を満たしていない

という、12人も足りないという、こういう状

況もあって、そういう意味で、この条例つく

るとすれば、まず内部的にも整理をすべきだ

というような思いもまずやっぱりあるわけで

すから、その点、もうお互いに連携をとりな

がらやられていいんじゃないかというふう

に、それが我々の要望ですよね。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにありませんか。 

 

○山口ゆたか委員 岩中委員から発言があり

ましたように、私も、障害者の社会参画につ

いて、一層また深めてほしいという思いはし

っかりと持っております。そういった中で、

個別具体に取り組んでいるのも事実でありま

すけれども、理念的にはやはり障害者がその

生涯を通して豊かな人生を送ってほしい、そ

のお手伝いをしたいというところは思ってい

るところでございます。 

 そういう中でも、やはり条例をつくるとい

うこと、罰則規定がないとか、さまざまな要

素がありますけれども、やはり条文には我々

は責任を持たなければいけないと思っており

ますので、しっかりと精査させていただきた

いという視点が１つあります。 

 委員長にお願いでございますけれども、私

は、条例の条文もそうですけれども、やはり

条文とその解釈がやはりマッチングすること

が重要だと思っております。きょう委員会審

議を通じても、説明を聞いてもなかなかしっ

くりくる内容もありませんでしたので、そう

いった中で審議を深めていただければと思っ

ております。 

 もう１点ですけれども、我々も長年、人権

ということをしっかりと教育も通じて教えら

れてきました。特に小学校時代なんていうの

は同和教育というのを初めて、私たちの地域

にはそういう事例がございませんでしたの

で、人権教育を通じて初めて知ったのも確か

でございます。 

 今回、この条例の制定に向けて、やはり私

は、この人権の教育であるとか啓発について

もう一度考え直して県民の意識を向上させる

ことが大事ではないかと思っております。そ

のことは皆さんがよくよく言われる国際障害

者権利条約についても、第８条において高々

とうたわれておりますし、報道機関の役割等

々もうたわれております。そういった中にお
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いてもう一度この権利条約の内容を精査する

とともに、自分たちの必要な文章だけを恣意

的に、恣意的というか、使うのではなくて、

本当にその条約の条文が訴えかける、今障害

者が抱える問題をもう一度整理した上で、そ

ういった中で、条例制定、解釈の作成につな

げていただきたいというふうに思っておりま

す。要望いたします。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 今、山口委員からもあり

ましたように、条文とそれから解釈指針、こ

れはあわせて議論をしていきたいと思いま

す。最終的に条文の中でどう表現するかも含

めて我々もきちっと議論をしていきたいと思

います。 

 それから、東総室長は、もう４月からずっ

と一生懸命この問題にかかわってこられて、

部下の方たちも一生懸命やられていますの

で、その御努力には心から敬意を表します

が、聞いてて、やたら権利条約の話だとか、

他県がこうやった、ああやったという話は、

もうここに来たら余りそういうのは我々にと

っては心打つ話じゃなくて、やっぱり熊本ら

しさというか、熊本県民にとってどうその条

例が影響してくるのかというのが大事なの

で、余りその辺の世界の流れ、韓国の話なん

かされてもぽかんとして、だから何なんだと

いう気持ちになってくるので、そこはもうち

ょっと説明の仕方を考えていただければと思

います。 

 とにかく、条例を早く制定して施行すると

いうことよりも、本当にこの条例をつくって

障害者の方々が今よりもいい暮らしができる

のか、あるいは健常者の方々が今よりもいい

暮らしができるのか、我々が目指す、その障

害がある人もない人もともにしっかりとした

熊本づくりをやっていくということにつなが

っていくのかというのが一番大事だと思いま

すので、ここはやっぱりきちっともう一回精

査をしながら冷静に議論を深めていく必要が

あると思います。 

 ですから、そういった意味では、我々もそ

れぞれ請願に署名をしましたので、時期が６

月という知事の表明はあっていますけれど

も、じゃあ、６月まで議論しないんじゃなく

て、我々の任期中は、もう議論ができるだけ

はきちっとやって方向性を示していく、それ

ぞれの不安にもこたえていくという作業をや

っていきたいと思いますので、そのつもりで

執行部の皆さん方も、もうがちっとこれで決

まりじゃなくて、いろんな意見を聞いてほし

いと思います。 

 特に、声なき声に耳を傾けないといけない

と思います。やっぱりだんだん、言い方は悪

いんですが、言えなくなってきている人たち

がふえていますね、この障害者のこの条例に

ついては。本当は思っているけれども、なか

なか発言できないという人がいます。ですか

ら、そういった声なき声にしっかりと耳を傾

けて、最終的には、それぞれの県民の皆さん

方が参加して、いい条例をつくり上げていく

と、そのことが大事だと思いますので、ぜひ

ともそのようによろしくお願いをしておきま

す。 

 それでは、本日の議題は終了いたしまし

た。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 長時間お疲れさまでした。 

  午後４時７分閉会 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  厚生常任委員会委員長 

 - 71 -


